
平成１７年第３回西予市議会定例会会期日程表 
 

会期９月１３日（火）～１０月４日（火） （２２日間） 
 

月 日 曜日 日  程 備  考 
 ９月１３日 火 本会議（開会） ・理事者提案説明 
 ９月１４日 水 本 会 議 ・一般質問、質疑 
 ９月１５日 木 常任委員会  
 ９月１６日 金 常任委員会  
 ９月１７日 土 休   会  
 ９月１８日 日 休   会  
 ９月１９日 月 休会（敬老の日）  
 ９月２０日 火 常任委員会  
 ９月２１日 水 常任委員会  
 ９月２２日 木 常任委員会  
 ９月２３日 金 休会（秋分の日）  
 ９月２４日 土 休   会  
 ９月２５日 日 休   会  
 ９月２６日 月 常任委員会  
 ９月２７日 火 常任委員会  
 ９月２８日 水 常任委員会  
 ９月３０日 木 休   会  
 ９月３１日 金 休   会  
１０月 １日 土 休   会  
１０月 ２日 日 休   会  
１０月 ３日 月 休   会  

１０月 ４日 火 本会議（閉会） 
・委員長報告 
・質疑、討論、採決 

 
 
 
 
 
 



平成17年第３回定例会（１日目） H17.9.13
　　　　　　　平成１７年第３回西予市議会定例会会議録（第１号）

１．招 集 年 月 日　平成１７年９月１３日
１．招 集 の 場 所　西予市議会議場
１．開　　　　　会　平成１７年９月１３日
　　　　　　　　　　午前１０時００分
１．散　　　　　会　平成１７月９日１３日
　　　　　　　　　　午後　３時５６分
１．出　席　議　員
　　　　１番　　田　中　　　剛
　　　　２番　　松　山　　　清
　　　　３番　　宇都宮　明　宏
　　　　４番　　松　島　義　幸
　　　　５番　　元　親　孝　志
　　　　６番　　嶋　川　武　文
　　　　７番　　沖　野　健　三
　　　　８番　　森　川　一　義
　　　　９番　　亀　井　秀　男
　　　１０番　　名　本　修　三
　　　１１番　　河　野　作　生
　　　１２番　　藤　井　朝　廣
　　　１３番　　浅　野　泰　義
　　　１４番　　浅　野　忠　昭
　　　１５番　　三　好　幸　夫
　　　１６番　　岡　山　清　秋
　　　１７番　　酒　井　宇之吉
　　　１８番　　兵　頭　　　勇
　　　１９番　　山　本　英　男
　　　２０番　　山　本　昭　義
　　　２１番　　梅　川　光　俊
　　　２２番　　鍵　原　芳　和
　　　２３番　　菊　地　ミスギ
　　　２４番　　宇都宮　二　朗
　　　２５番　　岡　田　周　三
　　　２６番　　山　本　安　男
　　　２７番　　平　野　武　男
　　　２８番　　大　竹　忠　盛
　　　２９番　　二　宮　　　元
　　　３０番　　坂　本　隆　重
　　　３１番　　浅　野　豊　重
１．欠　席　議　員
　　　　な　　し
１．会議録署名議員
　　　２９番　　二　宮　　　元
　　　３０番　　坂　本　隆　重
１．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名
　　　市　　　　　長　　三　好　幹　二
　　　助　　　　　役　　別　宮　　　靜
　　　収　　入　　役　　三　好　藤　冶
　　　教　　育　　長　　二　宮　宇　明
　　　総務企画部長　　  森　　　英　二
　　　建　設　部　長　　安　藤　芳　夫
　　　産　業　部　長　　大　森　俊　彦
　　　生活福祉部長　　  松　本　正　志
　　　教　育　部　長　　河　野　豊　昭
　　　明浜総合支所長　　小　玉　岩　康
　　　城川総合支所長　　九　鬼　則　夫
　　　三瓶総合支所長　　山　本　正　男
　　　病院総括事務長　　上　甲　福　重
　　　消防本部消防長　　荒　井　安　憲
　　　総　務　課　長　　炭　倉　貞　明
　　　財　政　課　長　　清　水　忠　夫
　　　企画調整課長　　  清　水　享　司
　　　監　査　委　員　　池　畠　賢　治
　　　野村総合支所総務課長　　三　瀬　通　忠
１．本会議に職務のため出席した者の職氏名
　　　事　務　局　長　　吉　良　孝　一
　　　議　事　係　長　　井　上　千　浪
１．議　事　日　程　　  別紙のとおり
１．会議に付した事件　　別紙のとおり
１．会 議 の 経 過　　  別紙のとおり

議　　事　　日　　程
　１　会議録署名議員の指名　　（２９番　二宮　元、３０番　坂本隆重）
　２　会期の決定　　（９月１３日～１０月４日　２２日間）
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平成17年第３回定例会（１日目） H17.9.13
　３　議会報告第１号　各常任委員会の視察研修報告について（委員長報告）
　４　議案第１２４号　平成１６年度農業集落排水資源循環統合補助事業石城地区処理施設土木・建築工事変更請負契
約について
　５　議案第１２５号　西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について
　　　議案第１２６号　西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２７号　西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２８号　西予市城川農産物加工センター設置条例制定について
　　　議案第１２９号　西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３０号　西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３１号　西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３２号　西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て
　　　議案第１３３号　西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３４号　西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３５号　西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３６号　西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３７号　合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条
例制定について
　６　議案第１３８号　市道路線の廃止について
　　　議案第１３９号　市道路線の認定について
　７　議案第１４０号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）
　　　議案第１４１号　平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４２号　平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４３号　平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４４号　平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４５号　平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４６号　平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４７号　平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４８号　平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）
　　　議案第１４９号　平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１５０号　平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）
　８　認定第　　１号　平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　２号　平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　３号　平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　４号　平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　５号　平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　６号　平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　７号　平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　８号　平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　９号　平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１０号　平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１１号　平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１２号　平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について
　　　認定第　１３号　平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について
　　　認定第　１４号　平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について

本日の会議に付した事件
　１　会議録署名議員の指名
　２　会期の決定
　３　議会報告第１号　各常任委員会の視察研修報告について（委員長報告）
　４　議案第１２４号　平成１６年度農業集落排水資源循環統合補助事業石城地区処理施設土木・建築工事変更請負契
約について
　５　議案第１２５号　西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について
　　　議案第１２６号　西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２７号　西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２８号　西予市城川農産物加工センター設置条例制定について
　　　議案第１２９号　西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３０号　西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３１号　西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３２号　西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て
　　　議案第１３３号　西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３４号　西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３５号　西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３６号　西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３７号　合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条
例制定について
　６　議案第１３８号　市道路線の廃止について
　　　議案第１３９号　市道路線の認定について
　７　議案第１４０号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）
　　　議案第１４１号　平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４２号　平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４３号　平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４４号　平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４５号　平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）
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平成17年第３回定例会（１日目） H17.9.13
　　　議案第１４６号　平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４７号　平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４８号　平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）
　　　議案第１４９号　平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１５０号　平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）
　８　認定第　　１号　平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　２号　平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　３号　平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　４号　平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　５号　平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　６号　平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　７号　平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　８号　平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　９号　平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１０号　平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１１号　平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１２号　平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について
　　　認定第　１３号　平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について
　　　認定第　１４号　平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について　

　　開会　午前１０時００分
○議長　ただいまの出席議員は３１名であります。これより平成１７年第３回西予市議会定例会を開会いたします。
　三好市長より議会招集のあいさつがあります。
○三好市長　平成１７年第３回西予市議会定例会の開会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。
　昨年は５つもの台風が次々と襲来し、西予市も甚大な被害を受け、１年がかりの災害復旧に取り組んでまいりまし
た。どうかことしは台風が来ないことを祈っておりましたが、自然の力に勝つことはできず、先週の火曜日には大型で
非常に強い台風１４号が襲来し、大変心配をしたところであります。何とか最悪のコースだけは免れ、大事に至らず安
堵したところですが、家屋や農作物への被害に遭われた方々に対し、心からお見舞いを申し上げます。
　また、先日の日曜日には全国的に関心が高かった衆議院議員総選挙が執行されました。自民党の圧勝という結果とな
りましたが、この結果が今後の政局にどのように影響するか、注目しているところであります。議員の皆様にはここの
数日間何かとご多忙でお疲れのことではなかったかと拝察を申し上げます。本日はこのような折にもかかわらずご出席
をいただきまことにありがたくお礼を申し上げます。
　昨年のこの時期には、市内で２６会場におきまして、議員の皆様のご協力のもと市政懇談会を開催し、施政方針を説
明するとともにまちづくりに関する市民の方々の声を聞かさせていただきました。ことしは少し趣向を変えて、小グル
ープ、小団体を対象に、市長とふれあいトークと題して計画を進めており、参加グループを募集いたしましたところ、
現在のところ９団体から申し込みがありましたので、それぞれの団体と日程等協議して開催していく考えであります。
　さて、今回の定例会におきましては、議員の皆様方からの一般質問をお受けするとともに、契約案件１件、条例制定
４件、条例改廃９件、道路案件２件、補正予算１１件及び決算認定１４件の合計４１議案についてご審議をお願い申し
上げるものでございます。議案等の説明・理由につきましては、上程の際にご説明いたしますので、何とぞ慎重にご審
議をいただき、それぞれ決定、ご認定を賜りますようお願い申し上げまして、甚だ簡単でございますけれども、招集の
あいさつとさせていただきます。よろしくお願いいたします。
○議長　次に、前定例会以降における諸般の報告はお手元に配付のとおりでありますので、お目通し願います。
　これより本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、お手元に配付してあるとおりであります。
　　（日程１）
○議長　まず、日程第１、会議録署名議員の指名を行います。
　今回の会議録署名議員に２９番二宮元君、３０番坂本隆重君の両名を指名いたします。
　　（日程２）
○議長　次に、日程第２、会期の決定を議題といたします。
　お諮りいたします。
　今回の会期は本日から１０月４日までの２２日間といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。
　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　ご異議なしと認めます。よって、今回の会期は本日から１０月４日までの２２日間と決定をいたしました。
　　（日程３）
○議長　次に、日程第３、議会報告第１号「各常任委員会の視察研修報告について」を議題といたします。
　第２回定例会の議決に基づき実施をいたしました各常任委員会の視察研修結果について、各常任委員長の報告を求め
ます。
○亀井秀男総務常任委員長　それでは、総務常任委員会視察報告を申し上げたいと思います。
　７月２７日から２９日までの３日間にわたり、長野県松本市、長野市、飯山市、群馬県草津町の４市町を訪問し行政
視察を行いましたので、その概要を報告いたします。
　１つ、国の重要文化財旧開智学校について。
　昭和６２年に旧宇和町の開明学校と姉妹館提携を結んだ旧開智学校は、ちょうど改修工事中でありましたが、日本国
内で最も古い小学校の一つで、市民レベルでの親善交流が深まりを見せていることもあって、我々の訪問に対する歓迎
ぶりに姉妹館提携というきずなの強さと温かさ、歓迎に深く感銘いたしました。
　２、インターネットアカデミック特区、地域力活用教育特区について、長野市であります。
　構造改革特区は自発的な発想により、地域の特性に応じた規制の特例を導入する区域を設け、地域経済の活性化を図
る制度です。インターネットアカデミック特区は、インターネットの活用により、在宅にして大学院の卒業資格も取得
可能になるもので、１８年４月の開校を目指した準備が進められていました。この取り組みが成功すれば、時間や場所
に束縛されないで教育が受けられることとなり、今までの教育という概念を一新するような取り組みになることは間違
いなさそうです。グリーン・ヒルズ小学校（地域力活用教育特区）は、飯綱高原にある民間の休遊施設を借用し、学校
教育法による規制を受けないため、校地校舎を持たない学校の取り組みでありました。従来の学校というイメージとは
全く異なった環境で、地域の教育力を生かした体験学習など、不登校や学校になじめない子供たちを対象に、一人一人
に尽くした対応と教育に取り組んでいる様子を視察いたしました。不登校などの実態を考えたとき、強制されないで自
由に学べることは理想であり、常識を覆す活気的な取り組みに感心すると同時に、今後の成果を見定める必要も感じま
した。
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　３、行財政改革について、飯山市。
　地方分権により住民に最も近い自治体として創意工夫を凝らし、自立して魅力あるまちづくりを推進するためには、
人員や経費の削減だけでなく、市民と市が適切な連帯と役割分担により施策の立案から実行まで推進していくことが大
切であります。飯山市では平成１５年３月に職員４０名の削減、職員給与、特別職報酬の減額、保育所や学校の統合や
廃校の活用、外部委託、補助金の見直しなどを盛り込んだ第３次行財政改革大綱を策定し、一部は既に目標達成あるい
は達成確実の状況になっていました。飯山市の行革は、平成７年度から始まっておりますが、合併しない道を選択され
ただけに、行革推進に取り組む姿勢は並々ならぬ意気込みを感じ、今後の西予市の進むべき方向に参考になるものと思
いました。
　４、自立と共生の町について、群馬県草津町。
　最初に驚いたことは、我々の委員会が役場を訪れると、正面玄関のガラスに大きく「歓迎、西予市議会総務常任委員
会視察」の表示があり、一同感激しました。こうした訪れた人の気持ちをうまくとらえた歓迎ぶりや対応には見習う点
があることを強く感じました。自立と共生のカリスマと言われる中澤町長は、交付税減額解消のために観光と交流人口
に着目し、町民憲章にあります「歩み入る者に安らぎを、去りゆく者に幸せを」を基本理念に実践５原則の安全・清潔
・親切・誘客・節約に心がけ、年間３００万人の観光客を１０年後には４００万に伸ばすことを目標目指しておりま
す。選出主義を基本に自治体が自立し、住民参加による共生で日本一元気な観光地づくりのため日々意識改革を訴えら
れている内容を語っていただき、その話の中に吸い込まれていくような気持ちでありました。今回の研修で中澤町長か
ら直接話を聞き、長年かけて積み重ねてこられた実績が結果となって自立と共生のカリスマと呼ばれるようになったの
だなと納得いたしました。
　これをもちまして総務常任委員会の報告とさせていただきます。
○坂本隆重厚生常任委員長　厚生常任委員会視察研修の報告をいたします。
　当委員会では８月２日から４日までの３日間、青森県弘前地区環境整備センター、秋田県大館クリーンセンター、秋
田ウッド株式会社において、家庭及び事業所等から出たごみの公害環境を考えた減量化やリサイクル等の取り組みにつ
いて視察研修を行いましたので概要をご報告いたします。
　２１世紀は環境と福祉の時代と言われていますが、人類の歴史の大部分は環境と経済が両立してまいりました。しか
し、２０世紀に入り世界人口の増加、１９００年当時当初には世界人口は約１６億５，０００万人、それが２００５年
に至っては６５億人を超えると言われております。
　一方、経済成長は物的な豊かさを求め急成長し、したがって経済活動は拡大し、環境破壊がさまざまな形であらわれ
てまいりました。地球環境問題が深刻化し、過剰消費と過剰廃棄の時代に入ったのであります。国は循環型社会形成推
進基本法２００１年１月完全施行、資源有効利用促進法２００１年４月改正施行、容器包装リサイクル法２０００年４
月完全施行、家電リサイクル法２００１年４月完全施行、食品リサイクル法２００１年５月完全施行、建設リサイクル
法２００２年５月完全施行、廃棄物処理法２００３年１２月完全施行、自動車リサイクル法２００５年１月完全施行、
グリーン購入法２００１年４月完全施行等を制定しております。このような背景の中で、西予市の現状は年間８億円の
ごみ処理費用を払っています。今後どう対処すべきか、先進地の研修を行いました。
　平成１５年３月完成の弘前地区環境整備センターは、総事業費１８７億円、鉄筋地下１階、地上５階、対象人口は２
５万７，０００人で、１２分別を基礎とし処理をしておりました。特に目標と考えていることは３Ｒ運動を目標とし
て、リデュースすなわちごみになるものを家庭に持ち込まない、リユース、繰り返して同じものを使用する、リサイク
ルすなわちごみをもう一度素材、原料として使用する。分別すればまぜればごみ、分ければ資源を実行しておったこと
であります。
　次に、大館クリーンセンターを視察、非常に参考になった施設でありました。
　民設民営のすなわちＰＦＩ方式で、でき上がったばかりでありますが、受託者は大館エコマネジ株式会社、平成１７
年８月、行ったときにちょうど落成式をやっておりまして、いろいろ参考になったわけですが、契約期間は１５年間、
ただし協議により５年間の延長を認める。委託料は１５年間で約１１８億円、これは建設費、処理費等を含む。対象人
口は８万４，６００人、市の担当者の話によりますと、建設維持管理コストは、一般的に行われている事業の約半分で
あるということを言っておりました。
　また、大館市は地球に優しい環境づくりを目指して、市民、企業等の協力を得ながら環境負荷の低減に努力していま
した。
　秋田県と大館市を含む１８市町村が策定した秋田県北部エコタウン計画は、平成１１年１１月に国、厚生大臣、通商
産業大臣の承認を得て、平成１５年１月に変更計画を承認を得て進めてきた施設整備事業であります。主な事業につい
ては、株式会社エコサイクル、これは家電リサイクル事業を主としたもので工業関連基礎基盤を活用し、家電リサイク
ル法、対象４品目をリサイクルする事業であります。
　次いでコンポスト事業、大館市がやっておるのですが、これは鶏ふんと生ごみなどを原料として有機肥料を製造する
事業であります。
　次いで廃プラスチック利用建材製造事業、すなわち秋田ウッド株式会社が行っておりました。すなわち木材、木製製
造業から排出される廃木材や木質建築材と家電リサイクル工場や地域の誘致企業から排出される廃プラスチック原料と
してすぐれた新建材を製造する事業でございます。
　次いで、大規模風力発電事業としては、東北自然エネルギー開発株式会社、これは６００キロワット級の風車を２４
基建設し、発電する事業でございます。
　次いで、リサイクル製錬拠点形成事業の小坂製錬株式会社。
　次いで、リサイクルプラザ整備事業、缶や瓶、ペットボトルなどの容器包装類や資源となる廃棄物の分別拠点を整備
する事業です。
　以上のような事業を推進しているとのことでございました。そこで西予市においても市民の意識改革を図り、発生抑
制、発生再利用、再生利用を徹底し、その上市民、企業の協力を得ながらコンポスト事業、廃プラスチック利用事業、
再利用事業等の施設の整備事業すなわち西予市エコタウン計画を国に申請し、早期に承認を得て計画を推進することで
はないかと考えました。
　以上、平成１７年９月１３日厚生委員会委員長報告を終わります。
○岡山清秋産業建設常任委員長　産業建設常任委員会では、７月２８日から３０日にかけて長野県内において先進地研
修視察を行いました。ご報告をいたします。
　まず、佐久市における全戸水洗化計画について。
　農村の生活革命は排水処理からというのをスローガンに、平成元年佐久市は全戸水洗化計画をスタートいたしまし
た。市内各地で説明会を開き具体策を絞り、平成３年に生活排水処理エリアマップを作成いたしました。以降、市の年
間予算の約２０％を下水道関係事業に投入をし、現在市内における公共下水道、農業集落排水、コミュニティープラン
ト、合併浄化槽を合わせた全体の供用率は８９．４％、水洗化率は７４．８％となっておるようであります。
　また、今年４月１日の新佐久市発足時の組織改正で、４つの関係課からなる生活排水部を設置し、効率的な業務遂行
に取り組んでおります。水洗化率の向上を自然環境の改善にも貢献し、市が状況を把握するために実施した身近な生き
物の生殖分布調査報告書において、如実にその成果があらわれております。西予市では第２次愛媛県全圏域下水道化基
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本構想に基づき、地域の集落特性に応じた下水道整備を推進しておりますが、今後は事業方式や実施区域のすみ分けを
中心的な考え方に置き、より計画的に取り組むことが必要です。住民の声を聞き、十分な理解を得て推進すること、エ
リアマップを活用した情報の共有化が大切であると考えます。
　そしてまた、南予地方の水源である当市が、環境改善に努力する姿勢を周辺市町にアピールしていくことも重要であ
ると思います。
　次に、宮田村における独自の農業方策と伊那市の農業公園について。
　宮田村には宮田方式と呼ばれる一村一農場を目指した独自の農業システムがあります。ＪＡと村、生産者が一体とな
って農業の振興や支援に取り組んでおります。その中で特筆すべきものが地代制度、農地所有者が所有面積に応じて拠
出した反当たり５，５００円の共助金を基金として造成し、農地流動化の推進に運用しております。多様な担い手が存
在する中で、当制度が確立に至るまでの苦労、そして地域リーダーの強い意志を感じました。
　一方、伊那市のみはらしファーム、これは総面積１０ヘクタール、全２６施設からなる農業総合公園です。当公園は
昭和５０年の開設後、温泉、農園、農産物販売所を３本柱に据え、徐々に規模を拡大し現在に至っております。各施設
の経営主体はさまざまで、任意団体、地元の生産組合に委託や指定管理者の指定をしております。いずれも独立採算制
で運営しており、これまでの間淘汰を繰り返しながら公園全体に存続、繁栄しております。観光農園とはいえ、そこに
は組織が根を張り、地域農業者の育成に寄与しております。
　これら２つの事例を見ますと、いずれも行政とＪＡの連携の深さが読み取れます。お互いが役割分担をし、知恵を出
し合いタイアップしていく、農業の振興は行政の力のみでは難しいものがあります。幸いことし４月に当西予市農業支
援センターが設置され、市と農協の垣根を越えた事務の一体化による支援体制の強化が図られました。西予市の主要産
業である農業の活性化に向け、同センターの取り組みに今後ますます期待をするところであります。
　以上で委員長の報告といたします。
○議長　以上で各常任委員会の視察研修報告を終わります。
　　（日程４）
○議長　次に、日程第４、議案第１２４号「平成１６年度農業集落排水資源循環統合補助事業石城地区処理施設土木・
建築工事変更請負契約について」を議題といたします。
　理事者の説明を求めます。
○安藤建設部長　議案第１２４号「平成１６年度農業集落排水資源循環統合補助事業石城地区処理施設土木・建築工事
変更請負契約について」提案理由のご説明を申し上げます。
　石城地区処理施設土木・建築工事につきましては、平成１６年第３回臨時議会で議決をいただき、宇和土建株式会社
代表取締役日置隆則氏と請負金額２億３７０万円で契約を締結し現在施工中であります。このたび終末処理場の埋め戻
し並びに盛り土費用８８４万４，０００円、場内の整備工事費用７０７万５，０００円及びこれらに係る諸経費６８０
万円の設計変更の必要が生じたため、合計２，２７１万９，０００円を増額し、請負金額を２億２，６４１万９，００
０円とする工事変更請負仮契約を去る平成１７年８月３１日に締結しましたので、議会の議決を求めるものでありま
す。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○議長　理事者の説明は終わりました。
　これより質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　以上で質疑を終結といたします。
　お諮りいたします。
　議案第１２４号については、会議規則第３７条第２項の規定により委員会付託を省略したいと思います。これにご異
議ありませんか。
　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　ご異議なしと認め、そのように決定をいたしました。
　これより討論を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　討論を終結とします。
　これより採決を行います。
　お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議案第１２４号「平成１６年度農業集落排水資源循環統合補助事業石城地区処理施設
土木・建築工事変更請負契約について」原案可決とすることに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　起立多数であります。よって、ただいまの議案第１２４号は原案のとおり決定されました。
　　（日程５）
○議長　次に、日程第５、議案第１２５号「西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について」から議
案第１３７号「合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条例制定に
ついて」までの１３件を一括議題といたします。
　理事者の説明を求めます。
○森総務企画部長　議案第１２５号「西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について」提案理由のご
説明を申し上げます。
　従来職員給与等の公表は、事務次官通達に基づき広報紙等を用いて職員給与等の実態を住民に公表するものであり、
市における人事行政の運営状況を住民に公表することにより、その公正性、透明性を高めることを趣旨としておりま
す。今回地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、その公表が義務づけられたことから、公表に関する必要事
項について定めた本条例を制定するものでございます。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げ
ます。
　続きまして、議案第１２６号「西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について」提案理由のご説明を申し上
げます。
　本条例は地方公務員法及び地方公共団体の一般職の任期つき職員の採用に関する法律の一部を改正する法律が施行さ
れたことに伴い制定するものであります。定年退職後もさまざまなライフスタイルの選択が可能となってきており、定
年後の人生に備えるための準備の需要が高くなっております。このような状況から、高齢職員に対して勤務形態の選択
肢を提供することにより、心身の健康を維持増進するとともに、公務能率の増進を図るものであります。内容は、５５
歳以上の職員が定年退職までの間で部分休業により勤務時間の短縮を可能とするものであります。よろしくご審議の
上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
　続きまして、議案第１２７号「西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について」提案理由のご説明を申し上げ
ます。
　本条例は、地方公務員法及び地方公共団体の一般職の任期つき職員の採用に関する法律の一部を改正する法律が施行
されたことに伴い制定するものであります。高度化、複雑化する社会情勢の中では、視野が広く、先例にとらわれない

ページ(5)



平成17年第３回定例会（１日目） H17.9.13
柔軟な発想を持ち、さまざまな課題に迅速、適切に対処できる職員が必要となってきております。このような状況のも
と職員が自主的に能力開発を行うことにより、みずからの資質を高め、公務員能率と住民サービスの向上を図るもので
あります。内容は、全職員を対象に大学、その他の教育施設で学ぶ場合、２年を超えない範囲で勤務時間の短縮を可能
とするものであります。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
　失礼いたしました。
　次に、議案第１２９号「西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について」提案理由
のご説明を申し上げます。
　今回の改正は、人事院規則の育児または介護を行う職員の深夜勤務及び超過勤務の制限に関する規定等が改正され、
平成１７年４月１日付で施行されることに伴うものであります。その主な内容につきましては、任期つき短時間勤務職
員の勤務時間や週休日等及び育児または介護を行う職員の早出・遅出勤務に関する規定等を新たに追加するものであり
ます。
　続きまして、議案第１３０号「西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について」
提案理由のご説明を申し上げます。
　今回の改正は、地方公共団体の一般職の任期つき職員の採用に関する法律の一部を改正する法律が施行されたことに
伴うものであります。今回の改正の主な内容は、市町村合併の進展などに伴う行政の高度化、専門化や多様化する住民
のニーズに対応した行政サービスの充実を図り、公務のより能率的な運営を促進するといった同法の趣旨、目的を考慮
し、これまでの専門的な知識、経験等を有する者の任期を定めた採用のほか、任期つき採用をすることができる場合の
要件、任期等を法律上明確に定める等、任期つき採用の拡大を図るものであります。
　続きまして、議案第１３２号「西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制
定について」提案理由のご説明を申し上げます。
　過疎地域自立促進特別措置法第３１条の地方税の課税免除または不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める
省令の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するものであります。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願
い申し上げます。
○大森産業部長　議案第１２８号「西予市城川農産物加工センター設置条例制定について」提案理由のご説明を申し上
げます。
　昨年度より城川町下相において建設を進めてまいりました農産物加工センター第２工場がこのほど完成し、今後市内
の果樹、農産物の振興に大いに寄与できるものと期待をいたしているところであります。本条例はこの第２工場と従来
の加工センターの運営について、新たに指定管理者制度導入の仕組みを取り入れ、一体的かつ効率的な運営を行うこと
により、地域産業の活性化を図ることを目的に制定するものであります。
　なお、本条例の制定にあわせ暫定でありました城川町農産物加工センター設置条例は廃止することといたしておりま
す。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○河野教育部長　議案第１３１号「西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について」提案理由のご説明を申
し上げます。
　野村地区太田団地の４戸につきましては、野村総合支所建設課が管理をしておりましたが、入居者が教職員であるこ
とから、管理を学校教育課に移管されたことにより本条例の一部を改正するものであります。これによりまして、この
４戸を含め教職員住宅は８１戸となります。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○松本生活福祉部長　議案第１３３号「西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定につい
て」、議案第１３４号「西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について」一括して提案理由のご
説明を申し上げます。
　介護保険法等の一部を改正する法律の施行に伴い、痴呆という用語を認知症と呼称する等の見直しが行われました。
それに伴いそれぞれの条例の一部を改正するものであります。
　以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
　続きまして、議案第１３５号「西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定に
ついて」提案理由のご説明を申し上げます。
　今回の改正は、介護保険制度改革関連法案が本年１０月１日から施行されることに伴い、つくし苑の使用料を改正す
るものであります。改正法の基本的な考え方は、在宅と施設の給付と負担の公平性を図ることでありまして、介護保険
施設等における居住費及び食費を保険給付の対象外とすることに伴う所要の改正が行われました。具体的には、施設の
利用者負担額は収入に応じて第１段階から第４段階までに区分され、その区分に応じて負担額が設定されました。
　また、介護保険施設の報酬累計を居住環境の違いに応じて多床室、従来型個室、ユニット型準個室、ユニット型個室
と５つの累計に分類し、居住環境の違いを勘案した居住に要する費用を個別負担といたしました。今回の改正によりま
すと、つくし苑への入所の場合は、多床室と従来型個室に分類されますので、それぞれ改正されました第１段階から第
４段階までの負担限度額をつくし苑の使用料として負担していただくわけでありますが、今回示されました個人負担額
は、厚生労働省の告示により定められるために条例の個室１，５００円、２人室７５０円を削除するものであります。
　また、通所者の食事代につきましては、示された入所者の食事代を加味しておやつ代も含め６００円と定めるもので
あります。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
　続きまして、議案第１３７号「合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃
止する条例制定について」提案理由のご説明を申し上げます。
　西予市内各診療所の医師の給料及び手当等に関しましては、合併時の調整が困難であったため、特例として合併前の
給与体系を新市に引き継ぐ形で運用をしております。明浜町区域につきましても、この特例条例を設けて運用してまい
りました。現職の医師４名は西予市になって採用された医師であり、この特例条例を適用される医師が存在しなくなり
ましたので、本条例を廃止するものであります。
　なお、現職の診療所医師の給料及び手当等の取り扱いにつきましては、現行の西予市職員の給与に関する条例及び西
予市職員の特殊勤務手当に関する条例に基づき運用いたします。よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い
申し上げます。
○荒井消防本部消防長　議案第１３６号「西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について」提案理由のご説明
を申し上げます。
　ことし５月２８日から６月２日にかけて今治市大三島町で林野火災が発生し、約１３３ヘクタールを焼失するという
甚大な被害をもたらしたことは記憶に新しいところです。これを受けまして総務省消防庁から、これらの林野火災を防
止する方策の一つとして火災警報発令中の林野内で喫煙制限について各市町村の火災予防に関する条例中に規定するよ
う通知があり、また人体への影響が問題となっている石綿いわゆるアスベストについて、今までボイラー等の遮熱材と
して例示していたところから、これを削除することが必要であるとして、あわせて改正の通知があったところです。今
回の改正は、これらの通知に基づき所要の改正を行うものであります。よろしくご審議の上、ご決定くださいますよう
お願い申し上げます。
○議長　理事者の説明は終わりました。
　　（日程６）
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○議長　次に、日程第６、議案第１３８号「市道路線の廃止について」及び議案第１３９号「市道路線の認定につい
て」の２件を一括議題といたします。
　理事者の説明を求めます。
○安藤建設部長　議案第１３８号「市道路線の廃止について」、議案第１３９号「市道路線の認定について」一括して
提案理由のご説明を申し上げます。
　今回、市道６路線の廃止と１０路線の認定をお願いいたしております。
　まず、宇和町の中川地区１２５号線は、旧県道八幡浜・宇和線の降格予定に伴い県道と重複認定をしておりました
が、八幡浜・宇和線の廃止に伴い、一部が県道伊延・永長線に再認定されましたので、全線廃止後、起点側を多田地区
１０１号線、終点側を中川地区１２５号線として認定をお願いするものであります。
　旧町地区１９６号線は、米博物館までの観光客の誘導路として旧路線開始後路線延長の上再認定をお願いするもので
あります。
　田之筋地区１２９号線は、さくら団地の開発区域に含まれるため、全線廃止後起点側の再認定をお願いするものであ
ります。
　城川町の池野々２号線は、宝泉坊第２ロッジの完成に伴い、路線の終点側が市道としての機能を有しなくなったため
全線廃止後起点側の再認定をお願いするものであります。
　板ケ谷１号線は、水道施設建設に伴い、施設完成後管理道路として、また地域の生活道路として全線廃止後路線延長
の上再認定をお願いするものであります。
　三瓶町の垣生１４１号線は、県営一般農道整備事業にあわせて地区の幹線道路として有効利用するため、路線廃止後
起・終点をそれぞれ延長の上再認定をお願いするものであります。
　野村町の下権現駄場線は、これまで主に農道として利用されておりましたが、沿線には住宅も建設され、現在は地区
内の生活道路としての機能を有しており、市道として認定をお願いするものであります。
　三瓶町の垣生３００号線及び津布里３３０号線は、地区の生活道路として、また避難道路として市道の認定をお願い
するものであります。
　なお、本件に係る市道の廃止及び認定につきましては、さきの８月２５日に開催いたしました西予市道路格付専門委
員会において承認をいただいております。
　以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○議長　理事者の説明は終わりました。
　　（日程７）
○議長　次に、日程第７、議案第１４０号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）」についてから議案第１
５０号「平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）」についてまでの１１件を一括議題といたします。
　理事者の説明を求めます。
○三好市長　議案第１４０号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）」について提案理由のご説明を申し上
げます。
　まず初めに、国の動向について触れたいと存じます。
　さきの総選挙では、各政党とも大小の差はあれども改革を論点として戦われ、そして国民の審判が下されたわけであ
りますが、その結果はご承知のとおり、郵政改革を通し構造改革を全面に押し出した小泉自民党の単独過半数の圧勝で
ございました。この結果は私ども深く受けとめる必要があるとともに、これからの時代は改革を競うことになったこと
は否めないものであり、改革を旗印とした新たな政策課題を国民に示されることになったと思っております。したがい
まして、今後はこの改革の旗印によって私たちの身の回りには、いまだかつてないほど目まぐるしく、そして急速な勢
いで社会が変遷してまいるものと自覚しておかなければなりません。
　また私どもは、今回の選挙の中で見られた少数意見排除の理論を一方的に片づけることがなきよう、勝ってかぶとの
緒を締めてほしいと願うものでございます。
　さて、国、地方の財政状況は極めて、改めて言うまでもございませんが、非常に逼迫しており、改革という４文字に
つきましては、国も地方も避けて通ることはできないまでに至っております。
　しかし、改革を断行するということは、必ず国民あるいは市民に痛みが伴います。また、この痛みの押しつけは偏っ
たものだけに押しつける、あるいは理不尽な手法をとるといったようなことだけでは絶対にあってはならないものと深
く受けとめるものでございます。西予市におきましても、行財政改革を進めている最中でありますが、このようなこと
を十分に踏まえ、改革を後世において理解でき、安住できる市民生活のために慎重かつ公正・公平を遵守し、市民の皆
様に納得していただける改革に取り組んでまいる所存でございますので、何とぞご理解、ご協力を賜りますようお願い
申し上げます。
　さて、本議会では平成１６年度の各会計の決算認定をお願いするようになっております。昨年はご案内のとおり、合
併初年度ということで、旧町の持ち寄りの予算が大きくウエートを占めていたこともございまして、それぞれの行政分
野で住民のニーズに沿った施策となっていたのか、あるいは隅々まで行き届いた行政がなされていたのかなどなどを含
め、今回の決算書を土台としていただきながら来年度予算がよりむだのない効率的な予算となるよう、議員各位の厳し
いご意見を拝聴願えれば幸いと思う次第でございます。
　では、本題の補正予算案でございますが、既決いただいております歳入歳出予算からそれぞれ１１億６，５１４万
５，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額を２７３億９，７３９万８，０００円と定めるものでございます。
　その主な内容でございますが、まず総務費では、城川町の健康保養地構想事業が１１月にオープンする運びとなって
おり、このことに伴いまして一連の大型事業が完成することに至ります。そこで、今回総合落成式を挙行する経費を計
上しております。
　また、そのほかに固定資産税業務の統一化を図り、適正な課税に努めるとともに、事務の効率化と住民サービスの向
上を目指す上で、西予市総合型ＧＩＳの導入いわゆる地図情報システムの導入を計上いたしております。
　また、そのほかの経費としましては、昨年度は市章の制定をいたしましたが、本年度は市の花、市の木及び市の鳥を
制定いたしたく、その募集経費等を計上いたしております。総額で４，２６１万４，０００円でございます。
　次に、民生費におきましては、介護保険法の一部改正によって電算システムの改修費が主な経費となっております。
総額で１，６２１万１，０００円でございます。
　次に、衛生費の主なものとしましては、病院群輪番制の運営事業費が国・県負担金の廃止に伴い増額となるものであ
ります。
　また、光浄苑の代車等の修繕あるいは可燃ごみの収集、焼却に係る経費の計上、さらには宇和町の上水道第４次拡張
事業に伴います一般会計からの出資金を計上いたしております。
　なお、この宇和町上水道事業第４次拡張事業は、２年後に供用開始となります公共下水道や農業集落排水事業の普及
に伴います水需要の増加のための対応として、昨年夏場には水不足となる状況を考慮した上で建設計画であり、大変重
要な事業と位置づけております。
　なお、事業の概要でありますが、宇和町明石に浄水場を建設し、歴史博物館駐車場より上部に位置する市有地に配水
池を建設する総事業費１７億３，７００万円余りを見込む大事業であります。総額で４億１，５２６万円となっており
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ます。
　次に、農林水産業費でございますが、団体営土地改良事業の一つとして三瓶南地区のモノラック整備事業費や塩ぶろ
はま湯のろ過施設の修繕費、さらには間伐材出荷補助金を計上しております。またそのほかに、城川町の辰の口ヨウゼ
ン線の舗装工事費とのり面修理工事や野村町の林道内場樽線ののり面地質調査委託料を計上いたしております。総額で
１３２万６，０００円でございます。
　次に、土木費の主なものにつきましては、宇和町の仁土がけ崩れ防災対策工事費や道路維持工事費、さらには県営事
業負担金を計上しております。また、来年度事業への対応として、宇和町の多田地区１０３号線、下宇和地区４号線、
城川町の今田田中線の各路線の測量設計委託業務費や下宇和地区５８号線道路改良工事費、三瓶町日の出橋追加工事
費、河川維持工事費を計上いたしております。総額で１億６，５４４万７，０００円となっております。
　次に、消防費では、城川町の今田地区耐震性貯水槽設置工事費を計上いたしております。総額で８４０万２，０００
円でございます。
　なお、教育費におきましては、各施設の修理費が主なものとなっております。総額で７５３万４，０００円の減額で
ございます。
　以上、歳出予算の概要でございましたが、続きまして主な歳入についてご説明いたします。
　まず、国・県負担金や補助金として災害復旧費国庫負担金６，２００万１，０００円、市町村合併国庫補助金４，０
５４万６，０００円、合併市町周辺地域振興補助金２，４１４万６，０００円等々を計上いたしております。
　また、繰越金６億３，０５７万円、町債の追加として２億６，１４０万円を計上いたしておりますが、この上で歳出
に不足する財源措置として財政調整基金１億２，６８０万８，０００円の繰り入れを行っております。
　以上、ご説明しましたが、詳細な点につきましては担当課長からご説明させますので、よろしくご審議を賜り、ご決
定いただきますようお願い申し上げます。
○清水財政課長　（補足説明）
○松本生活福祉部長　議案第１４１号「平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）」について提案理由の
ご説明を申し上げます。
　今回の補正は、本予算の歳入歳出に２５万６，０００円を追加し歳入歳出予算の総額をそれぞれ２，２１３万９，０
００円とするものであります。
　歳出につきましては、施設授産場費の事業費で光熱水費１１万９，０００円、機械器具費の修繕料１０万円、授産場
で生産した手袋の送料を一時立てかえ払いするための運搬料３万７，０００円であります。
　なお、運搬料３万７，０００円につきましては、収入の雑入で増額を受け入れております。
　歳入では、一般会計繰入金２１万９，０００円と雑入が３万７，０００円を予定いたしております。
　続きまして、議案第１４２号「平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）」について
提案理由のご説明を申し上げます。
　今回の補正は歳入において予算の組み替えを行うもので、前年度繰越金３５万１，０００円を増額し、償還金を同額
減額するものであります。これによる歳入歳出予算の総額に変更はございません。
　次に、１４３号を飛ばしまして議案第１４４号「平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）」に
ついて提案理由のご説明を申し上げます。
　まず、事業勘定予算からご説明を申し上げます。
　今回の補正は、療養給付費等負担金、療養給付費等交付金、財政調整基金繰入金、繰越金並びに保険給付費及び老人
保健拠出金の調整を行うものであります。
　歳出につきましては、退職被保険者等高額療養費で２，０２５万９，０００円の増額、老人保健拠出金で８，３９０
万５，０００円の減額、高額療養費貸付金で５９６万３，０００円増額し、合計５，７６８万３，０００円を減額いた
しました。
　歳入につきましては、療養給付費等負担金で２，６８１万３，０００円の減額、療養給付費等交付金過年度分で２，
０２５万９，０００円の増額、財政調整基金繰入金で１億６，８７９万６，０００円の減額、前年度繰越金で１億１，
１７０万４，０００円の増額、高額療養費貸付金収入で５９６万３，０００円の増額であります。
　これによりまして、既決いただいております歳入歳出予算からそれぞれ５，７６８万３，０００円を減額し、事業勘
定予算の歳入歳出予算総額を５１億７，３２４万２，０００円と定めるものであります。
　次に、診療施設勘定予算についてでありますが、今回の補正の主な内容は、前年度確定によります繰越金の調整、明
浜の各診療所における医業費の増額、土居診療所診療体制の変更に伴う人件費の調整及び耐震費負担金の予算組み替え
であります。
　それでは、診療所別にご説明をいたします。
　俵津診療所の歳出では、一般管理費の需用費等を３２万円増額、医業費では備品購入費を１１万６，０００円増額い
たしました。
　歳入では、一般会計からの繰入金を３４万６，０００円増額、前年度繰越金を９万円増額し、歳入歳出予算の総額を
１億１９９万６，０００円といたしました。
　次に、狩江診療所の歳出を説明いたします。
　一般管理費の修繕料を２１万５，０００円増額し、歳入では一般会計からの繰入金を２０万５，０００円増額、前年
度繰越金１万円を増額し、歳入歳出予算の総額を７，６２６万４，０００円といたしました。
　次に、高山診療所の説明をいたします。
　歳出では、一般管理費で需用費等を５３万３，０００円増額、医業費で備品購入費を３７万５，０００円増額いたし
ました。
　歳入では、一般会計からの繰入金を８９万５，０００円増額、前年度繰越金を１万３，０００円増額し、歳入歳出予
算の総額を８，６６３万７，０００円といたしました。
　次に、田之浜診療所の説明を行います。
　歳出では、医業費で備品購入を８，０００円増額、歳入では一般会計からの繰入金を８万４，０００円減額、前年度
繰越金を９万２，０００円増額し、歳入歳出予算の総額を２，０３４万円といたしました。
　次に、坂石診療所のご説明を申し上げます。
　歳入で、一般会計からの繰入金を６万５，０００円減額し、前年度繰越金を同額増額しましたので、歳入歳出予算の
総額には変更ございません。
　次に、惣川診療所のご説明を申し上げます。
　惣川診療所の歳入で、一般会計からの繰入金を８万円減額し、前年度繰越金を同額増額しましたので、歳入歳出予算
の総額に変更はございません。
　次に、土居診療所の説明をさせていただきます。
　歳出では、医師が１名、５月末で退職いたしましたので、医療体制を変更し、６月から入院を休止いたしておりま
す。それに伴い一般管理費で人件費等を１，０７５万６，０００円減額、研究研修費で代診医負担金を出張診療委託料
に組み替えし２５万円の減額、入院の休止に伴う医業費では、寝具費を４３万９，０００円減額、給食費を５４３万
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３，０００円減額いたしました。
　歳入では、入院収入で２，２５２万２，０００円減額、一般会計からの繰入金４５７万７，０００円の増額、杉之瀬
診療所からの繰入金５万５，０００円の増額、遊子川診療所からの繰入金３７万２，０００円の増額、前年度繰越金を
６４万円増額し、歳入歳出予算の総額を１億５，４８４万２，０００円といたしました。
　次に、杉之瀬診療所のご説明を申し上げます。
　歳出では、土居診療所への繰出金を５万５，０００円増額し、歳入では前年度繰越金を同額増額いたしました。それ
により歳入歳出予算の総額を２，２１９万２，０００円といたしました。
　次に、遊子川診療所の説明をいたします。
　遊子川診療所の歳出では、土居診療所への繰出金を３７万２，０００円増額し、歳入では前年度繰越金を同額増額し
て、歳入歳出予算の総額を５８２万６，０００円といたしました。
　次に、二及診療所の説明をいたします。
　二及診療所の歳出では、基金積立金を２００万円増額、予備費で１６１万１，０００円増額いたしました。
　次に、歳入では前年度繰越金を３６１万１，０００円増額し、歳入歳出予算の総額を５，１８４万円といたしまし
た。
　次に、周木診療所の説明をさせていただきます。
　周木診療所の歳出では、基金積立金を２０１万円増額、歳入では前年度繰越金を同額増額し、歳入歳出予算の総額を
５，０３４万９，０００円といたしました。
　以上、よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○議長　暫時休憩をいたします。午後１時１０分に再開をいたします。（休憩　午前１１時４９分）
○議長　休憩前に引き続き会議を開きます。（再開　午後１時１０分）
○松本生活福祉部長　議案第１４５号「平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）」について提案理由
のご説明を申し上げます。
　今回の補正は、平成１６年度歳入歳出の決算確定に伴う余剰金を平成１７年度へ繰り越すためのもので、歳入のみの
補正となります。
　内容につきましては、前年度繰越金を１３万５，０００円増額し、それに伴いまして一般会計繰入金を同額減額いた
しました。これによります歳入歳出予算の総額には変更ございません。
　次に、議案第１４６号「平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）」について提案理由のご説明を申
し上げます。
　今回の補正は、主に前年度の介護給付費に係る交付金、負担金の精算と介護保険制度改正に伴う電算システム改修費
用を計上するものであります。
　本予算の事業勘定では、歳入歳出それぞれ５，９８４万９，０００円を追加して、歳入歳出予算の総額を３９億９，
０８３万８，０００円にいたしました。
　内訳といたしまして、歳出の主なものは、総務費の総務管理費で、法改正に伴う電算システム改修委託料８６１万
円、基金積立金で４，４０３万６，０００円、諸支出金の償還金及び還付加算金で国庫への返還金２１９万円を増額す
るものであります。
　歳入の主なものは、支払基金交付金で前年度給付費に係る精算交付金１，２７７万３，０００円、一般会計繰入金で
８８６万円、基金繰入金で１，５３０万円、前年度繰越金２，２８６万６，０００円を増額いたしております。
　次に、施設勘定の明浜特別養護老人ホーム勘定のご説明をいたします。
　歳入歳出それぞれ２，７４８万９，０００円を追加して、歳入歳出予算の総額を３億４，６８５万８，０００円にい
たしました。
　歳出では、総務費の施設管理費で人件費の調整と嘱託職員賃金が主なもので１，１５５万９，０００円、施設整備費
で空調整備、厨房改修工事１，５９３万円を増額するものであります。
　歳入につきましては、基金繰入金で１，２１５万８，０００円、繰越金で１，５０８万６，０００円の増額が主なも
のであります。
　次に、明浜居宅介護支援事業勘定の説明をいたします。
　歳入歳出それぞれ１３万９，０００円を追加して、歳入歳出予算の総額を２，２３０万１，０００円にいたしまし
た。
　歳出では、施設管理費で１万４，０００円、居宅介護支援事業費で２万３，０００円、予備費で１０万２，０００円
を増額するものであります。
　歳入につきましては、繰越金を１３万９，０００円増額するものであります。
　次に、明浜デイサービス勘定の説明をいたします。
　歳入歳出それぞれ６７４万８，０００円を追加して、歳入歳出予算の総額を３，３３３万２，０００円にいたしまし
た。
　歳出では、施設管理費で人件費の調整等４５万５，０００円、施設整備費で空調工事費５９０万８，０００円、予備
費で３８万５，０００円を増額するものであります。
　歳入につきましては、繰越金を６７４万８，０００円増額いたしました。
　次に、城川居宅介護支援勘定のご説明をいたします。
　歳入歳出それぞれ６万８，０００円を追加して、歳入歳出予算の総額を２，３５０万４，０００円にいたしました。
　歳出では、総務費の施設管理費を６万８，０００円増額するものであります。
　歳入につきましては、一般会計繰入金を５９万９，０００円減額し、繰入金を６６万７，０００円増額いたしまし
た。
　次に、三瓶介護サービス勘定の説明をいたします。
　歳入歳出それぞれ３４１万４，０００円を追加して、歳入歳出予算の総額を４，０６３万１，０００円にいたしまし
た。
　内訳では、歳入の繰越金３４１万４，０００円を三瓶デイサービスセンター基金に積み立てるものであります。よろ
しくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○河野教育部長　議案第１４３号「平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）」について提
案理由のご説明を申し上げます。
　今回の補正は、歳入で前年度繰越金１９１万７，０００円及び給付金５５万円が増額となったことにより、一般会計
繰入金を同額減額するものであります。これによる歳入歳出予算の総額に変更はありません。よろしくご審議の上、ご
決定くださいますようお願い申し上げます。
○安藤建設部長　議案第１４７号「平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）」について提案理由
のご説明を申し上げます。
　今回の補正の主なものは、人件費の調整及び多田地区営農飲雑用水施設事業に伴う負担金の計上と地方債の補正及び
田之筋簡易水道の配水管仮設工事費等を計上するもので、歳入歳出予算にそれぞれ３，４９８万６，０００円を追加
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し、歳入歳出それぞれ３億７，３９９万円と定めるものでございます。
　歳出の主なものといたしましては、総務管理費において、人件費に係るものを５６万６，０００円、多田地区営農飲
雑用水施設事業に係る負担金を２４８万６，０００円、簡易水道財政調整基金積立金として１，５７９万６，０００
円、その他修繕料、借上料、委託料など６６６万４，０００円、合わせて２，５５１万２，０００円を増額計上いたし
ております。
　また、施設整備において県道平野・坂戸線の拡張による恵比須橋かけかえ工事に伴う田之筋簡易水道の配水管仮設工
事費及び委託料、また吉信水道施設給水ポンプ設置に伴う工事費を合わせて３４０万円増額計上いたしております。さ
らに、予備費を６０７万４，０００円増額計上いたしております。
　これらに対する財源として、一般会計繰入金２４８万８，０００円、基金繰入金５０万円、簡易水道事業債２４０万
円、地元寄附金３６万円、前年度繰越金２，９２３万８，０００円を見込み充当いたしております。
　続きまして、議案第１４８号「平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）」について提案理
由のご説明を申し上げます。
　今回の補正は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ２，２４２万９，０００円増額し、歳入歳出予算を９億３，７７５万
９，０００円と定めるものであります。今回提案いたします補正予算は、施設整備費の増額であります。
　現在、多田地区におきましては、水道事業と農業集落排水事業の両方を並行して進めておりますが、水道事業との兼
ね合いにより、幹線管路整備を行う必要が生じました。そのため委託料を工事請負費に組み替えるものであります。
　また、阿下地区におきましては、県営道路改良に伴い移転工事を行う必要が生じました。
　詳細をご説明申し上げます。
　施設整備費で事業費が１５万５，０００円の増額、委託料で１，８２９万３，０００円の減額、工事請負費で４，０
５６万７，０００円の増額となっております。
　歳入につきましては、過年度使用料収入２０万８，０００円、繰入金７３２万２，０００円、移転補償費１，４８９
万９，０００円の増額となっております。
　続きまして、議案第１４９号「平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）」について提案理由
のご説明を申し上げます。
　今回の補正の主なものは、施設整備の増額に伴う市債の増額と前年度繰越金の確定による一般会計繰入金の減額で、
歳入歳出予算にそれぞれ１，６６３万４，０００円を追加し、歳入歳出予算を１３億４，１５３万７，０００円と定め
るものであります。
　詳細をご説明いたします。
　歳出では、施設整備費で関係機関との協議により、処理場建設よりも幹線管路整備を優先すべきであるという結論に
至り、処理場建設工事委託料１億２，８８４万円、調査設計監理委託料１，０００万円を工事請負費に組み替えるもの
であります。
　また、歳入につきましては、前年度繰越金３５１万８，０００円、市債２，４４０万円をそれぞれ増額し、事業の財
源組み替えにより一般会計繰入金を１，１２８万４，０００円減額するものであります。
　続きまして、議案第１５０号「平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）」について提案理由のご説明
を申し上げます。
　今回の補正の主なものは、人件費の調整と資本的支出における工事請負費の計上及び宇和上水道事業会計に対する一
般会計からの出資金を資本的収入に計上するものであります。
　収益的収入及び支出の補正についてご説明いたします。
　支出では、営業費用として２３万２，０００円の増額をいたしております。これは主に人件費の調整をするものであ
ります。
　次に、資本的収入及び支出についてご説明いたします。
　宇和上水道事業会計の建設改良費で工事請負費を３００万円増額計上いたしております。その内容としては、高速道
路工事に伴い、宇和上水道のメーンの配水管が支障となることにより、移設工事をするためのものであります。
　また、明浜上水道事業で、田之浜第２滅菌室内部ライニング工事費として１３０万円を計上しております。このほか
委託料をあわせて５００万円増額計上いたしております。
　これらの財源につきましては、宇和上水道事業の配水管移設工事に道路公団からの補償金を１７０万円、明浜上水道
事業へ一般会計負担金を１３０万円見込んで計上いたしております。
　また、宇和上水道事業における第４次拡張事業といたしまして、一般会計からの出資金１億７，１４０万円を収入と
して計上いたしております。今年度の出資金の内容としては、国の繰出基準に基づく水質安全対策事業及び高度浄水施
設整備費に係るものであります。
　以上、よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○議長　理事者の説明は終わりました。
　　（日程８）
○議長　次に、日程第８、認定第１号「平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について」から認定第１４号
「平成１６年度西予市野村町介護老人保健施設事業会計決算の認定ついて」までの１４件を一括議題といたします。
　理事者の説明を求めます。
○三好収入役　それでは、平成１６年度の西予市一般会計特別会計の決算について説明をさせていただきます。
　何分にも膨大な決算額、ページ数になっておりますので、全体的なおおむねな説明になりますことをお許しをいただ
きたいと思います。
　皆さんのお手元に、地方自治法第２３３条第５項の規定により、平成１６年度決算における主要な施策の成果報告
書、こういう報告書をお配りをさせていただいております。おおむねこれに従いましてご説明をさせていただきます。
　なお、この施策報告書の配付が当日になりましたことに対し、深くおわびを申し上げますとともに、今後はこのよう
なことのないよう十分注意を払ってまいりますので、ご容赦のほどお願いを申し上げます。
　認定第１号「平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について」成果報告書の１ページからになります。
　まず初めに、概要を申し上げます。
　平成１６年４月１日に５町が合併し、早くも１年半が経過をいたしましたが、この間合併直後の混乱はもとより財政
的には国の三位一体の改革やそれに伴う県予算の厳しい見直し、削減等により当市の財政はその影響を受け、今までに
ない厳しい状況に直面をいたしております。合併前の各分野での協議により、それまでに調整されていたものや合併後
に調整するという事業が混在する中、平成１６年度においては、旧町の３月３１日打ち切り決算による過年度分の歳入
歳出予算も含んだ中で、各担当課においても今まで経験したことのない、非常に煩雑な事務処理をこなして現在に至っ
ております。
　また、これまでの厳しい財政状況の中で見直しできるものは随時見直しを図り、この局面を乗り切ってきたところで
ございます。今後もさらに強力に改革を推し進め、思い切った事業の見直しや事務事業の改善により一層の歳出削減を
図り、健全な財政運営の中で、西予市全体としての効果的な事業が実施できるよう行政改革大綱の検討を進めていま
す。
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　また、あわせて以前に計画された建設計画やその財政シミュレーションについても策定時に比べると随分状況が変化
をしてきたため、現在その見直しの素案を作成している状況であります。そのほかにも行政改革の推進項目にも上げて
いますが、決算主義を重視して事業選択や予算編成にも活用するために、行政評価システムの導入も準備しているとこ
ろでございます。ただこのシステムが完全に運用できるには、ある程度の期間が必要ですが、厳しい財政状況を乗り切
るために早急に進めていかなければならないと思っております。
　では、早速決算収支についてご説明をいたします。
　成果報告書の４ページをお願いいたします。
　平成１６年度の一般会計の決算は、前年度が３月３１日で打ち切り決算であったために、過年度分平成１５年度の４
月、５月分の歳入決算額、歳出決算額が含まれています。過年度分の歳入決算額が３３億７，２１２万５，０００円、
過年度分の歳出決算額が２６億７，９３５万７，０００円で、単純に計算をいたしますと、過年度分の歳入歳出差し引
き額は６億９，２７６万８，０００円となり、前年度打ち切り決算時の旧５町分の合計額の７，３２３万３，０００円
の赤字と合わせて６億１，９５３万５，０００円が、計算上実質の平成１５年度の旧５町分合計の繰越金相当額となり
ます。
　一方、現年度分平成１６年４月から１７年５月の出納閉鎖までの現年度分の決算額は、歳入決算額が２５５億９，０
００万２，０００円、歳出決算額は２５４億３，０９６万６，０００円で、計算上実質の平成１６年度の繰越金相当額
は１億５，９０３万６，０００円となっています。
　平成１６年度の一般会計の決算額は、４ページの中ほどの表になりますけれども、過年度、現年度分を合わせまし
て、歳入決算額２８９億６，２１２万７，０００円、歳出決算額は２８１億１，０３２万３，０００円で、歳入歳出差
し引き額は８億５，１８０万４，０００円となり、翌年度へ繰り越すべく財源１億７，１２３万４，０００円を差し引
きますと、実質収支は６億８，０５７万円となりました。
　次に、歳出の目的別及び性質別についてでございますが、報告書の１７ページをお願いいたします。
　目的別歳出において、前年度に比べ増額科目の主な内容は、衛生費については、多目的交流促進施設健康保養地中核
施設の建設費等によって２億９，７９９万円、１３．７％の増、農林水産業費については、資源リサイクル畜産環境整
備等によって４億４，１６８万５，０００円、１０．５％増、商工費については、多目的会館建設等によって２億３，
８７３万５，０００円、１８．８％増、災害復旧費については、相次ぐ台風の被害で５億５，６４５万１，０００円、
５８３．６％増とそれぞれ増額となっております。逆に減額なっておる科目の主な内容は、総務費については、地域公
共ネットワーク整備電算システム統合等の事業完了、財政調整基金等の基金積立金の減等によって３１億４，３８２万
９，０００円、４４．９％の減、民生費については、養護老人ホーム、児童館の建設等の事業完了によって８億７，０
６０万円、１３．９％の減、土木費については、公営住宅建設事業の完了、道路新設改良事業等の削減によって５億
６，８２３万６，０００円、２０．７％減、教育費については、小学校教育施設整備事業の完了等によって５億４，７
８０万２，０００円、１７．２％の減が主なものでございます。合併によりまして議会や農業委員会等の組織の一本
化、合併前の建設事業の完了、各種積立金の大幅な減額等により、トータルでは対前年度４０億４，４４８万１，００
０円、１４．９％の減額となりました。
　性質別歳出において、対前年度増額費目の主な内容は、物件費については、選挙費、合併補助事業等によって２億
８，９３５万７，０００円、７．９％増、扶助費については、福祉事務所の設置による生活保護費の新設、小学３年終
了前特例給付費等によって７億９，７５４万６，０００円、６９．０％増、補助費については、事業補助金や合併前の
各種団体基盤強化のための補助金等の減額はあったものの、借入金返済金が計上されているため２億３，１７３万円、
７．２％増とそれぞれ増額となりました。
　一方、減額費目の主な内容は、人件費については、特別職、議員の減等によって２億８，８８７万１，０００円、
５．６％減、積立金については、財政調整基金積立金積み立て等の減額によって１７億９，２４９万４，０００円、８
３．９％減、投資的経費については、地域公共ネットワーク整備、電算システム統合、養護老人ホーム建設、道路新設
改良事業、教育施設整備等の事業完了によって２９億４，０５８万１，０００円、率にいたしまして２８．９％の減と
なっております。
　次に、自主財源と依存財源についてでございます。
　返っていただきまして５ページをお願いいたします。
　５ページの中段からになりますが、自主財源は７８億７，３３０万６，０００円と歳入全体の２７％を占めています
が、これは打ち切り決算による過年度の未収金を総務省の指導に基づき、歳入科目の諸収入の中に含めたことによるも
ので、その分の３３億７，２１２万５，０００円を除くと全体の１５．６％になります。
　次に、市税の状況でございます。６ページお願いいたします。
　市税の平成１６年度決算額は２９億２７３万６，０００円で、税制改正による市民税の増２，９３９万８，０００
円、新築等の増加による固定資産税の増８，５７１万９，０００円、そのほか平成１５年度の打ち切り決算による過年
度分の収入による増などにより、前年度の各旧５町の決算額合計２７億８，２０４万５，０００円と比較し、１億２，
０６９万１，０００円、４．３％の増加になりました。
　次に、地方交付税の状況でございます。同じく６ページでございます。
　普通交付税については、全国総額ベースで減の６．５％、全国市町村平均で減の５．７％、愛媛県内市町村平均で減
の３．５％というような厳しい状況の中で、西予市においては合併特例分１億１，７６３万円や生活保護費３億６，４
８６万９，０００円などの増により、平成１６年度決算額は９９億８，６４９万円で、前年度の各旧５町の決算額合計
９６億１，８９２万円と比較し、３億６，７５７万円、３．８％の増額となりました。
　しかし、増額となったと申しましても、生活保護費に係る費用額は４億５，５８６万７，０００円となっておりま
す。また、そのほか交付税に算入されるべき臨時財政対策債は４億６，１５５万５，０００円の減額となっておりま
す。
　特別交付税においては、全国総額ベースで当初減の６．８％、国の補正で最終的には昨年度とほぼ同額となりました
が、７月豪雨災害や新潟県中越地震災害、合併関係などに集中的に配分となったため、全国総額の通常分は減の７．
９％、全国市町村平均の通常分は減の７％、西予市においては、昨年度に比べ３，７３９万７，０００円、２．７％の
減額となりましたが、１３億６，９４９万６，０００円を確保することができました。
　しかしながら、今後は三位一体の改革などにより算定方式などの見直しが行われ、普通交付税の削減が予想されるこ
とと合併による算定がえ、旧５町が存在したものとして算定した場合と新市一本で算定した場合との差が約１８億円あ
るため、これに相当する額が、合併の１１年後から５年間で段階的に減額になることなどにより、今後非常に厳しい状
況が続くと予想されます。
　次に、市債の状況でございます。７ページでございます。
　市債の発行においては、不足財源の補てんとして健全財政を維持する範囲内で必要最小限を借り入れることとしてい
ますが、平成１６年度決算額は４０億６１０万円となり、前年度の各旧５町の決算額合計５３億４，７４０万円と比較
し、１３億４，１３０万円、２５．１％の減少とはなったものの、旧町の通年ベースを大きく上回っております。
　次に、公債費率と起債制限比率でございます。１９ページをお願いいたします。
　平成１６年度の公債費率は１２．３、起債制限比率は９．９で、やや下がっていますが、今後の見込みによる推計で
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は、かなりの上昇が見込まれるため、計画的な地方債の発行が必要となっております。
　次に、財政力指数でございます。２０ページお願いいたします。
　平成１６年度財政力指数は０．２５１で、昨年度より０．０１８ポイント上昇いたしております。その理由は、旧５
町分の合併算定がえの数値ではなく、一本算定による計算式のため、基準財政需要額の減額が主な原因となっておりま
す。
　また、この財政力指数は、普通交付税算定における各年度の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過
去３カ年の平均数値です。この数値が１に近く、また１を超えるほど財源に余裕があるものとされています。
　以上、一般会計の主要な部分のみをご説明申し上げましたが、詳細な点につきましては、各常任委員会等におきまし
て、施策の成果報告書等に基づきまして各担当部課長から説明をいたさせます。
　続きまして、これより特別会計の決算についてご説明をいたします。
　特別会計１１会計の合計の歳入決算額は２１２億６，０６９万６，０００円、歳出決算額は２０９億７，７７０万
９，０００円、歳入歳出差し引き額は２億８，２９８万７，０００円となり、繰り越すべき財源４，８４９万４，００
０円を差し引いた実質収支は２億３，４４９万３，０００円の黒字決算となっております。
　それでは、会計別にご説明をいたします。
　成果報告書の３８７ページお願いいたします。
　認定第２号「平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について」授産場特別会計は歳入総額、歳出総
額ともに２，０８０万２，０００円で、歳入歳出いずれも前年度に比べ１０万２，０００円、０．５％の増となり、形
式収支、実質収支ともに０円でございます。
　次に、３９１ページ、認定第３号「平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定につい
て」住宅新築資金等貸付特別会計は、歳入総額は３，６６６万１，０００円で、前年度と比較いたしまして５８１万
４，０００円、１５．８％の減、歳出総額は３，３８７万５，０００円で、前年度と比較して７３０万５，０００円、
２１．５％の減となりました。歳入歳出差し引き額である形式収支は２７８万６，０００円の黒字となり、実質収支に
おいても同額の黒字額を計上いたしております。
　次に、３９３ページお願いいたします。
　認定第４号「平成１６年度育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について」平成１６年度決算額は、歳入
６，５２０万９，０００円、歳出６，３２９万１，０００円となり、差し引き１９１万８，０００円が平成１７年度へ
繰り越すべき財源となります。
　なお、平成１６年度の貸付者は継続が１２２名、新規５８名、貸付総額６，３０７万８，０００円でございます。
　なお、償還者は３７３名、償還総額は６，４９２万円となりました。
　次に、３９５ページお願いいたします。
　認定第５号「平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について」平成１６年度の決算状況は一
般会計と同様、旧町の暫定予算を含めた決算となっております。
　まず、国民健康保険特別会計事業勘定は、歳入総額が５３億８，４０７万４，０００円、歳出総額は５２億７，２３
６万９，０００円となりまして、歳入歳出差し引き額である形式収支は１億１，１７０万５，０００円となっておりま
すが、歳入歳出総額から暫定予算分を除きますと１億２，８７１万４，０００円の赤字となっております。今後も健全
な財源確保のための保険税収入の確保対策や西予市健康づくり計画２０１４の実践により医療費の適正化に努めていき
ます。
　次に、診療所施設勘定について、診療所別にご説明をいたします。
　報告書は４０２ページの表になりますけれども、非常に数字が小さくて見づらいと思いますが、俵津診療所施設勘定
は、歳入総額は１億１，８２７万１，０００円、歳出総額は１億１，８１７万９，０００円となりまして、歳入歳出差
し引き額である形式収支は９万２，０００円となっております。
　次に、狩江診療所施設勘定は、歳入総額は７，７８４万１，０００円、歳出総額は７，７８３万円となりまして、歳
入歳出差し引き額の形式収支は１万１，０００円となっております。
　次に、高山診療所施設勘定は、歳入総額は９，５６９万８，０００円、歳出総額は９，５６８万４，０００円となり
まして、形式収支は１万４，０００円でございます。
　田之浜診療所施設勘定は、歳入総額は２，２１８万３，０００円、歳出総額は２，２０９万円となりまして、形式収
支は９万３，０００円でございます。
　次に、坂石診療所施設勘定は、歳入総額が５６４万３，０００円、歳出総額は５５７万６，０００円となりまして、
形式収支は６万７，０００円でございます。
　惣川診療所施設勘定は、歳入総額は１，３９０万円、歳出総額は１，３８１万８，０００円でございまして、形式収
支は８万２，０００円でございます。
　土居診療所施設勘定は、歳入総額は２億６９２万２，０００円、歳出総額は２億６２８万円となりまして、形式収支
は６４万２，０００円となっております。
　次に、杉之瀬診療所施設勘定は、歳入総額２，７２２万１，０００円、歳出総額２，７１６万５，０００円となりま
して、５万６，０００円の形式収支でございます。
　遊子川診療所施設勘定は、歳入総額７１６万１，０００円に対しまして歳出が６７８万７，０００円となりまして、
形式収支は３７万４，０００円となっております。
　二及診療所施設勘定は、歳入総額が５，５２８万４，０００円、歳出総額が５，１６７万１，０００円となりまし
て、歳入歳出差し引き額であります形式収支は３６１万３，０００円でございます。
　最後に、周木診療所施設勘定は、歳入総額は６，６３９万４，０００円、歳出総額は６，４３８万４，０００円でご
ざいまして、形式収支は２，００１万円となっております。
　以上、１１の診療所を合計いたしますと、歳入総額は６億９，６５１万８，０００円、歳出が６億８，９４６万４，
０００円となりまして、形式収支は７０５万４，０００円となっておりますが、歳入総額から一般会計繰入金、基金繰
入金及び剰余金を除いた実質収支は１億５，７１７万４，０００円の赤字となっております。今後は赤字経営からの脱
却を図るため、医師の兼任管理体制の見直しや医薬材料等の一括購入による経費の削減に努め、今後とも地域になくて
はならない診療所づくりに努めてまいります。
　次、４１４ページでございます。
　認定第６号「平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について」まず歳入につきましては、総額で
７３億７，７３８万８，０００円となりました。このうちには４月の合併により未交付であった前年度の交付金、余剰
金等総額で４億８，１９３万９，０００円を過年度分として含んでおります。
　明細については、医療の費用に対する公費負担割合が段階的に引き上げられているため、支払基金交付金は減少した
ものの、公費である国庫支出金、県支出金、そして市の負担分である繰入金は増加をいたしております。
　次に、歳出につきましては、総額で７３億７，７２５万３，０００円となりました。これも歳入同様、合併による前
年度未払い分として総額４億７，２２７万１，０００円を過年度分として含んでおります。
　明細について申し上げますと、医療諸費が過年度分を含んでいるものの総額で７２億５，６９４万９，０００円と歳
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出全体の９８．４％を占めており、歳出のほとんどが医療費に充当するものとなっております。歳入歳出差し引き額で
あります形式収支は１３万５，０００円の黒字となり、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支においても１
３万５，０００円の黒字額を計上いたしております。
　次に、４１７ページになります。
　認定第７号「平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について」平成１６年度の決算状況は一般会計
と同様に、旧町の暫定予算を含めた決算となっております。
　まず、介護保険特別会計事業勘定は、歳入総額が４０億９，４１８万１，０００円、歳出総額は４０億５，６０１万
６，０００円となりまして、形式収支は３，８１６万５，０００円となっております。今後も保険料の収納率アップと
介護サービス事業所の指導に努め、給付費の適正化を図ってまいります。
　次に、介護サービス勘定について事業所別にご説明をいたします。
　４２１ページお願いいたします。
　明浜特別養護老人ホーム勘定は、歳入総額は３億７，１９７万１，０００円、歳出総額が３億５，６８８万４，００
０円となりまして、形式収支は１，５０８万７，０００円となっております。
　次に、４２６ページお願いします。
　明浜居宅介護支援勘定は、歳入総額は２，０７９万２，０００円、歳出総額が２，０６５万２，０００円となりまし
て、形式収支は１４万円でございます。
　次に、４２８ページでございます。
　明浜デイサービス勘定は、歳入総額が３，０３０万９，０００円、歳出総額が２，３５６万円となりまして、差し引
き形式収支は６７４万９，０００円となっております。
　次に、４３２ページ。
　城川居宅介護支援勘定は、歳入総額２，３２６万７，０００円に対しまして歳出総額２，２５９万８，０００円にな
りました。したがいまして、形式収支は６６万９，０００円となっております。
　次に、４３５ページでございます。
　三瓶介護サービス勘定は、歳入総額は４，３１１万５，０００円、歳出総額は３，９７０万円となりまして、差し引
き形式収支は３４１万５，０００円となっております。
　以上、５つの事業所のうち明浜特別養護老人ホーム、明浜デイサービス、三瓶介護サービスは黒字経営となっており
ます。今後とも質の高いサービスが提供できるよう、職員の研修に努めてまいりたいと思います。
　また、明浜・城川居宅介護支援事業におきましては赤字経営となっておりますが、旧町内に介護保険制度のかなめと
なる利用者に適切なサービスを提供する介護サービス計画の作成事業者の参入がないため、旧町直営で事業展開し、有
資格者の職員を配置した経緯もあります。歳入不足のため２事業所合計で６５３万６，０００円を一般会計から繰り入
れております。その主なものは人件費に係るもので、サービス収入の不足を補てんするものでございます。
　続きまして、４３８ページ、認定第８号「平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について」
港湾整備事業特別会計では、昭和６３年３月に三瓶港港湾整備事業債として１，５００万円の借り入れをいたしており
ます。その元利償還金に係るもので、償還期限は平成２０年３月となっております。歳入歳出総額とも１３２万円で、
歳入歳出いずれも同額で、形式収支、実質収支とも０円でございます。
　なお、この報告書の４３８ページから４３９ページの数値が１３２万１，０００円となっておりますが、端数処理の
誤りでございます。１３２万円にご訂正をいただきたいと思います。よろしくお願いをいたします。何カ所もございま
すが、１３２万円にご訂正をお願いいたします。
　続きまして、４４２ページお願いいたします。
　認定第９号「平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計決算認定について」西予市簡易水道事業特別会計についてご
説明をいたします。
　収入済総額は３億４４５万５，０００円であります。主な収入といたしまして、水道料金収入１億２，３３８万円、
繰入金９，４５６万１，０００円、国庫補助金１，３４４万円、市債２，３００万円などでございます。
　なお、今年度においては７万８，２００円の不納欠損処理をさせていただいております。
　次に、歳出でございますが、支出済総額は２億７，３６７万７，０００円で、主なものといたしましては、釜川上組
飲料水供給施設整備事業の３，７８５万６，０００円が主な支出でございます。このほか吉信水道施設が土石流の発生
により崩壊したことに伴う災害復旧費１７６万９，０００円を支出しております。このほかにつきましては経常経費で
ございます。平成１６年度の歳入歳出を差し引きますと、実質収支額は３，０７７万８，０００円となります。
　次、４４７ページでございます。
　認定第１０号「平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について」農業集落排水事業特別
会計は、歳入総額が１１億９，２６４万２，０００円で、前年度と比較いたしまして１億７，０１１万４，０００円、
１６．６％の増、歳出総額は１１億８，０３６万９，０００円で、前年度比と比較をいたしまして１億６，８２６万
４，０００円、１６．６％の増となりまして、歳入歳出差し引き額であります形式収支は１，２２７万３，０００円の
黒字となり、実質収支においても同額の黒字額を計上いたしております。現在、西予市内において７地区が全面供用開
始をしており、総排水区域面積２７５ヘクタール、総排出人口４，００７人、年間総処理水４８万６，２８８トンの規
模で汚水処理を行っております。今後平成１８年度に石城地区、平成２１年度には多田地区において全面供用開始を目
標に工事を進めているところでございます。
　平成１６年度の施工内容は、石城地区において管路延長１万４，３９４メーター、ポンプ場１１カ所、処理場１カ所
の工事を行い、進捗率７０％でございます。
　一方、多田地区においては、処理場用地買収を１カ所行っており、進捗率は５％となっております。
　続きまして、４５３ページお願いいたします。
　認定第１１号「平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について」ご説明を申し上げます。
　公共下水道事業特別会計は、歳入総額は１５億９，７９９万２，０００円で、前年度と比較をいたしまして７，１０
６万９，０００円、４．７％の増でございます。歳出総額は１５億４，５８７万９，０００円で、前年度と比較して３
億１，６１１万円、２５．７％の増となりまして、歳入歳出差し引き額である形式収支は５，２１１万３，０００円の
黒字でございます。翌年度へ繰り越すべき財源を差し引きました実質収支におきましても３６１万９，０００円の黒字
額を計上をいたしております。
　事業内容につきましては、宇和処理区においては、一時認可区域供用開始に向けての施設整備により、面整備率が３
３％に上り、野村処理区においては、１６年度末に一時認可区域の供用を開始をいたしました。
　以上、一般会計、特別会計大変おおむな説明でありましたが、細部につきましては、各常任委員会等でも十分ご審議
をいただきまして、平成１６年度の歳入歳出決算について認定を賜りますようにお願いを申し上げまして説明といたし
ます。
○議長　暫時休憩をいたします。２時２５分に再開をいたします。（休憩　午後２時１２分）
○議長　休憩前に引き続き会議を開きます。（再開　午後２時２７分）
○安藤建設部長　認定第１２号「平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について」提案理由のご説明を申し上
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げます。
　この西予市の公営企業会計の決算書をお目通し願ったらと思います。１６年度西予市公営企業会計決算書というのが
あると思いますがお願いします。
　西予市の上水道事業の決算は、宇和、明浜、野村、三瓶の各水道事業の連結決算となっております。
　まず、業務量でありますが、年間総配水量は４つの事業合計で４３９万６，０００トンであります。有収水量は３５
８万８，０００トンとなりました。
　次に、収益的収支についてご説明いたします。
　営業収益は６億１，５５４万３，８４７円で、うち給水収益は６億５３６万８，０２３円となっております。営業外
収益は２，６１５万３，７６０円、うち１，３７６万円が一般会計からの補助金であります。
　続きまして、収益的費用でございますが、営業費用は４億７，６２８万９１４円であります。このうち７，２９１万
４，０００円余りを南予水道企業団への受水費として支出いたしております。
　また、営業外費用８，５７３万１７０円のうち８，２４８万９，０７２円を企業債の支払い利息として支出いたして
おります。
　次に、資本的収支についてご説明いたします。
　資本的収支につきましては、税込み収入総額は１億９，６１１万５，９００円となっております。その主なものは、
補助金３，３１５万円、企業債１億４，１８０万円でございます。
　続きまして、資本的支出につきましては、税込み総額が４億３，４６０万８，６９４円で、そのうち建設改良費とし
て３億３，８３５万１，８２３円を支出いたしております。建設改良費の主なものは、宇和上水道第４次拡張事業、明
石地区さく井工事、滅菌施設更新工事、野村上水道事業の石綿セメント管更新工事及び第２浄水場施設整備工事であり
ます。資本的収支額が資本的支出に不足する額は、過年度及び当年度損益勘定留保資金、未処分利益余剰金処分額ほか
より補てんをいたしております。
　以上により、平成１６年度の経常利益は７，９６８万６，５２３円となりましたが、不納欠損額１０３万７，２９０
円、消費税の未収金ほかを特別損失に計上したため純利益は７，８１２万３，９８０円となりました。よろしくご審議
の上、ご認定くださいますようお願い申し上げます。
○上甲病院総括事務長　認定第１３号「平成１６年度西予市病院事業会計決算認定について」提案理由のご説明を申し
上げます。
　公営企業会計決算の８４ページをお願いいたします。
　この表は、宇和病院と野村病院の決算について合算した報告書で、消費税を含む額でございます。
　１、収益的収入及び支出のうち、収入の第１款病院事業収益の決算額は３６億５，３３８万５，２７３円となりまし
た。前年度と比較して２％ほど増になっております。これにつきましては、外来では勤務医師が市内に新規開院した関
係などで減収もありましたが、入院延べ患者数の増などに伴いまして医業収益がふえたものであります。
　支出でございますが、第１款病院事業費用の決算額は３４億８，１０５万３，９２３円でございまして、主なものは
人件費、材料費、経費などの医業費用でございます。あらゆる面で抑制に努めました結果、前年度比で１％程度の費用
の減収をいたしております。
　次に、２の資本的収入及び支出でありますが、収入の第１款資本的収入は１億１，７８４万円で、企業債、建設改良
に伴う一般会計繰入金でございます。
　資本的支出でございますが、第１款建設改良費につきましては、宇和病院では病室床張りかえ、病棟屋上防水工事や
非常発電装置、医療機器の更新などを行ってまいりました。野村病院につきましては、医療機器の更新を内容としたも
のです。
　第２項は企業債償還金であります。決算額は１億９，５１４万１，０７５円でございます。これにより資本的収入額
が資本的支出額に不足する７，７３０万１，０７５円につきましては、当年度分損益勘定留保資金で補てんいたしてお
ります。
　次に、８６ページから８９ページについてでありますが、これはただいま申し上げました内容を宇和病院と野村病院
にそれぞれ区分したものでございます。
　次に、９０ページをお願いいたします。
　損益計算書でございまして、表の下から３行目でありますが、宇和病院、野村病院ともに純利益を計上することがで
きました。
　なお、損益計算書や両病院の収益費用明細書などの金額は、消費税を除いた金額を掲載するようになっておりますの
で、ご留意をいただきたいと思います。
　病院事業につきましては、前年度に引き続き黒字決算となりましたが、医師不足の状況も深刻であり、医療を取り巻
く環境はますます厳しい状況の中で、今後におきましても地域の中核病院として、住民が安心して生活できるよう地域
に密着した医療に努め、よりよい病院を目指してまいりたいと思います。
　以上、よろしくご審議の上、ご認定賜りますようお願い申し上げます。
○松本生活福祉部長　認定第１４号「平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について」提案理
由のご説明を申し上げます。
　詳細については決算書の１２２ページから記載いたしております。
　つくし苑におきましては、介護老人保健施設として要支援者、要介護者の施設サービスに努めるとともに、高齢者ケ
アの質の向上を目指し、新しい手法として注目されているユニットケアの導入を平成１４年１１月から実施いたしてお
ります。
　平成１６年度の運営実績につきましては、延べ入所者２万６，７６０人で１日平均入所者は７３名であります。通所
者は定員２５名に対し１日平均１８．７名になっております。年度当初目標といたしておりました入所者１日平均７６
人、入所率９５％は達成できませんでしたが、今後一層の経営努力を続けてまいります。
　さて、決算状況でありますが、収益的収入では４億９１万７６５円、支出では３億９，４５０万６，１０５円となり
差し引き当年度純利益６４０万４，６６０円となりました。
　次に、資本的収支でありますが、資本的収入はございません。支出金額は企業債償還金等２，７５０万５，８９４円
であります。不足額２，７５０万５，８９４円は過年度損益勘定留保資金で補てんいたしました。
　以上の状況でありますが、今後は関係機関と密接な連携強化を図り、入所者、通所者の確保に努め介護老人保健施設
としてのサービスの向上に努めるとともに、健全な運営に精励する所存であります。よろしくご審議の上、ご認定くだ
さいますようお願い申し上げます。
○議長　理事者の説明は終わりました。
　ただいま議題となっております認定第１号から認定第１４号までの監査報告を求めます。
○池畠監査委員　それでは、平成１６年度各会計の決算審査を終了しましたので、その意見書を提出するものでござい
ます。
　西予監第４８号、平成１７年９月１日。
　西予市長三好幹二殿。
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　西予市監査委員池畠賢治、同じく岡田周三。
　平成１６年度西予市一般会計及び特別会計決算審査並びに基金運用状況審査意見の提出について。
　地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により審査に付された平成１６年度西予市一般会計及び特
別会計歳入歳出決算とその証書類、その他政令で定められた書類並びに平成１６年度西予市基金運用状況を審査したの
で、その結果について次のとおり意見を提出する。
　会計決算審査意見。第１、審査の対象、第２、審査の期間、第３、審査の方法、第４、審査の結果、第５、審査の概
要。
　１、総括。（１）各会計決算状況、（２）財政指数状況（普通会計）、（３）市債現在高状況。
　２、一般会計。（１）概況、（２）歳入、ア、款別歳入決算状況、イ、市税収納状況、ウ、自主財源と依存財源の状
況、（３）歳出、ア、款別歳出決算状況、イ、性質別経費状況（普通会計）でございます。
　３、特別会計。授産場特別会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、育英会奨学資金貸付特別会計、国民健康保険特
別会計（事業勘定）、（５）国民健康保険特別会計（施設勘定）、（６）老人保健特別会計、（７）介護保険特別会計
（保健事業勘定）、（８）介護保険特別会計（施設勘定等）、（９）港湾整備事業特別会計、（１０）簡易水道事業特
別会計、（１１）農業集落排水事業特別会計、（１２）公共下水道事業特別会計。
　４、財産に関する調書。土地及び建物、２、有価証券、３、出資金、４、物品、５、債券、６、基金積立金。
　第６、結び。
　基金運用状況審査意見。第１、審査の対象、第２、審査の期間、第３、審査の方法、第４、審査の結果、第５、審査
の概要。（１）土地開発基金、（２）文化振興基金、（３）育英資金貸付基金。
　第１、審査の対象。平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算外１２会計。
　第２、審査の期間。平成１７年７月２５日から平成１７年８月２６日まで。
　第３、審査の方法。審査に当たっては、市長から提出された一般会計と特別会計歳入歳出決算書、その他政令で定め
られた書類について、関係諸帳簿及び証拠書類と照合し、計数の正確性、予算の執行状況の適否、また遺漏がないかに
ついて審査した。
　第４、審査の結果。審査に付された一般会計並びに特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質
収支に関する調書の計数は、それぞれ関係諸帳簿及び証拠書類と照合した結果、まだまだ合併による混乱があり、一部
数値は１７年度で調整するよう指導した。これは主に基金の利子に関するものでございます。その他の数値は適正に行
われていると認められた。なお、各会計の決算審査の状況及び意見は次のとおりである。
　第５、審査の概要。１、総括、各会計決算状況、平成１６年度一般会計及び特別会計の決算状況は次のとおりであ
る。
　一般会計の決算は、歳入額２８９億６，２１２万６，９０１円に対して歳出額は２８１億１，０３２万２，６４２円
で、差し引き額８億５，１８０万４，２５９円であり、繰越財源１億７，１２３万３，８３３円を除いた実質収支額は
６億８，０５７万４２６円となっている。
　特別会計すべての決算は、歳入額２１２億６，０６９万７，２４５円に対して歳出額２０９億７，７７０万９，６１
８円で、差し引き額２億８，２９８万７，６２７円であり、繰越財源４，８４９万４，０００円を除いた実質収支額は
２億３，４４９万３，６２７円となっている。
　なお、国民健康保険施設勘定１１は各診療所勘定でございまして、介護保険施設勘定等５は、明浜特別養護老人ホー
ム、居宅介護支援、デイサービス、城川居宅介護支援、三瓶介護サービス勘定会計等でございます。
　（２）財政指数状況でございますが、平成１６年度普通会計における財政指数の状況は次のとおりでございます。
　財政力指数０．２５、説明は先ほど収入役さんのご説明がありましたので省かせていただきます。財政力指数０．２
５、実質収支比率４．９、経常収支比率８３．９、公債費比率１２．３、起債制限比率９．９、これらの数値はおおむ
ね適正な数値となっておるわけでございます。
　（３）起債現在高状況、平成１６年度末地方債現在高の状況は次のとおりでございます。
　一般会計市債の１５年度末現在高は、旧東宇和事務組合消防債分７，６５０万円を加えて３１０億３，４４６万６，
０００円であり、１６年度末現在高は３２０億２万９，６９８円で９億９，５２３万２，０００円増加しているもので
ございます。
　特別会計では、１５年度末現在高は５３億６，７４３万９，０００円で、１６年度末現在高は６１億３，５１７万
２，０００円となり、７億６，７７３万３，０００円増加しているものでございますが、増加主体の主なものは、農業
集落排水事業債２億５，２７９万６，０００円、公共下水道事業債５億９，３６６万３，０００円で、その他は７，８
７２万６，０００円の減となっているものでございます。
　一般会計でございますが、概況、予算現額は３０５億１，４００万２，０００円、歳入総額は２８９億６，２１２万
６，９０１円、歳出総額は２８１億１，０３２万２，６４２円、歳入歳出差し引き額８億５，１８０万４，２５９円、
実質収支額は６億８，０５７万４２６円ということになっております。
　（２）歳入、一般会計における歳入の決算状況は次のとおりでございます。
　款別歳入決算状況でございますが、歳入の主なものは市税、これが２９億２７３万６，０８０円で構成比は１０％と
いうことになっておりまして、地方交付税、西予市歳入の主軸でございますが、地方交付税は１１３億５，５９８万
６，０００円で３９．２％を占めているものでございます。
　次に、国、県支出金でございますが、合わせますと４５億３，９７９万１，７８９円で、１５．７％を占めているも
のでございます。
　諸収入は３６億４，６８５万５，３６６円、１２．６％を占めております。
　市債は４０億６１０万円でございまして、構成比は１３．８％ということになっております。
　なお、市債は不納欠損額が１，１７０万９，７２０円生じておりまして、収入未済額の１億２，６２９万３，４０４
円あるわけでございます。
　また、収入未済額の大きなものとしましては、分担金及び負担金でございますが、４０８万１，２５９円あります
が、主なものは保育料となっております。
　使用料及び手数料につきましては、収入未済額は２，３３３万３，２２７円ということになっておりますが、主なも
のは住宅使用料でございます。
　イ、市税収納状況でございますが、市税収入は２９億２７３万６，０８０円であり、市民税と固定資産税で８８．
９％を占めているものでございます。収納率は全体で９５．５％となっておりますが、市民税は９５．５％、固定資産
税は９４．８％の収入でございます。
　また、不納欠損額は全体で１，１７０万９，７２０円あり、収入未済額は１億２，６２９万３，４０４円生じている
ものでございます。
　自主財源と依存財源の状況でございますが、自主財源としましては、市税ほか６件ありますが、合計額では７８億
７，３３０万６，０００円、２７．２％を占めているものでございます。依存財源は地方交付税ほかでございますが、
２１０億８，８８２万１，０００円でございまして、構成比は７２．８％占めているものでございます。
　（３）歳出でございますが、一般会計における歳出の決算状況は次のとおりでございます。
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　款別歳出決算状況でございますが、歳出の主なものは、民生費１９．２％を占めております。農林水産業費が１６．
５％、公債費は１３．５％であります。
　また、翌年度繰越額は１６億６，４２２万５，５７４円となっておりまして、不用額が７億３，９４５万６，７８４
円生じているものでございます。
　性質別経費状況、これは普通会計でございますが、義務的経費は人件費、扶助費、公債費で１０４億２，４４０万
２，０００円でございます。構成比は３７．３％でございます。
　投資的経費は普通建設事業、災害復旧事業でございますが、合わせまして７２億５，１２８万５，０００円、２５．
９％を占めているものでございます。
　その他の経費につきましては、物件費ほかでございますが、合計では１０２億７，７７４万円でございまして、３
６．８％を占めているものでございます。合計では２７９億３，４４２万７，０００円ということになっております。
　特別会計でございますが、授産場会計です。当会計の決算は、歳入額２，０８０万１，９３５円に対しまして歳出額
２，０８０万１，９３５円で差し引き０円となっております。
　また、一般会計繰入金が９４１万１，８６０円によって収支の均衡が図られているものでございます。
　住宅新築資金等貸付事業特別会計でございますが、当会計の決算は、収入額３，６６６万１，０７７円に対しまして
歳出額は３，３８７万５，３６２円で、差し引き額及び実質収支額ともに２７８万５，７１５円となっております。貸
付金元利償還補給金として一般会計繰入金が１，１９８万９，２０８円あります。
　なお、貸付金の元利収入未済額として累計で４５件、６，３４３万２，４９７円が生じているものでございます。
　育英会奨学資金貸付特別会計でございますが、当会計の決算は、収入額６，５２０万８，９２５円に対しまして歳出
額６，３２９万１，０００円で、差し引き額及び実質収支額はともに１９１万７，９２５円となっております。
　なお、育英資金貸付基金により貸し付けられた償還金１，１１９万２，９００円を繰り入れしているものでございま
す。
　国民健康保険特別会計事業勘定でございますが、当会計の決算は、歳入額５３億８，４０７万４，１９１円に対して
歳出額５２億７，２３６万９，０５２円で、差し引き額及び実質収支額ともに１億１，１７０万５，１３９円となって
おります。
　収入の主なものは、国民健康保険税１３億８，００５万９，９２８円の２４．３％を占めております。国庫支出金２
４億３，４０８万４２８円の４５．２％、療養給付費等交付金９億５，３４５万４，０００円の１７．７％であり、歳
出の主なものは、保険給付費３４億４，７５５万１０６円の６５．４％、老人保健拠出金１１億４，６６７万４，５７
７円の２１．７％でございます。加入者状況では、対前年度比世帯数は１９４世帯で１．７％の増、被保険者数は５１
人で０．２％の増となっておるものでございます。
　なお、国民健康保険税の収納状況は、収納率８９．８％で、不納欠損額として８４９万４，５５０円となっておりま
す。
　また、収入未済額が１億４，００９万１，５６９円あり、この収入未済額の解消に努力を払われたいものでございま
す。
　国民健康保険特別会計施設勘定でございますが、これは診療所１１カ所でございますが、当会計の決算は、全体で収
入額６億９，６５１万７，８８７円に対して歳出額６億８，９４６万３，３８７円で、差し引き額及び実質収支額とも
に７０５万４，５００円となっております。
　各診療所別の決算収支状況は内訳のとおり、一般会計からの繰入金が８勘定会計で１億５，３１６万５，０００円あ
るわけでございます。診療収入の増加は望めないが、過疎地の地域医療の確保のため、業務の効率化など今後の運営に
ついて一層努力をされたいというふうに考えているものでございます。
　老人保健特別会計でございますが、当会計の決算は、収入額７３億７，７３８万８，３８８円に対して歳出額７３億
７，７２５万２，９５２円で、差し引き額及び実質収支額ともに１３万５，４３６円となっているものでございます。
　歳入の主なものは、支払基金交付金が４４億９，０９１万６，０００円の６０．９％、国庫支出金が１７億２，５４
６万６，９４３円の２３．４％でございます。
　歳出の主なものは、医療諸費７２億５，６９４万８，６２５円の９８．４％であります。高齢化が急速に進行する中
で、今後とも医療費が増大することは避けられないが、医療費の適正化と保健事業の推進を図られたいと思うものでご
ざいます。
　介護保険特別会計保険事業勘定でございますが、当会計の決算は、歳入額４０億９，４１８万１，０８６円に対して
歳出額４０億５，６０１万５，７８４円で、差し引き額及び実質収支額ともに３，８１６万５，３０２円となっており
ます。
　歳入の主なものは、国庫支出金が１０億１，１９７万６，０００円の２４．７％と支払基金交付金１２億２，３３３
万６，０００円の２９．９％でございます。
　歳出の主なものは、保険給付費３８億３，１２８万１，９５４円の９４．５％でございます。介護保険料の収入未済
額が９７４万６，９７１円あり、この収入未済額の解消に努力を払われたいというふうに考えております。
（８）介護保険特別会計施設勘定５カ所あるわけでございますが、当会計の決算は、全体で収入額は４億８，９４５万
４，４３８円に対して歳出額４億６，３３９万４，３８４円で、差し引き額及び実質収支額ともに２，６０６万５４円
となっているものでございます。
　各施設別の決算収支状況は内訳のとおり、一般会計からの繰入金が２勘定で６５３万６，３２８円あります。高齢化
の中で本制度がより利用しやすい制度として定着するよう望むものでございます。
　港湾事業特別会計でございますが、当会計の決算は、歳入額と歳出額ともに１３２万２０２円となっております。一
般会計よりの繰入金によって長期債の元利償還に充てているものでございます。
　簡易水道特別会計でございますが、当会計の決算は、収入額３億４４５万５，３２６円に対して歳出額２億７，３６
７万７，４５９円で、差し引き額及び実質収支額ともに３，０７７万７，８６７円となっているものでございます。
　収入の主なものは、給水収入１億２，３３８万２８０円の４０．５％を占めておりますが、一般会計からの繰入金も
７，５０６万８，２６３円の２４．７％がありまして、今後とも良質な用水供給と経営の健全化に努められたいという
ふうに考えております。
　１１、農業集落排水事業特別会計でございますが、本会計は、収入額１１億９，２６４万２，０５２円に対しまして
歳出額１１億８，０３６万９，３０７円で、差し引き額及び実質収支額ともに１，２２７万２，７４５円となっており
ます。
　収入の主なものは、県支出金が５億８，９５０万円の４９．４％、市債が３億４，３００万円の２８．８％と一般会
計からの繰入金１億５，８９８万１，５７６円の１３．３％でございます。
　歳出の主なものは、施設整備費９億９，１８９万４３４円の８４．０％であります。今後とも事業の効率化と普及促
進を図り、住民の生活環境の向上に努められたいというふうに考えております。
　１２、公共下水道事業特別会計ですが、本会計は、歳入額は１５億９，７９９万１，７３８円に対しまして歳出額１
５億４，５８７万８，７９４円で、差し引き額５，２１１万２，９４４円となるが、翌年度繰越財源が４，８４９万
４，０００円あり、実質収支額は３６１万８，９４４円となっておるものでございます。
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　収入の主なものは、国庫支出金５億９７６万５，０００円の３０．９％、繰入金１億６，３４０万７，０９５円の１
０．２％と諸収入３億６，６７１万９，６４３円の２２．９％でございます。
　歳出の主なものは、施設整備費１５億１，３０８万６，５２１円の９７．９％でございます。都市づくりの基盤とな
る本事業は不可欠な施設で、今後とも事業の効率化と普及促進を図り、住民の生活環境の向上に努められたいというふ
うに考えております。
　財産に関する調書でございますが、４、財産に関する調書。土地及び建物でございますが、まず土地でございます
が、合計しますと土地は８８６万６，０６０平米あったわけでございますが、年度中に４万６，３９１平米ふえており
まして、年度末では８９１万２，４５１平米となっております。
　増加額の主なものは、合併前は事務組合でありました東部衛生センター、西部衛生センターの敷地がその他の施設の
中に入っております。これはもう主な増加の原因でございます。建物につきましても、前年度末現在高は３８万４，４
２４平米でしたが、年度中に１万９，７７３平米ふえまして、年度末現在高では４０万４，１９７平米、１万９，７７
３平米ふえておるものでございますが、これも今申しました東部衛生センター、西部衛生センターの建物が大部分でご
ざいます。
　２番、有価証券でございますが、これは１２件で金額は２億８，８５９万７，０００円で、年度内の移動はございま
せんが、主なものとしましては、株式会社エフシーの６，２００万円、株式会社どんぶり館の５，０００万円、シーサ
イドセンターの３，０００万円、城川産業開発公社の３，０００万円などでございます。
　出資金でございますが、出資金は２５件、８億６，８００万５，０００円あるわけでございます。年度中の移動はご
ざいませんが、主なものは、八幡浜・大洲地区ふるさと市町村圏基金が４億９，４６２万５，０００円、南予水道企業
団水道事業会計が１億８，７８６万３，０００円、財団法人宇和文化会館が１億円となっております。
　第４、物品購入費でございますが、これは車両はそれぞれふえておりますが、これは一般の車両また消防署の車両あ
たりでございます。
　また、医療機器は１０減っておりますが、絵画は８０点、これは城川町にありました基金で購入しました絵画などを
物品の方へ移しかえたためにこのような数値になっております。
　債券につきましては、お目通しをいただきたいというように思います。
　（６）基金積立金でございますが、これは一般会計で２６件、内訳は積立基金が２３件、運用基金が３件で２６件で
ございまして、特別会計が６件、合わせまして３２件あるわけでございますが、前年度の数値は５７億８，３７２万
６，０００円でございますが、年度中の増減が、減が４億１，４１８万８，０００円ありまして、年度末の現在高は５
３億６，９５３万８，０００円というふうになっております。
　第６、結びでございますが、５町合併後の最初の決算であるが、審査の結果は一般会計、特別会計ともに住民福祉の
向上を目指して執行されている。厳しい財政状況にもかかわらず、投資的経費は積極的に実施され、消費的経費は効率
的な執行により、おおむね所期の目的を果たしていると認められた。
　前年度旧町分一般会計歳入決算額は３２８億６，８５１万２，０００円と本年度歳入決算額２８９億６，２１２万
７，０００円を比較すると３９億６，３８５万円で１１．９％の減、前年度歳出決算額は３２９億４，１７４万４，０
００円、本年度歳出決算額は２８１億１，０３２万３，０００円と比較しますと４８億３，１４２万１，０００円で１
４．７％の減というふうになっておりまして、合理化、省力化の努力が伺われるということでございます。
　しかし、平成１７年度決算の背景としましては、日本経済の動向は企業活動及び個人消費の上では、曙光は見え始め
ているが、踊り場を脱していないとの政府判断でございます。このような社会情勢の中でいわゆる三位一体の改革は行
われており、地方財政はますます厳しさが進行するものと思慮されます。近年の市町村合併の目的とするところは、コ
ンパクトで効率的な地方政府の確立でございます。今後とも財政運営の目標は財政の健全性を確保し、さらに限られた
財源を最も効率的に活用して住民福祉の向上を図られることにあります。ちなみに財政指数状況を示してみますと、財
政力指数は０．２５、実質収支比率は４．９％、経常収支比率は８３．９％、公債費率１２．３％、起債制限比率は
９．９と全体的には比較的健全な数値を示しておりまして、今後ともこの数値が悪化しないように特段の配慮をお願い
したいというふうに願うものでございます。
　今後の課題としましては、住民負担の公平性確保の見地からも、また財政の健全化を維持するためにも、増加してい
く市税、国保税、介護保険料、保育料、住宅使用料等の徴収率向上のため、これまでの姿勢を見直し、法的手段等も考
慮に入れて万全の体制で取り組み、一層の努力を願うものでございます。
　また、行財政効率向上の見地から、組織及び機構の再点検、職員定数、消費的経費の見直し、特に単独の補助金、負
担金の見直し等を進めて、合理化、効率化の推進に一層積極的に取り組んでいただきたいというふうに思うものでござ
います。
　住宅資金等貸付事業会計につきましては、歳入総額は３，６６６万１，０００円、歳出総額は３，３８７万５，００
０円で、収支差し引き額は２７８万６，０００円となっているものでございますが、事業の実態は、住宅資金資金及び
住宅改良事業貸付金の元利償還が業務となっております。これまでの貸付金の無償還額は４５件で６，３４３万２，０
００円と多額になっておると。予算額のほぼ２倍になっており大変な額でございます。未収金回収のために特段の努力
をお願いしたいというふうに願うものでございます。
　国民健康保険（事業勘定）会計では、前年度は１６年３月３１日での打ち切り決算でありましたが、保険給付費はこ
としは３４億４，７５５万円で高い伸びを示しているため、原因と対策について検討をされたいと思います。
　国民健康保険（施設勘定）会計でございますが、本会計は診療所１１カ所を要して、地域住民に密着した地域医療を
実施して成果を上げているものでございますが、本年度は一般会計より１億５，３１６万５，０００円の繰出金を支出
をしているものでございます。このうち明浜地区診療所は４カ所に対しまして１億１，１０５万円と全体の７２．５％
はいっているものでございます。今後は過疎化がさらに進み、診療収入の減収も見込まれますので、このためこの地域
の診療所経営については、一層の改革が望まれると思うものでございます。
　職員については、合併を契機として市職員としての自覚とやる気、市民への奉仕者としての責任感と何事にも積極的
に取り組む姿勢を示すよう、再度心から期待するものでございます。
　西予市基金運用状況審査意見書でございますが、平成１６年度西予市基金運用状況審査意見書。
　第１、審査の対象。平成１６年度西予市土地開発基金、同じく西予市文化振興基金、同じく西予市育英資金貸付基金
でございます。
　第２、審査の期間は、平成１７年７月２５日から１７年８月２６日まででございます。
　審査の方法は、各基金関係諸帳簿と現金とを照合し、計数の正確性と運用の適否について審査をしたわけでございま
す。
　第４、審査の結果は、各基金の計数はいずれも正確であり、適正に運用されておりました。
　第５、審査の概要。各基金の概要は次のとおりであります。
　（１）土地開発基金ですが、当基金は土地を先行取得することにより、事業の円滑な執行を図るため設置されたもの
でございまして、前年度現在高は３億２，０７９万８，０００円、年度中の運用高は、増は利息の４万７，０００円、
積立金３，０００万円、これは明浜町からの積み立てでございます。減は土地や建物等で２億８２万３，０００円でご
ざいます。これは普通財産の方へ繰り入れております。年度末の現在高は１億５，００２万２，０００円というふうに
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なっております。
　（２）文化振興基金でございますが、当基金は、美術工芸品等を計画的に取得することにより、市民の豊かな文化の
向上を図るため設置されたものでございます。前年度末現在高は２億１，９５６万６，０００円でございましたが、年
度中に減、絵画等２億１，８６８万７，０００円を物品の方へ移行しましたので、現金としましては年度末では８７万
９，０００円が残っておるものでございます。
　（３）育英資金貸付基金でございますが、当基金は、城川町地域における資金の貸付事務を円滑かつ効率的に行うた
め設置されたものでございます。前年度末現在高では８，８３６万６，０００円、１６年度中の運用高は、増が寄附金
３５万円、減の方では貸付金が９０万円、そして債券として５，９１９万７，０００円あるわけでございます。これは
西予市育英会奨学資金特別会計の債券なるものでございます。年度末の現在高は２，８６１万９，０００円ありまし
て、これは城川町の地域における資金の貸付事業を行うために利用されるものでございます。
　以上で一般会計、特別会計の決算審査意見を終わります。
　続きまして、西予市公営企業会計決算審査意見書の提出でございますが、西予監第４９号、平成１７年９月１日。
　西予市長三好幹二殿。
　西予市監査委員池畠賢治、同じく岡田周三。
　平成１６年度西予市公営企業会計決算審査意見書の提出について。
　地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成１６年度公営企業会計、西予市上水道事業会計、西
予市病院事業会計、西予市野村介護老人保健施設事業会計の決算及び関係資料を審査した結果、次のとおり意見を提出
する。
　公営企業会計決算審査意見でございますが、１、審査の対象、２、審査の期間、３、審査の方法、４、審査の結果。
　第１、上水道事業会計。１、事業の概要、２、予算執行状況、３、経営成績、４、財政状況、５、結び。
　第２、病院事業会計。事業の概要、予算執行状況、３、経営成績、４、財政状態、５、結びとなっております。
　第３、野村介護老人保健施設事業会計。事業の概要、２、予算執行状況、３、経営成績、４、財政状態、５、結びと
いうふうになっております。
　平成１６年度西予市公営企業会計決算審査意見書でございますが、１、審査の対象。平成１６年度西予市上水道事業
会計決算、同じく西予市病院事業会計決算、同じく西予市野村介護老人保健施設事業会計決算でございます。
　審査の期間は、平成１７年６月８日から平成１７年６月３０日までに行いました。
　審査の方法としましては、審査に当たっては、市長から提出された公営企業３事業会計の決算報告書、財務諸表及び
決算附属書類及び地方公営企業法、その他関係法令の規定に基づき作成されているか、これらの計数の計算、経営成績
または財政状態が適正に表示されているかについて、関係諸帳簿により審査した。
　また、当該事業が公共の福祉を増進し、経済性を発揮して合理的に運営されているかどうかについて主眼を置いて行
った。
　審査の結果。審査に付された決算報告書、財務諸表及び決算附属書類は、いずれも地方公営企業法、その他関係法令
に基づいて作成されており、関係諸帳簿と照合審査の結果、その計数は正確であり、経営成績及び財政状態を適正に表
示されていると認められた。
　なお、合併後であり、各旧町の事業が一本化されているが、決算書類等に基づく決算概要及び決算審査意見は次のと
おりであります。
　まず、上水道事業会計でございますが、事業の概要。本市の上水道事業は、宇和、明浜、野村、三瓶地区の４施設か
らなっており、水道普及率は７７．５％である。給水人口は今年度３万１，１３０人で、昨年度と比べ１０１人の減で
ある。宇和上水道事業においては、給水人口、給水戸数の伸びに伴う給水収益が増加しているが、明浜、野村、三瓶上
水道事業においては、給水人口及び有収水量の減少とともに給水収益の減となっている。各種水量別に見てみると、総
配水量は４３９万６，４８６トン、総有収水量は３５８万８，０１３トンで、有収率は８１．６％となっているもので
ございます。
　以下については、お目通しをお願いいたします。
　予算執行状況でございますが、収益的収入及び支出、消費税込みでございますが、予算額は６億５，９５６万９，０
００円に対して決算額６億７，１９９万２，７３８円で１，２４２万３，７３８円の増収となり、執行率は１０１．
９％であります。この内訳について見ると、給水収益は主体として、営業収益６億４，５３４万１，５６６円、水道加
入金補助金で構成される営業外収益２，６５６万４，１８３円、特別利益（過年度損益修正益）が８万５，９８９円と
なっておるものでございます。
　支出の方でございますが、予算額は６億６，１１９万８，０００円に対して決算額は５億８，００８万９，６６９円
で、８，１１０万８，３３１円の不用額が生じており、執行率は８７．７％であります。この内訳を見てみると、原水
Ａ、Ｂ、浄水費、配水及び給水費、総係費等で構成されている営業費用４億８，５１９万２，８４５円、支払い利息繰
出金、消費税及び地方消費税で構成されている営業外費用９，３２１万２，３７０円、特別損失１６８万４，４５０円
となっております。
　収益収入６億７，１９９万１，７３８円に対して収益的支出５億８，００８万９，６６９円で、収支差し引き９，１
９０万２，０６９円の黒字決算となっているものでございます。
　以下の各施設の決算内訳については、お目通しをいただきたいと思います。
　資本的収入及び支出、これは消費税込みでございますが、収入は予算額１億９，４０７万３，０００円に対して決算
額１億９，６１１万５，９００円で２０４万２，９００円の増収となっているものでございます。
　支出の方でございますが、支出は予算額５億９，２３２万５，０００円に対して決算額４億３，４６０万８，６９４
円、翌年度繰越額が５，０００万円で、１億７７１万６，３０６円の不用額が生じているものでございます。
　資本的収支の不足額補てん内訳表でございますが、決算額、歳入は１億９，６１１万５，９００円、支出は４億３，
４６０万８，６９４円、不足額は２億３，８４９万２，７９４円でございますが、補てん財源は右側に記入されておる
とおりでございます。
　営業成績総括表、消費税抜きでございますが、経営成績は、総収益６億４，１７８万１，２３５円に対して総費用５
億６，３６５万７，２５５円で、差し引き７，８１２万３，９８０円の純利益となっているものでございます。
　なお、前年度繰越利益剰余金５億９，５８４万９，３９１円に当年度純利益７，８１２万３，９８０円を加算して年
度末未処理利益剰余金は６億７，３９７万３，３７１円となっているものでございます。
　（２）損益計算書、消費税抜きでございますが、この表は前ページの経営成績総括表の内訳でございますので、お目
通しをお願いしたいと思います。
　４、財政状態でございますが、貸借対照表、消費税抜きでございますが、資産総額は４７億２，２７３万６，８１７
円で、この構成は固定資産３９億５，１８３万８，３０７円で、流動資産７億７，０８９万８，５１０円となっている
ものでございます。
　未収金の内訳でございますが、営業未収金は全部合わせますと２，０８８万１，５７５円でありまして、給水収益未
収金がそのうち１，８４２万１，４１５円と多額に上っております。
　隣の負債・資本の部でございますが、負債及び資本の総額は４７億２，２７３万６，８１７円で、この構成は負債で
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３，６６９万３，１５１円、資本で４６億８，６０４万３，６６６円となっているものでございます。細部につきまし
ては、お目通しをお願いしたいと思います。
　５、結びでございますが、平成１６年度の実務実績は、総配水量４３９万６，４８６トンで有収水量３５８万８，０
１３トンで有収率は８１．６％となっている。毎年の渇水状態や市民の節水意識の向上から、これ以上の給水収益の増
加は見込めないところであり、貴重な水資源がむだにならないよう、有収率のさらなる向上に努められたいというふう
に考えております。
　水道事業会計決算は、総収益６億４，１７８万１，２３５円で、総費用５億６，３６５万７，２５５円となり、当年
度純利益は７，８１２万３，９８０円を計上し、全事業繰越利益剰余金５億９，５８４万９，３９１円を合わせ当年度
末未処分利益剰余金は６億７，３９７万３，３７１円となっております。
　主な事業内容は、宇和水道事業で第４次拡張事業に伴う工事２件５，８６９万５，０００円、下水道工事等に伴う配
水管布設替え工事等で１９件７，５５５万６，０００円（うち１，４５９万５，０００円）を平成１７年度へ繰越執行
を行ったわけでございます。明浜上水道事業でテレメーター更新等工事ほか３件１，１７６万８，４００円、野村上水
道事業で、高度浄水施設整備事業及びライフライン機能強化等事業ほか８件１億７，７２４万７，５００円、三瓶上水
道事業で、公園配水池水位調整弁取りかえ工事等３件、５７９万７，８３７円を執行したわけでございます。
　水道事業を取り巻く状況は、長引く景気の低迷や人口の減少等により、給水量の伸び悩みが続くものと考えられる
が、市民に対して安全でおいしい水の安定供給や渇水対策などさらに向上させる努力が必要と思われる。
　また、水道料金の未収金対策についても、平成１５年１０月最高裁判所の判決において、不納欠損処理期間がこれま
での５年から民法第１７３条第１項が定める２年の短期消滅事項が適用されるとした判決が示されたことから、年々増
加していく水道料金の未収金をより迅速に処理、収納実績、収納方法について十分分析するとともに、きめ細かな対策
を講じられるなどして、収納率向上を図られるよう一層の努力を期待するものでございます。
　病院事業会計でございますが、第２、病院事業会計。事業の概要でございます。本市の病院事業は、合併後は一本化
されたが、市立宇和病院及び市立野村病院の２病院が病院からなっており、総診療科数は１４科、総病床数は２６４床
うち療養型５２床、感染症２床、一般病棟２１０床であります。両市立病院とも地域の中核病院として、住民が安心し
て生活できる地域に密着した保健医療の増進に努めている。
　病院別入院外来患者数実績、延べでございますが、当年度の状況を見ると、年間延べ患者数は２４万２，７７６人
で、前年度と比較すると５，２２０人、２．１％減少している。この内訳について見ると、入院患者数８万７，０３９
人、１日平均２３８．５人で、前年度と比較すると４，８７０人、５．９％の増加、外来患者数は１５万５，７３７
人、１日平均６４０．９人で、前年度と比較すると１万９０人、６．１％の減少となっているものでございます。
　２、予算執行状況。収益的収入及び支出、消費税込みでございますが、収入は、予算額３７億５，８６１万円に対し
て決算額３６億５，３３８万５，２７３円で、５，２４７万５，７２７円の減額となり執行率９８．６％となっており
ます。この内訳は、医業収益３５億１，５１４万５，８０５円、受取利息及び補助金等で構成される医業外収益１億
３，５０５万３，６１８円、また特別利益（過年度損益修正益）でございますが、３１８万５，８５０円となっており
ます。決算額を前年度と比較すると７，１３２万４，１４５円、２．０％の増収となっております。
　支出の方でございますが、支出は、予算額３７億５８６万１，０００円に対して決算額３４億８，１０５万３，９２
３円で２億２，４８０万７，０７７円の不用額が生じており、執行率は９３．９％であります。この内訳は、給与費、
材料費、経費で構成されている医業費用３３億５，０４６万４，４４４円、支払い利息及び企業債取扱処理で構成され
ている医業外費用１億２，７０２万３，５０７円または特別損失、過年度損益修正損でございますが、３５６万５，９
７２円となっております。前年度と決算額を比較しますと３，３４３万２，００４円、１．０％の減少となっておりま
す。
　（２）資本的収入及び支出でございますが……。
○議長　池畠代表監査員、ここで暫時休憩をいたしたいと思います。３時４５分に再開をいたします。（休憩　午後３
時３４分）
○議長　引き続き会議を開きます。（再開　午後３時４５分）
　池畠代表監査委員の引き続き監査報告を求めます。
○池畠監査委員　それでは、１６ページ、資本的収入及び支出、消費税込みのところからいきます。
　収入は、予算額が１億１，８５２万９，０００円に対し決算額が１億１，７８４万円で、６８万９，０００円の不足
額が生じており、執行率は９９．４％でございます。前年度の決算額と比較しますと４，３９６万７，５００円、２
７．２％の減収となっております。
　支出の方でございますが、予算額１億９，７０５万１，０００円に対して決算額は１億９，５１４万１，０７５円
で、１９０万９，９２５円不用額が生じており、執行率は９９％でございます。前年度の決算と比較しますと１億５，
６５２万１，０４１円、４４．５％の減少となっております。
　経営成績の関係でございますが、収益の部、費用の部、これはお目通しをいただきたいというふうに思います。
　その次の診療科別入院・外来に関する調べでございますが、これも一応お目通しをいただきたいというふうに思いま
す。
　財政状態、貸借対照表の消費税抜きでございますが、資産総額は５０億６，０９１万４，０５１円で、この構成比は
固定資産２９億３，７７７万２，１３０円で、流動資産で２１億１，６１２万４５０円、繰延勘定は７０２万１，４７
１円となっております。
　窓口の未収金の関係でございますが、宇和病院で２８７件、７７８万６，５９３円、野村病院で１７８件、６７６万
４，８３８円、合わせますと４６５件で１，４５５万１，４３１円となっております。
　負債及び資本の総額でございますが、５０億６，０９１万４，０５１円で、この構成比は負債で４億８，５６８万
５，６６５円で、資本で４５億７，５２２万８，３８６円となっております。
　結びでございますが、平成１６年度の病院事業会計の概要は以上のとおりである。
　現在、病院を取り巻く環境は、厳しい情勢が継続している。患者自己負担増や薬価差益の減少、さらには経済不況の
影響等病院経営を圧迫する要素の条件が多くなってきている。その中で当年度純利益が宇和病院５，０６３万３，４５
５円、野村病院１億１，９００万６，６４２円と黒字決算とすることができました。総患者数は前年度から５，２２０
人減少しているが、これは外来患者の医療法の改正により、薬の長期投与の患者がふえたためと考えられる。宇和病院
については、医業費用について、注射薬、試薬の入札単価の減により材料費が大幅に減額され、また経費についても節
減に努められている。野村病院は、引き続き健全な経営を行っていくよう期待するものである。かねてから懸案事項で
あった院外処方についても慎重に取り運んでいただきたい。今後も企業債の償還や予想される国の医療費抑制政策など
により、引き続き厳しい状況が続くものと考えられるが、診療代未収金の収納実績、収納方法について十分分析すると
ともに、きめ細かな対策を講じられるなどして収納率向上を図られるよう期待するものであります。
　また、市民から信頼され選ばれる病院となるため、全員一体となって引き続き経営の健全化に向けて一層努力される
よう要望するものでございます。
　老人保健施設事業会計でございますが、事業の概要は、老人保健施設つくし苑は、入所定数８０人うちショートステ
イ１０名とデイケア定数２５名に併設して在宅介護支援センターからなっている。一般高齢者の方や病院等で治療後に
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機能回復が必要な高齢者の日常生活の自立と家庭復帰を支援しているものでございます。
　入所者数中通所者数につきましては、お目通しをいただきたいと思います。
　以下、在宅介護支援センター利用者数の実績等につきましても、お目通しをいただきたいというように思います。
　居宅介護支援事業利用者数実績もお目通しをいただきたいというように思います。
　予算執行状況につきましては、収益的収入及び支出でございますが、消費税込みでございます。収入は、予算額４億
１，１５５万２，０００円に対して決算額４億３３万５，４３３円、執行率９７．５％で、１，０２１万６，５６７円
の減額となっております。前年度の決算額と比較しますと８１万９，６６０円の減収でございます。
　支出につきましては、予算額は４億１，１５５万２，０００円に対して決算額は３億９，７０８万３，１３５円、執
行率９６．５％で、１，４４６万８，８６５円の不用額が生じております。前年度の決算額と比較して２９万９，７３
１円減少となっております。
　資本的収入及び支出でございますが、消費税込み、収入は、今年度の決算額で、前年度と比較して２７９万３，００
０円の減少となっております。
　支出の方は、予算額２，７７１万２，０００円に対して決算額２，７５０万５，８９４円、執行率９９．３％で、２
０万６，１０６円不用額が生じております。前年度の決算額と比較して３４９万７，４７０円減少となっております。
　経営成績につきましては、損益勘定ですが、消費税抜き、総収益は４億９１万７６５円に対して総費用は３億９，４
５０万６，１０５円で、差し引き６４０万４，６６０円の利益となっております。
　財政状態でございますが、総資産は１０億９，５００万１，７６２円で、この構成は固定資産で８億９，９２１万
１，４８１円、流動資産で１億９，５７９万２８１円となっております。
　負債及び資本の総額は、１０億９，００５万１，７６２円で、負債で２８４万５，６５３円、資本で１０億９，２１
５万６，１０９円となっております。
　結びでございますが、平成１６年度の野村介護老人保健施設関係の概要は以上のとおりである。
　入所者数は２万６，７６０人で１．２％の減、通所者数５，８０４人で１．４％の減、在宅介護支援センター利用者
数は２，８８７人で３４．１％減、居宅介護支援事業利用者数は４４３人で３６．１％の減となっております。
　本年度は全体的に利用者が減少傾向にあるが、その原因はどこにあるのか、また立て直しのためにはどうすればよい
か等について十分検討、分析し、今後の対策をお願いしたいと思うものでございます。高齢化社会の進展に伴い、地域
に密着した高齢者の福祉向上に大きく貢献している施設でございます。今後とも機能回復が必要な対象者の日常生活へ
の自立と家庭復帰のため一層の努力をお願いしたいと思うものでございます。
　また、未収金につきましては、現在３件、６９万１，１３４円が生じておりますが、きめ細やかな対策を講じて、引
き続き収納率向上を図られるよう期待するものでございます。
　以上で一般会計、特別会計、公営企業会計決算審査意見を申し上げました。大変長くなりまして申しわけありません
でした。ありがとうございました。
○議長　以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。
　本日はこれにて散会をいたします。
　次回はあす９月１４日午前９時より一般質問及び質疑を行います。
　　散会　午後３時５６分

ページ(20)



平成17年第３回定例会（２日目） H17.9.14
　　　　　　　平成１７年第３回西予市議会定例会会議録（第２号）

１．招 集 年 月 日　平成１７年９月１４日
１．招 集 の 場 所　西予市議会議場
１．開　　　　　議　平成１７年９月１４日
　　　　　　　　　　午前９時００分
１．散　　　　　会　平成１７月９日１４日
　　　　　　　　　　午後３時５２分
１．出　席　議　員
　　　　１番　　田　中　　　剛
　　　　２番　　松　山　　　清
　　　　３番　　宇都宮　明　宏
　　　　４番　　松　島　義　幸
　　　　５番　　元　親　孝　志
　　　　６番　　嶋　川　武　文
　　　　７番　　沖　野　健　三
　　　　８番　　森　川　一　義
　　　　９番　　亀　井　秀　男
　　　１０番　　名　本　修　三
　　　１１番　　河　野　作　生
　　　１２番　　藤　井　朝　廣
　　　１３番　　浅　野　泰　義
　　　１４番　　浅　野　忠　昭
　　　１５番　　三　好　幸　夫
　　　１６番　　岡　山　清　秋
　　　１７番　　酒　井　宇之吉
　　　１８番　　兵　頭　　　勇
　　　１９番　　山　本　英　男
　　　２０番　　山　本　昭　義
　　　２１番　　梅　川　光　俊
　　　２２番　　鍵　原　芳　和
　　　２３番　　菊　地　ミスギ
　　　２４番　　宇都宮　二　朗
　　　２５番　　岡　田　周　三
　　　２６番　　山　本　安　男
　　　２７番　　平　野　武　男
　　　２８番　　大　竹　忠　盛
　　　２９番　　二　宮　　　元
　　　３０番　　坂　本　隆　重
　　　３１番　　浅　野　豊　重
１．欠　席　議　員
　　　　な　　し
１．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名
　　　市　　　　　長　　三　好　幹　二
　　　助　　　　　役　　別　宮　　　靜
　　　収　　入　　役　　三　好　藤　冶
　　　教　　育　　長　　二　宮　宇　明
　　　総務企画部長　　  森　　　英　二
　　　建　設　部　長　　安　藤　芳　夫
　　　産　業　部　長　　大　森　俊　彦
　　　生活福祉部長　　  松　本　正　志
　　　教　育　部　長　　河　野　豊　昭
　　　明浜総合支所長　　小　玉　岩　康
　　　城川総合支所長　　九　鬼　則　夫
　　　三瓶総合支所長　　山　本　正　男
　　　病院総括事務長　　上　甲　福　重
　　　消防本部消防長　　荒　井　安　憲
　　　総　務　課　長　　炭　倉　貞　明
　　　財　政　課　長　　清　水　忠　夫
　　　企画調整課長　　  清　水　享　司
　　　監　査　委　員　　池　畠　賢　治
　　　野村総合支所総務課長　　三　瀬　通　忠
１．本会議に職務のため出席した者の職氏名
　　　事　務　局　長　　吉　良　孝　一
　　　議　事　係　長　　井　上　千　浪
１．議　事　日　程　　　別紙のとおり
１．会議に付した事件　　別紙のとおり
１．会 議 の 経 過　　　別紙のとおり

議　　事　　日　　程
　１　一般質問
　２　議案第１２５号　西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について
　　　議案第１２６号　西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２７号　西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２８号　西予市城川農産物加工センター設置条例制定について
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　　　議案第１２９号　西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３０号　西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３１号　西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３２号　西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て
　　　議案第１３３号　西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３４号　西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３５号　西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３６号　西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３７号　合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条
例制定について
　３　議案第１３８号　市道路線の廃止について
　　　議案第１３９号　市道路線の認定について
　４　議案第１４０号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）
　　　議案第１４１号　平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４２号　平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４３号　平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４４号　平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４５号　平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４６号　平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４７号　平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４８号　平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）
　　　議案第１４９号　平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１５０号　平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）
　５　認定第　　１号　平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　２号　平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　３号　平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　４号　平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　５号　平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　６号　平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　７号　平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　８号　平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　９号　平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１０号　平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１１号　平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１２号　平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について
　　　認定第　１３号　平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について
　　　認定第　１４号　平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について
　６　請願第　　２号　教育基本法の早期改正を求める請願について
　　　陳情第　　３号　林業活性化に向けた委員会の設置、事業の継続・拡大と経費助成を求める陳情について

本日の会議に付した事件
　１　一般質問
　２　議案第１２５号　西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について
　　　議案第１２６号　西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２７号　西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２８号　西予市城川農産物加工センター設置条例制定について
　　　議案第１２９号　西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３０号　西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３１号　西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３２号　西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て
　　　議案第１３３号　西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３４号　西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３５号　西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３６号　西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３７号　合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条
例制定について
　３　議案第１３８号　市道路線の廃止について
　　　議案第１３９号　市道路線の認定について
　４　議案第１４０号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）
　　　議案第１４１号　平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４２号　平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４３号　平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４４号　平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４５号　平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４６号　平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４７号　平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４８号　平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）
　　　議案第１４９号　平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１５０号　平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）
　５　認定第　　１号　平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　２号　平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　３号　平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　４号　平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について
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　　　認定第　　５号　平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　６号　平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　７号　平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　８号　平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　９号　平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１０号　平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１１号　平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１２号　平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について
　　　認定第　１３号　平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について
　　　認定第　１４号　平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について
　６　請願第　　２号　教育基本法の早期改正を求める請願について
　　　陳情第　　３号　林業活性化に向けた委員会の設置、事業の継続・拡大と経費助成を求める陳情について

　　開議　午前９時００分
○議長　ただいまの出席議員は３１名であります。これより本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、お手元に配付してあるとおりであります。
　　（日程１）
○議長　これより、日程第１、一般質問を行います。
　この際、申し上げます。
　各議員の発言は申し合わせの発言時間１５分以内でお願いをいたします。質疑については２回までとし、あわせて５
分以内でお願いをいたします。
　通告順に質問を許可いたします。
○５番元親孝志君　皆さんおはようございます。暑さ寒さも彼岸までという言葉がありますけれども、秋の彼岸が近づ
くにつれまして、随分朝夕涼しくなりました。きょうはそのような中でただいま議長より発言の許可をいただきました
ので、通告をいたしております４点につきまして、理事者の所信をお伺いしたいと思います。
　初めに、中学校歴史教科書の採択結果についてお伺いをいたします。
　さきの６月定例会におきまして、平成１８年度から使用する西予市立中学校の歴史教科書採択について質問をいたし
ました。市長の答弁では、教育委員会の判断を公平にするという立場から、あえて答弁を控えられました。教科書採択
は８月末まで決めなければならなくなっておりましたので、当然愛媛県下１１ブロックの結論は既に出そろっておりま
す。今回文部科学省の検定に合格した８種類の歴史教科書の中から、愛媛県１１ブロックでの採用結果と西予市の結果
に至る理由についてお伺いをいたします。
　なお、この結果を踏まえて、市長は今回の歴史教科書問題に対してどのような所見をお持ちなのか、お伺いをいたし
ます。
　次に、構造改革特区申請について３点質問いたします。
　さきの衆議院選挙におきまして、自民党から党員あてに送られてきました１枚のリーフレットを見て、改めて今回の
一般質問の必要性を強く感じました。リーフレットには、改革をとめるなという大きな見出しで始まり、郵政民営化の
実現へという項目の中で、次のようなことが書かれておりました。内容を簡単に朗読いたします。
　郵政民営化について、地方は過疎化し疲弊しているのに、さらに切り捨てるのかという反対論があります。本当にそ
うでしょうか。地方衰退の真の原因は、地方の隅々まで官の規制が及び、がんじがらめにされているからですと。地方
の衰退の原因は、ほかならぬ法律に基づく規制に原因があると書かれているのに改めて驚きました。立法府である与党
・自民党が、規制の多さを嘆かれているわけでありますから、私が疑問に思うのは当然であります。これも３月定例会
において、西予市は構造改革特区についてどのように考えているのかという、私の一般質問に対しまして理事者側の答
弁では、今のところ特別には考えていないが、必要であれば当然検討してまいりますということであったと思います。
　そこで、今回具体的に以下の３点について質問をいたします。
　初めに、教育特区について質問いたします。
　総務常任委員会では、６月定例会の会期内に所管事項調査として、西予市内の小・中学校を視察いたしました。私の
所見として言えることは、学校間で相当に格差があるということであります。立地的なことはもとより校地・校舎の程
度の格差、児童・生徒の数の格差、通学環境の格差等いろいろあります。また、少子化によってどの学校も校舎をもて
あましているのではないかという印象を受けました。
　そのような中で、今回特筆すべきことは、全小・中学校の中で、野村町大野ケ原小学校が極めて老朽化が著しいとい
うことであります。昭和４１年に建てられたこの小学校は、躯体がブロック積み建築であるため、耐震強度がまず心配
されます。また、校舎が標高１，１６０メートルの場所にあり、平成８年の最低気温は、何とマイナス２１．５度とい
う過酷な自然環境の中に建っており、当然平たん地とは耐用年数に大きな違いがあり、とにかく至るところに苦情が来
ているという、校長先生からの報告を受けました。早急に計画に上げ改築する必要があると、私は思っております。
　また、改築をするとした場合問題なのは、今の学校法に基づいて計画を立てたのでは、余りにもむだが多過ぎるとい
うことであります。西予市の小学校を比較すればわかりますが、児童・生徒の規模にほとんど関係なく学校が同じデザ
インで同じ規模で建築されているように見受けられます。補助事業の欠点がここにあらわれております。特区を利用し
て全国一律基準でつくるのではなく、児童数に応じた規模で、その地域の環境に合ったものでなぜいけないのか検討
し、最大限のむだを省くことだと思います。大野ケ原小学校は、平成１７年度の児童数が９名で４学級であります。来
年度以降は、当分の間３学級で推移する見込みであります。私は今こそ特区を利用して、大野ケ原にふさわしい規模と
内容の校舎を早急に建てかえるべきであると思いますが、理事者の所見をお伺いしたいと思います。
　次に、有償ボランティア介護サービス特区について質問いたします。
　２０００年４月からスタートした介護保険制度もことしで５年目を迎えました。介護保険制度は法律で５年に一度見
直しを行うことになっておりますが、既にことし１０月には大幅な見直しとして、利用者の食事代と部屋代が自己負担
として別途徴収されます。施設によっては１割程度の人が負担に耐え切れず、施設を出ていかざるを得ない人が出てく
るのではないかとも言われております。
　さらに、介護保険制度は施設の個室化を進めており、利用者負担はさらにふえることが予想されます。施設や制度が
充実することに異議はないわけでありますが、年金制度のように受益と負担のバランスが果たして均衡が図られるの
か、心配をいたしております。介護保険特別会計では、平成１６年度利用者数が全国で４１３万６，３００人、給付総
額５兆５，０００億円、前年対比１１．６％増であります。このまま推移しますと、２０１２年には給付額が１０兆円
を超えることが見込まれております。当然保険料の改正、利用者負担増は避けられません。そこで２００６年度以降、
国の考えとして検討が進められているのが、施設利用者を要介護度４以上にしようという案であります。これが実施さ
れますと、要介護度３以下の人は当然入所できなくなります。ちなみに今の施設入所者の全国平均要介護度は３．８で
あります。将来を見据えれば、何らかの対策が当然必要になってまいります。
　そこで検討していただきたいことは、今回の介護保険法改正の中に、各市町村が独自に地域の事情に応じた地域密着
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型サービスの創設、すなわち市町村判断で実施可能な新しいサービスを導入できるよう検討されているということであ
ります。今の施設介護と在宅介護の中間的な役割を担う小規模多機能サービスをいま一度真剣に検討していただきたい
ということであります。これも昨年６月定例会で質問をいたしましたが、市長もこの意見に賛同をいただき、将来は小
学校区単位で検討したいということであったと思います。
　さらに、今回検討いただきたいことは、従来の介護保険法のもとでの小規模多機能サービスでは、地域密着型でいい
わけでありますが、結果的にはコスト削減につながっていないように思います。今回提案したいのは、特区を使って、
１つには、低所得者用にもっと簡易な施設運営ができないものか。
　２つには、施設利用者を介護認定者に限定せず、必要であれば託老者の役割を担ったり、独居生活者の共同生活の場
としての提供など弾力のある施設として考えられないのか。
　３つには、介護保険法に縛られることなくある程度自由に、例えば社会福祉協議会等の協力を得ながら、その地域で
手のあいている人が、たとえ無資格であっても有償ボランティアを行い、雇用の創出をあわせて考えられないかという
ことであります。介護の理念であります住みなれた場所で地域の人たちの手によって介護を助け合うことが本来あるべ
き姿だと考えます。規制緩和することによって介護報酬額を抑え、強いては利用者負担を抑えることによって、とりあ
えず収入の大小にかかわらず、だれでもが安心できる最低の仕組みづくりを検討すべきだと思いますが、理事者の考え
をお伺いしたいと思います。
　最後に、イノシシ害獣駆除特区について質問いたします。
　イノシシあるいは猿、鹿等による農作物の被害は、全国的に年々被害総額がふえて、関係者の頭を痛めているところ
であります。昨年１年間でイノシシによる被害総額は、全国で約５０億円に上ると言われております。被害届を出して
いないものを含めますと、その額は何割もふえることと思います。先般ある会合で市民の方より次のような意見があり
ました。
　今のような状況で害獣による被害がこれ以上続くと、生産者としての生産意欲が損なわれかねないが、効果的な対応
を検討しないということは、行政の怠慢ではないかと、このように申されました。もちろん行政としても手をこまねい
ているわけではなく、補助金をつけて対応されているわけでありますが、現実問題として、それほど効果が上がってい
ないのも事実であろうと思います。
　そこで、さっきの話の続きになりますが、では一体行政に何を期待されますかと質問いたしましたところ、基本的に
は自分の農地は自分で守らなければならないが、今の法律ではそれができなくなっていることに問題があると指摘され
ました。早速資料を、これは昭和３８年から名称が変わりまして、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、これを
調べてみますと、確かに捕獲はだれでもできるわけでなく、基本的には狩猟免許を持っている人でなければできませ
ん。また、その捕獲に対しても許可が必要になっております。当然ながら、だれでもが捕獲できるわけでもなく、いつ
でも捕獲できるわけでもありません。
　また、猟友会等の駆除班があって、こことの関係もあり、個人の思うようにならないのは確かであります。昭和４０
年代に狩猟人口の急激な増加が原因で、さまざまな規制が加えられました。次代は移って、今は狩猟人口も減少し、同
時に高齢化いたしております。今の鳥獣保護及び狩猟に関する法律の改正を行う必要性を感じますが、法律の改正は
我々ではできません。早急に対応していくためには、狩猟に関する規制緩和のための特区申請しかないと思いますが、
理事者の考えをお伺いいたしまして、私の質問を終わりたいと思います。
○二宮教育長　それでは、私の方から、中学校の歴史教科書の採択についてと、それから教育特区について、この２点
につきましてお答えをいたします。
　まず、中学校歴史教科書の採択結果についてでございます。
　中学校が平成１８年度から使用する教科書については、まず愛媛県の採択状況を申し上げますと、もう既に新聞等で
ご案内のとおりでございますが、県内１１ブロックともに東京書籍の教科書を採択しております。
　次に、西予市の採択に至るまでの流れでございますが、西予地区教科書採択協議会を開催いたしまして、教科書選定
の諮問を行います。同時に調査委員の人選及び委嘱を行います。これによりまして調査委員による調査研究を行いま
す。
　次に、選定委員会を開催しますが、この選定委員には、教育委員、学校関係者、保護者で構成をされております。こ
こでは調査委員の調査研究結果をもとに幅広く意見が交換されまして、教科書採択の選定についての答申意見がまとめ
られます。
　次に、８月２３日に臨時教育委員会を開催いたしまして、その答申を受け審議をされ、歴史教科書は東京書籍と採
決、決定をいたしました。
　採択理由としましては、資料の見方や調べ学習の手法を紹介し、歴史の学び方を身につけることができるよう内容が
選択されております。また、主体的な活動を促すような配慮がなされております。
　また、全体的にバランスがよく、極めて適切な教科書であると判断し、全会一致で採択したわけでございます。
　次に、教育特区についてでございますが、ご案内のとおり大野ケ原小学校は、昭和４１年ブロック積み建築による建
物であり老朽化が著しくなっております。耐震診断の対象外で早急に対応を迫られておりますが、少子化の問題また財
政的な問題等、そしてまた通学距離の問題等、多くの課題が山積しております。教育委員会といたしましても、今年度
耐震度優先調査を実施しております。その結果をもとに今後中・長期的な計画を立てまして、施設の維持管理を行って
いく必要があると思います。今回、教育特区と言われますが、小学校の設置基準第８号には、面積等は４０人以下では
５００平米以上となっておりますが、ただし地域の実態その他により特別の事情があり、かつ教育上支障がない場合に
はこの限りでないということになっております。ちなみに現在の大野ケ原小学校では４２３平米、惣川小学校では８５
２平米となっております。公共施設は、また災害時の避難場所となることを含めぬ施設について大野ケ原小学校に限ら
ず、特区を視野に入れながらも国庫補助事業として柔軟な発想で検討しなければならないと考えます。現在教育委員会
では、将来的な展望に立って幅広く多くの意見を伺いながら検討すべく検討委員会の立ち上げを準備しておりますの
で、ご理解をいただきたいと思います。
　以上でございます。
○三好市長　おはようございます。本日は傍聴の方々も最初女性の方ばかし来ていただき、女性の方だけかなと思って
おりましたら、後からお二人男性の方が来ていただき、とにかく傍聴をこのように来ていただきますと、私どものこの
一般質問も熱が帯びるわけでありまして、ぜひとも今後とも来ていただきたいと、このように思っておるところでござ
います。
　それでは、元親議員の歴史教科書に対する私の所見についてということで答えをさせていただきたいと思います。
　以前家永――東京教育大学今の筑波大学でございますが、その教授が教科書の選定裁判がありました。今日の問題は
歴史教科書の採択の是非を問う問題提起でありまして、隔世の感がする次第でございます。歴史上の事象については、
歴史を科学するという史観がありましたが、これは私は非常に誤謬を招いたと、このように思っておるところでござい
ます。歴史上の事象を客観的にとらえる一方、歴史はヒストリーの側面があることを知る必要、知らしめる必要がある
と、このように思います。６月定例議会において元親議員の再質問に対して回答させていただきましたけれども、我々
は歴史の傍観者たる以前にまず歴史的存在であること、すなわち歴史はその関係性の上で一瞬一瞬で千変万化するもの
であり、その意味で歴史はたった一つの史観で理解すべきでないと言いましたが、今回の歴史教科書採択問題は、ある
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意味では歴史にはいろいろのとらえ方があることを周知されたと、このように思っております。私は教育には市長が介
入すべきではないという考えを持っておりまして、それを当然ながら旨としてここまでやってまいりました。今回の教
育委員会の判断を尊重していく方針であります。
　以上であります。
○松本生活福祉部長　それでは、有償ボランティア介護サービス特区についてお答えをいたします。
　介護保険制度は平成１２年からスタートをし５年が経過をいたしました。この間介護や支援の必要な人を社会的に支
える仕組みとして着実に浸透、定着してまいっております。新介護保険法は制度全般にわたる見直しが行われ、去る６
月２２日に法律が改正されたところであります。今回の改正の背景には、１０年後にはかつて経験したことのない超高
齢社会が到来し、さらにひとり暮らし高齢者や認知症高齢者の増加が予想されております。
　また、全国で過去５年間の要介護認定者が２０６万人増加し、介護保険に要する総費用は毎年１０％を超える伸びで
膨らんでいる状況であります。このままでは国、県、市町村の財政を圧迫するとともに、被保険者が支払う介護保険料
の高騰にもつながることが懸念されますので、安定した介護保険制度が持続できるよう改正されたものであります。今
回の改革は予防重視型システムへの転換や施設給付の見直し、負担のあり方など５つの改革に取り組むことが特徴であ
ります。議員ご指摘の２００６年度以降の施設利用を要介護４以上にする改正につきましては、改正されておりませ
ん。したがいまして、要介護３以下の方も従来どおり施設入所は可能であります。
　西予市におきましては、平成１２年度における要介護認定者は１，８８０人でありましたが、平成１６年度末で２，
４９０人となり３２．５％の増となっております。平成１６年度の在宅介護件数は延べ４万５，５８５件で、平成１２
年度対比６３．３％の増、施設介護サービス件数は延べで７，３８０件で、１２年度対比１３．１％の増となってお
り、在宅介護サービスの増加が顕著であります。
　なお、当市の施設介護サービスを受けておられる平均要介護度は３．５６になっております。
　また、平成１６年度の居宅と施設介護サービスの総支給額は年間で３５億５，８００万円で、１２年度対比３８．
５％の増となっております。
　さて、地域密着型サービスについてのご質問でありますが、国は今回の改正で地域密着型サービスを創設いたしまし
た。これは要介護者を住みなれた地域で生活できるように支えるため、身近な市町村の中で提供されるサービスが適切
であるとの判断で創設されたものであります。介護保険法における地域密着型サービスには６種類ありますが、そのう
ちに小規模多機能型の居宅介護があります。居宅要介護者に自宅かあるいは身近な施設に通わせるか、短期間宿泊させ
入浴、排せつ、食事等の介護や日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスであります。全国で先駆けて整備いたし
ましたあんしんの家がこのサービスに該当いたします。特区を使ったもっと簡易な施設運営をご提案いただきました
が、ボランティアを巻き込んだ地域ぐるみの介護体制をつくっていくことは、非常に大切であるだろうと認識いたして
おります。
　しかし、一時的なサービスの提供であれば、ボランティアの協力による運営も可能でありますが、施設を長期に運営
していくためには、介護報酬からの安定した財源が必要でないかと考えております。介護サービス事業所は愛媛県の認
可が必要でありますが、施設の基準に該当していて一定の人的配置があれば、事業所として西予市が認定する制度もあ
りますので、特区申請が必要であるのかどうか、研究をしてみたいと、このように考えております。
　西予市では有償ボランティアの協力を得て介護予防地域支え合い事業を展開いたしております。これは介護状態に陥
らないための予防事業でありまして、要介護認定を受けていない方を対象とした事業であります。それぞれの地域に合
った事業を展開するため、多彩なメニュー事業の中からニーズに合った事業を選択し、事業の拡充を図りながら進めて
おります。したがって、有償ボランティアの協力につきましては、資格や経験等から判断して、行政が行う介護予防や
地域支え合い事業への協力をお願いしていきたいと、このように考えております。
　以上、答弁とさせていただきます。
○大森産業部長　それでは、イノシシ有害獣駆除特区のご質問にお答えをいたします。
　有害鳥獣による被害は、気象条件、生息環境の変化、過疎化による農村環境の変化などにより、近年特にイノシシに
よる農産物の被害が年々深刻化し、その被害面積は１５０ヘクタールに達しておりまして、抜本的な防止対策の推進が
重要な課題であります。このような状況を現状を踏まえ、市といたしましては侵入防止対策として電気さく、防護ネッ
トなどによる整備を推進し、被害軽減を図るとともに、捕獲対策として銃器、網、わなによる地域の実情に応じた対策
を講じているところでございます。平成１６年度における有害鳥獣捕獲事業の状況は、イノシシで６５８頭に達してお
り、効果的な捕獲実施に努めているところでございますが、抜本的な解決に至っていないのも現状でございます。
　ご質問のイノシシの駆除特区についてでございますが、平成１５年環境省の通達に構造改革特別区域法の構造改革特
別区域方針に基づく特例に関する措置及びその適用を受ける事業に有害鳥獣捕獲関係が適用されることとなり、有害鳥
獣の捕獲に際して、要件はありますが、網、わな猟の免許を受けない者も認めることができる特例があります。ご指摘
のとおり、自分の農地は自分で守るのが基本であり、農家がみずから防衛する取り組みを支援して被害の大きいイノシ
シなどの捕獲を促進することは重要であると考えております。
　しかしながら、狩猟の従事には事故防止などの安全確保が不可欠であります。この特区についても安全性の確保を強
く求められておるところであります。地元猟友会など関係団体の協力が得られ捕獲チームを結成するなど、地域一体と
した取り組みができるようであれば、市としては本特例を含めた特区について検討をしていきたいと考えております。
　以上、答弁とさせていただきます。
○５番元親孝志君　教科書採択につきまして１点だけ質問をさせていただきたいと思いますが、今ほど教育長から採択
結果の報告をいただきましたが、今回の歴史教科書の問題は、はっきり言って東京書籍を採用するかあるいは扶桑社版
を採用するか、この２点であったと思います。そこで愛媛県下の状況を見ますと、今教育長が言われましたように、１
１ブロック市町教育委員会はほぼ全会一致で東京書籍を採用されております。片や愛媛県教育委員会は全会一致で扶桑
社版を採択されております。愛媛県の教育委員会、県と市町教育委員会が、いわば１８０度違った見解を出したという
ことになるわけですが、これに対して我々市民とすればどのように理解をしたらいいのか、この点をお伺いしたいと思
います。
○二宮教育長　ただいまの質問でございますが、県立学校と市町村立学校の教科書の違いということなんですけども、
１１の市町村の教育委員会と県との関係でございますが、我々それぞれ独自にそういった採択委員会を設け、独自に研
究して決めた結果ですから、これは全国的に見ましても、どこの教育委員会がこういうことであったということの現実
はやっぱりそのとおり踏まえていただきまして、今後の向こう４年間は今年採択した教科書を使っていくということで
ございます。この決定権があくまでもそういった市町村の教育委員会にあるんだということをご理解願いたいというふ
うに思います。
○５番元親孝志君　それでは、第２点目といたしましては、大野ケ原小学校の改築工事について再質問させていただき
たいと思います。
　今ほど教育長の答弁を私なりに解釈しますと、下手すれば今の大野ケ原小学校の児童数からして、場合によっては将
来的に学校の統廃合もあり得るということも含めて検討中であるというふうに解釈をしたわけですけれども、私は思う
のに、小学校という数の上からいえば、合理的にやれば確かに下の惣川小学校もわずかですから、統廃合も当然理論上
は可能であると思いますが、やはり小学校に関しては、たとえ１名であっても、そこに学校を残すというのは、やはり
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私は地域行政の中でそうあるべきだろうというふうに思っております。それを維持するために、私はこれを考えながら
思い出したんですけども、瀬戸内海の小豆島で「二十四の瞳」という映画が終戦後大変ヒットいたしました。やはりあ
あいうことを一つのモデルとして、またあの映画は我々に生きる力を与えてくれたわけですけれども、やはり小さな小
学校は小さな規模で、なおかつ統廃合という数の論理に従わないようなやはり学校運営をしていただきたいということ
で、あえて私は改築工事を検討していただきたいというふうに思うわけですが、再度質問いたしまして終わりたいと思
います。
○二宮教育長　確かに小さな小学校はそれなりのきめ細やかな教育ができる環境があろうと思います。もう既にご案内
のとおり、西予市内の少子化の進みぐあいというのは非常に大きいものがございまして、昨年１年間で生まれた子供は
西予市内で２８６人でした。このような状況になってきております。市長も常に申しておりますように、今の小学校は
当分の間維持をしていくということでございますので、我々もそれを受けとめております。
　しかしながら、中・長期的に考えていきますと、やはりこれだけ子供が少なくなると、そこらも視野に入れながら考
えていかなければいけないと思います。例えば大野ケ原小学校の状況を見ますと、普通教室の広さなんかもそれなりに
考慮されておりまして、５メーターの６メーターの約３０平米の普通教室、これ一般的に言いますと、６０平米前後が
普通教室の広さでございます。だからそういったことも含めながら今後３２の市内の小・中学校の改築等につきまして
検討委員会を立ち上げて、今後総合的に意見を聞きながら進めていきたいというふうに考えておるところでございま
す。
○１２番藤井朝廣君　おはようございます。議長より質問の許可をいただきましたので、２点の質問をさせていただき
ます。
　まず１点目は、西予市のごみの処理の問題についてお伺いいたします。
　西予市では現在ごみの処理に人件費と工事請負費を除いて年間約６億円の費用をかけていると伺っております。市長
はこのごみの処理問題について、年間に１億円の削減を目標にしているとも伺っております。ご存じのようにごみは大
きく分けて可燃ごみと不燃ごみに分離されます。まず可燃ごみについては、旧宇和町の場合、現在八幡浜市に年間約
３，０００トンの処理をお願いしていると伺っております。一方、旧野村町と旧城川町では、野村の焼却処理施設での
処理をしており、この処理施設の焼却処理能力は、現在１日当たりバッチ運転でありますが、８時間稼働約１０トンの
焼却処理をされております。施設職員さん等の勤務体制などを考慮しなければならない点もあると思いますが、例えば
これをバッチ運転１０時間稼働に切りかえができたとしますと、１日当たりの焼却処理量は約２．５トンの増、年間２
５０日稼働したとしますと約６２５トン増の焼却処理が可能となり、旧宇和町の可燃ごみの約２０％を野村のごみ処理
施設への転換ができ、処理の費用もやはり２０％の削減になると、私は試算しております。
　また、不燃ごみにつきましては、現在西予市５町それぞれに収集分別の方法が異なっているのが現状で、例えば廃棄
プラスチックを例に挙げますと、国民１人当たり平均約４７０グラムの廃棄プラスチックが出されていると言われてお
ります。これを西予市全体に換算いたしますと、年間約３２０トンの廃棄プラスチックを一般廃棄物として処理してお
ります。平成１７年度の当初予算に計上してあります廃棄プラスチック処理機を今年度より稼働し処理する予定と伺っ
ておりますが、西予市全域での出る廃棄プラスチックの処理が可能な処理機を購入しようとしているにもかからわず、
現状の処理計画では、旧野村町、旧城川町２町から出る約７５トンのみの処理で、あとの３町においては、一般廃棄物
としての処理を余儀されなくなっております。このことは多額の投資をするにもかかわらず、その処理能力を最大限生
かすことはできないものととらえ、私は非常に憂慮しております。廃棄プラスチックを一般廃棄物として処理いたしま
すと体積で換算されるため、従量の約５倍の体積となり、廃棄プラスチックとしての処理と比べますと、その分費用も
多くかかりますし、西予市全体での分別収集の統一が現実のものとなれば、日本リサイクル協会での処理がお願いで
き、環境にも優しく市民全体でのリサイクル活動の意識も高まり、処理費用の削減も可能になると思います。このこと
について西予市全体でのごみ処理方法について専門委員会を計画し、費用対効果も含め西予市のごみ処理についてもう
一度見直し、西予市全体での統一かつ一括しての処理のできるリサイクル施設を計画してはいかがでしょうか。
　次に、西予市における墓地についてお伺いいたします。
　現在西予市におきましては、墓地の不足が考えられます。財政の厳しいときでありますが、旧宇和町におきまして
は、昭和４５年神領団地造成に始まり、平成１６年のみどり団地までに８７７区画の宅地が分譲されてきました。こう
いった現状を踏まえて、新しい世代の人たちにおいては、墓地は持ちたいけど個人での墓地の造成は不可能に近く、現
実にはならないという声も聞かれます。このことについては、西予市全体で計画をするべきではないかと思います。宇
和町では、最近何十区画の墓地の分譲販売がありましたが、即完売とも伺っております。西予市に在住していながらに
して、墓地だけを他の市町に構えなければならないというのが現実ではないでしょうか。そのため西予市の市営墓地を
計画していただいたらいいと思いますがいかがでしょうか。
　以上で終わります。
○松本生活福祉部長　それでは、最初の西予市のごみ処理についてお答えをいたします。
　西予市におけるごみ処理に要する予算は、９月補正で８億円を超えて、財政に与える影響は非常に大きくなっており
ます。
　さて、旧野村、城川の可燃ごみにつきましては、野村クリーンセンターで処理を行っております。野村クリーンセン
ターは平成５年８月稼働で処理方式は先ほどありましたバッチ燃焼方式で、処理能力１日８時間、１０トンの焼却炉で
処理を行っております。この焼却炉は稼働後１０年を経過しており、焼却炉が１炉であります。八幡浜市の広域処理の
受け入れ先が旧明浜町、宇和町、三瓶町と限定されているため、野村クリーンセンターの施設が故障した場合は、旧野
村町、城川町の可燃ごみの受け入れ先は今のところございません。そのため修繕時におきましては、ごみピットによる
調整で対応せざるを得ない状況であります。平成１６年度焼却処理実績は年間２，１４６トンで、前年度と比較いたし
ますと４２１トンの減の状況であります。議員ご指摘の野村クリーンセンターのバッチ運転１０時間稼働につきまして
は、効率的にということで、本年７月から宇和町の可燃ごみのを月量３０トン搬入し焼却いたしております。７月の施
設管理状況といたしましては、１日平均運転時間が１０時間で、１日平均焼却処理量が１１．５８トンの状況でござい
ます。
　一方、平成１６年度における不燃ごみの排出量は年間約１，６００トンであり、処理費用が１億７，６００万円とな
っております。そのうちに占める廃プラスチックは年間約２２０トンと推計されます。野村、城川におきましては、別
途回収をしておりますが、明浜、宇和、三瓶町につきましては、ご指摘のように一般廃棄物としての収集処理を行って
おります。本年度導入予定の廃プラスチック処理機の処理計画は、当面野村、城川の処理といたしておりますが、今後
は西予市全体の処理を行うための導入でございます。ご指摘のように西予市全体でのごみ処理方法、広域処理等を考慮
に入れ、市内の統一した分別収集等見直しなど環境専門委員会を立ち上げ、費用対効果も含めて西予市全体を処理でき
るリサイクル処理計画の検討をいたしたいと、このように思っております。
　本年度は市の環境行政に対する理解やごみの減量化の推進を図るため、環境委員３４５名を委嘱し、事業の推進を図
っているところであります。
　また、ごみを減量し、ごみ処理費用１億円の削減を目指し目標に掲げ、市民と一体となった運動の展開を進めてまい
ります。
　次に、西予市における墓地についてお答えをいたします。
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　市営墓地につきましては、現在西予市が管理する墓地としては、宇和黒瀬霊園１２４区画、三瓶の安土墓地が５３区
画と蔵貫墓地１７区画がございます。契約状況につきましては、黒瀬霊園が１２区画、蔵貫墓地が６区画、合計１８区
画が未契約となっている状況であります。墓地埋葬に関する法律の施行規則で、個人が墓地を造成することはできませ
ん。ご指摘のように宇和町の団地化に伴う墓地計画の必要性や南予の中心として他市町村の流入も見込まれるなど墓地
の整備が必要となっております。西予市といたしましても、東宇和・三瓶町合併協議会による旧宇和町の市町村建設計
画の中で、平成２２年度に霊園公園整備事業を計画いたしております。今後市民の要望または社会情勢の変化等により
実施年度の見直しなども含めまして、霊園建設の推進に取り組んでいきたいと考えております。
　以上、ご答弁とさせていただきます。
○１２番藤井朝廣君　墓地の件に関しましては、２２年ということであと５年ありますが、できるだけ早くしていただ
けたらと思います。
　それと、野村町の１１．５８トンと言われましたが、それは宇和町のも入れて１１．５８トンだと思いますが、これ
はあと何トンぐらい、時間延長でやれば、やっぱり十二、三トンまでは処理できるんでしょうか。
　それともう一点、例えばリサイクルセンターへ廃プラをとっていただいたのと、一般廃棄物として処理したのでは、
例えば野村町の場合だけでいいですけど、どのぐらいの金額がされているか、お伺いいたします。
○松本生活福祉部長　ただいまの質問でありますが、残りどれくらいの処理ができるかということでありますが、単純
に計算いたしますと１２．５トンではありますけれども、これは焼却炉が１炉であるために、修繕等を要するような状
態になる場合もありますので、今の段階では、現在３０トンの搬入でありますけれども、幾分かはまだふやせる状況で
あろうと考えております。
　それと、西予市の負担の差額につきましては、これは運搬料を含めておりませんけれども、計算いたしますと２，７
００万円ぐらいになろうかと思います。
　以上です。
○１２番藤井朝廣君　最後に１点だけ。
　市長が言われる年間１億円の削減の目標、もしよければこれをこうやって１，０００万円、これをこうして５００万
円というふうな、例えば計画とか目標がありましたら、もしわかる範囲でいいですからお伺いしたいと思います。これ
だけで２，８００万円か３，０００万円出るんですから、市長の言われる１億円は余り難しい話じゃないかというよう
に私は考えますが、できる範囲、お願いいたします。
○松本生活福祉部長　１億円の削減につきましては、現在のところ目標とはいたしておりますけども、具体的な計画は
どのようにしていくか、まだ今後専門委員会を立ち上げての検討をしていくということであります。その方法等につき
ましては、まず考えられますことが、家庭から出てくる生ごみを削減していくとか、そのような方法を十分考えていく
必要があるだろうと、このように考えております。
○８番森川一義君　皆さんおはようございます。通告により質問をいたします。
　最初に、職員の給料と賞与、特別職の給料、議員の報酬の引き下げ及び電算機の委託料、リース料の削減について質
問いたします。
　合併をして１年と５カ月余りですが、合併はしたけれども何もよいことはないと市民は考えております。税金や保育
料がふえ、福祉にもしわ寄せが来ていると苦情を言っているのが実情です。
　また、電算機がふえているのに職員が減っていないのはどうしてかと疑問に思っているのです。実際にソフトウエア
開発保守委託料３，８００万余円、電算機保守委託料４，１４８万２，０００円、電算システムリース料７，２３７万
１，０００円などで電算機の委託料、使用料を合計しますと１億７，０７８万３，０００円となります。委託料、リー
ス料の削減を研究できないものでしょうか。普通機械を導入すれば、人件費が削減されると考えるのは当然だと思いま
す。すぐには無理でも、何年か後には削減できる方向に鋭意努力すべきです。
　平成１７年度３月議会において敬老年金の毎年の支給から１回のみの支給に改められました。
　また、はり・きゅう及びマッサージ等施術費助成受給対象も住民税非課税世帯の人に限定されるようになりました。
今この不景気なときに税金の増収は見込めないので、経費は徹底して削減しなければいけないでしょうが、内容につい
てはもう少し改善すべきだったと思っています。合併の大きな目的の一つは、行政の合理化と効率化ですが、弱者の切
り捨てになってはいけません。市長がいつも言われている夢のあるまちづくりに市民は期待をしているのです。中には
予算の９９％が人件費である課もあるのです。平成１８年度には財政調整基金も底をつく状態になると思います。財政
が逼迫する前に思い切って職員の給料、賞与を２％、特別職の給料５％、議員の報酬を５％削減してはどうでしょう
か。職員の給料と賞与２％の削減で約６，８５２万円となります。特別職の給料と議員の報酬５％削減で約１，０４６
万円となり合計で約７，８３０万円削減できるのです。宇和町内のある小さな会社では仕事が減り、それによって会社
の維持が難しくなったことから、給料が３割カットされたところもあるのです。基本的に会社と市役所とは違います
が、市長は市民の困る生活をよく理解し、今から市民はますます困り、生活が苦しくなるかもしれません。今後仕事が
ふえて景気がよくなる可能性は極めて少ないのです。職員、理事者、議員が率先して経費削減に取り組むべきです。理
事者、議員の中には、自分たちの給料や報酬が減るのはだめだと反対をする人はいないはずです。
　また、国、地方を通じて非常に厳しい財政状況を市民によく理解してもらうためにも理事者と議員がまず最初にこの
計画を実行し、削減をしてはどうでしょうか、市長の考えをお聞かせください。
　次に、道路の拡幅について。
　予算がつかないのかわかりませんが、石城小学校の前の道路を石城駅へ向かって車を走らせていると急に狭くなり、
ガードレールに車をぶつけそうになります。伊延の県道を車で走っていてハンドルを急に切らないといけないところも
あります。明石にも１カ所あります。仕事を途中で投げ出したような形です。合併をして人々の交流も深まり、初めて
通る人がスピードを出して走ったときには交通事故の原因となります。平成１４年に道路の拡幅工事をしているところ
で、橋だけが狭くて、橋の欄干に車をぶつけて死亡した青年がいましたが、橋が広くなっていれば、死亡しなかったか
もしれません。高速道路が開通しても通勤時間帯には国道は渋滞しています。少しでも国道５６号線の車の流れをスム
ーズにするために、伊延・野田線の久枝から別所の間の道路を拡幅して２車線にして、宇和島方向と標識を取りつけれ
ば、八幡浜や三瓶の人たちが宇和島方向に行くときでも国道や商店街を通らなくてもスムーズに走れるようになりま
す。通勤時間帯になるとひまわり団地横の河川敷の道路が混雑してしまうので、久枝の道路を走る車がふえてきていま
すので、一日でも早く拡幅工事をすべきです。
　市民の人にＪＲ卯之町駅裏の河川敷の公園は何のためにあるのですかと聞かれましたが、私には答えられませんでし
た。草だらけの大雨になれば土砂がたまってしまい、車で走っていると乗用車の屋根まで土を跳ね上げることもありま
す。県にお願いして２車線の道路にすることはできないのでしょうか。無理をして２台すれすれで走る車を見かけま
す。公園で遊んでいる人は余り見かけません。何のための公園なのか、わからない人が多いはずです。人が来てないと
いうことは、必要のない公園だと思います。県の職員が草刈りをしているのも見かけません。草だらけなら、道路とし
て２車線にして土地を有効に使うべきですが、市長の考えをお聞かせください。
　最後に、西予市の将来を担う人材の育成と表彰について質問いたします。
　昨年行われた市政懇談会において市長は、町の職員ではなく市の職員であってほしいと考えを述べられましたが、職
員を指導する課長、部長が先に立って行政のプロとしての力を発揮しなければいけません。双海町の若松進一氏は、県
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内外に宿泊出張していない限り毎朝５時に起きてシーサイド公園に出かけ８時まで清掃をするのが日課となり、ボラン
ティア活動を続けているそうです。双海町外では町長よりも若松進一氏の方が名前が売れていました。よい指導者はよ
い後継者をつくると言われています。西予市の職員の中から若松進一氏のような行動力のある人が育たないものでしょ
うか。市民のだれが見てもこの職員は仕事ができると認める人、市長が将来市長を追い越すような人材をどのように育
てる考えでしょうか、お伺いいたします。
　江戸時代末期、吉田松陰は１年余りの間に明治維新功労者となった多くの人材を育てました。薩長同盟に功績があっ
た坂本龍馬に脱藩を勧めたのも久坂玄瑞であると言われ、坂本龍馬が脱藩をしなければ薩長同盟はできなかったかもし
れません。明治の時代を謳歌した多くの人たちが松下村塾から育っていきました。西予市はこれから市長、助役、収入
役、教育長、部長の腕の見せどころです。私が小学校４年のときの担任の先生は、給食の時間に給食を食べずに自分の
机で本を読んで私たちに聞かせてくれました。私たち児童は給食のときも授業を受けていたことになります。今このよ
うな教育熱心な先生がおられるでしょうか。時は金なりといいますが、私たちは給食を食べながら成長をしていきまし
た。その１年間は給食の時間が楽しみでした。今思えば学校教育の大事さを改めて考えさせられます。そのクラスの中
から東京の中学校の女性校長や自衛隊の陸曹など立派な人間が出ています。子供たちと一緒に成長していく先生、授業
のプロがふえることを願っています。生徒指導のプロと思う先生を父兄が選んで市長に推薦をして表彰してはどうでし
ょうか。先生方も今以上に教育に情熱を注ぐと思います。県内のある会社では、一般社員に１カ月に１冊以上、管理職
には２冊以上の本を読んでレポートを提出義務づけているところがあります。人格と教養を身につけて、会社と社会の
役に立つ人間になるようにという社長の考えだそうです。その会社では、月に１回、近所の道路や川の清掃をしている
ようです。会社でも市役所でも上に立つ人間によって下の人は伸びていくのです。今は企業でも将来の人材確保のため
に会社で大学をつくるところがふえています。トヨタ自動車の大学などは優秀な生徒が多いので、就職率は１００％だ
ということです。西予市でも優秀な生徒がいると思います。宇和中学校生徒会が４０年間の清掃ボランティアを評価さ
れて、社団法人日本善行会から環境美化の部門で日本善行賞を受賞しましたが、他の手本となる個人や団体は市長が表
彰して、よい活動は長く続くよう応援してはどうでしょうか。小学校、中学校のころから人の役に立つ人間を育てると
いうことは大事なことです。西予市でも市役所の職員の影響で、市民の生活が少しでもよくなることを願って、私の一
般質問を終わります。
○森総務企画部長　森川議員の委託料、リース料の削減についてのご質問にお答えをいたしたいと思います。
　電算機等の委託料につきましては、議員ご指摘のとおり大変高額となり、心配をおかけしていますが、職員が業務を
遂行する上で必要なシステムの保守であり、このシステムの不備は業務の停滞と住民サービスの低下につながりますの
で、管理には専門の技術者を要するものであります。委託料の削減につきましては、何ていいますか、業者の言いなり
になるのではなく、値引き交渉はもちろんでありますが、端末の設置、移動、配線、修繕等職員でできる作業につきま
しては、できる限り職員で行うよう努めていきたいと考えております。
　次に、リース料でありますが、現在の機器は主に５年リースとなっており、５年経過後には現在の１０分の１のリー
ス料となります。したがいまして、できる限り機器の整備を行い、少しでも長く使えるよう職員によるメンテナンスを
行っていきたいと考えております。
　以上でございます。
○三好市長　森川議員の質問についてお答えさせていただきます。
　その中でちょっと気になりましたので一言先に言わさせていただきますが、福祉の弱者の切り捨てはいけないという
言質がありました。私の基本的な考え方は、福祉のばらまきはだめであるということを言っているわけでありまして、
困難な人に対しては、福祉の手を差し伸べるのが根本であると、このように思っておりますので、ぜひその辺のところ
はご理解をいただきたいと、このように思っております。
　それでは、職員の給与の引き下げと特別職、議員の給料及び報酬の引き下げについて回答をさせていただきたいと、
このように思います。
　職員の給与引き下げと特別職、議員の給料及び報酬の引き下げについてのご質問の中で、まず職員の給与でございま
すけれども、平成１１年度以降５年連続で特別給の年間支給月数が対前年比マイナスとなっております。平成１４年度
以降２年連続で給料の引き下げとなりましたが、昨年は景気の回復傾向を背景として前年の水準が維持されたところで
ございます。
　ところで、人事院ではことしの８月１５日付で情勢適用の原則に基づいて国会及び内閣に対して国家公務員給与の改
定を勧告されております。内容につきましては、俸給表の改定率がマイナス０．３％、配偶者に対する扶養手当の給料
月額を５００円引き下げ、期末勤勉手当は民間の給料割合に見合うように０．００５カ月分引き上げることとなってお
ります。給与構造の改革については、昭和３２年に現在の給与制度が確立して以来、５０年ぶりの大改革でございまし
て、平成１８年４月１日から年功的な給料上昇を抑制し、職務・職責に応じた俸給構造への転換を図るため、行政職給
料表の現行１級、２級及び４級、５級の統合と俸給表の水準を平成１８年度から平成２２年度までに平均４．８％引き
下げ、特に中高年齢層は７％引き下げる内容となっております。この勧告が次期国会で議決になれば、地方公務員にも
同様の勧告がなされるものと思われますが、今後は愛媛県の勧告に基づいて実施をしていく予定でありますので、ご質
問にありました２％の引き下げがなされるものと思っております。
　なお、参考でございますが、平成１６年度の西予市職員のラスパイレス指数は、国がこれを１００とした場合でござ
いますけれども、８９．１％でございまして、県内市の平均が９６．８％、県内市町村の平均が９３．７％で、県内の
市の中でも一番低い状況でございます。また、ことしの指数につきましては、１２月ごろに公表される予定でありま
す。
　次に、特別職の給料及び議員の報酬につきましては、合併協議会において大洲市をベースとして、大洲市の特別職の
給料、議員の報酬の９５％を充てることで決定いたしまして、現在に至っているところでございます。今後は、県内他
市の状況をかんがみながら、年度内に特別報酬等審議会を開催し、その答申に基づいて特別職、議員の適切な引き下げ
率を視野に入れ検討いたしますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げまして答弁とさせていただきます。
○安藤建設部長　道路の拡幅について答弁させていただきます。
　最初に、議員ご質問の県道の未改良区間につきましては、３路線、伊予・石城停車場線と伊延東・多田線、鳥坂・宇
和線この３路線ともに計画的に改良を進めていただいておりましたが、いずれの路線も未改良区間は用地の協力が得ら
れずに今日に至っております。西予土木事務所といたしましても、緊縮財政の中でも他の事業とのバランスを考慮しな
がら、残事業の実施に向けて努力する旨の回答を得ております。市といたしましても、今後は県に対しての要望とあわ
せて受け入れ体制の強化をしていかなければならないと考えております。
　次に、ご指摘の路線は久枝２区から別所の県道宇和・高山線までの市道旧町地区の１６０号線のことだと存じます
が、今回以前から強い要望のありました肱川左岸の旧町地区９６号線を今年度から３年間で宇和・三瓶線から宇和・高
山線までの延長約１，５００メーターの改良を計画いたしております。現在県と占用の協議を行っておりますので、占
用許可が取り次第工事を発注する予定であります。本路線の改良工事が完成いたしましたら、ご質問の久枝地区の住宅
密集地の渋滞も緩和されるものと考えております。
　続きまして、卯之町駅裏の広場につきましては、平成１４年度に愛媛県が施工し完成の後、当時の宇和町が占用して
管理をすることとなっております。これまで県職員と町の職員で毎年菜の花の苗や種をまくなど、広場の管理について
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努力をしてまいりましたが、苗や種が雨に流されるなど十分な管理ができておりません。今後は広場の管理とあわせま
して、先ほどの旧町地区９６号線に引き続きまして、本路線の旧町地区２２３号線の道路改良も計画していきたいと考
えております。
　以上でございます。
○別宮助役　森川議員の西予市の将来を担う人材の育成につきましてお答えをしたいと思います。
　西予市の将来を担う人材の育成につきましては、６月定例議会におきまして、浅野議員からの一般質問で、職員の意
識改革についてでお答えをいたしましたが、考える職員の育成が今後重要なポイントになってくるため、今年度策定い
たしました職員研修計画に基づきまして、職員の資質、さらに教養の向上によります職務遂行能力の増進と新たな市行
政に対応し得る職員の育成を図ってまいりたい、このように考えているわけでございます。現在までの職員研修の状況
につきましては、職員として基本的な研修を実施をしてまいりました。内容は、新規採用職員研修、採用５年目以下の
職員研修、さらには接遇研修を初め市町村中央研修、愛媛県研修所におけます専門研修等々、これに受講、参加をする
ことといたしております。今後は中堅職員研修、さらに管理職の研修を計画をしておるわけでございます。年度内に
は、人材育成に伴います基礎的な研修を実施をいたしまして、職員の意欲、レベルアップを図ってまいりたい。それに
よりまして市民の皆様の期待にこたえられる職員の育成に努めてまいりたい、このように考えておるわけでございま
す。
　以上でございます。
○河野教育部長　森川議員の西予市の将来を担う人材の育成と表彰についての２点目の表彰関係についてお答えをさせ
ていただいたらというふうに思います。
　先ほど議員が宇和中学校の日本善行賞を例に挙げて話をしていただいたわけですけれども、教育委員会としまして
も、こういったような児童・生徒あるいは一般の市民の方あるいは教職員、こういったような方の善行あるいはすばら
しい業績については、規則でもって表彰規定を設けておりますので、それによって表彰をしていきたいというふうに思
っております。
　表彰規定については、西予市児童・生徒、教職員及び西予市における教育・文化・体育・レクレーション等教育全般
にわたる振興のため、特に功績のあった個人または団体に対し表彰するということを３つの表彰規定を設けております
ので、それによって表彰をしていきたいというふうに思っておりますし、１６年度６１名の児童・生徒がこの表彰規定
によって表彰をされております。
　それからまた、森川議員の学生生徒時代の話をされましたけれども、現在も西予市３２の学校の中で、先ほど言われ
ましたような熱い思いで生徒指導をしておる、あるいは部活をしておる、あるいは不登校の生徒の家庭を毎日訪問して
おる、そういったような先生もたくさんございますので、紹介をさせていただいたらというふうに思っております。
　以上で答弁を終わります。
○８番森川一義君　総務部長にお伺いしますが、電算機のリース料５年償却ということですが、６年目からは金額が半
額ぐらいになるんでしょうか。
　それから、ほかの保守委託料などは、もうこのままずっと永久に続くというわけじゃないんでしょう。向こうと、業
者の方と交渉して、何年か後には減らしていくように努力してもらったらと思いますが。
○森総務企画部長　ただいまのご質問にお答えをいたしたいと思います。
　さきにも答弁の中で言いましたように、リース料は契約期間６年目からは安くなりますけれど、委託料につきまして
は、現在の内容を業者にお願いする以上、ずっと必要になってきます。しかし、契約の段階で、何といいますか、もう
一社にお願いしております関係で、ずっと業者の言いなりになるということではなく、見積もりが出ました段階で交渉
をいたして値引きをしておりますので、今後さらにそういうことは強力に進めていきたいと考えています。
　以上でございます。
○議長　暫時休憩をいたします。１０時４５分に再開をいたします。（休憩　午前１０時２７分）
○議長　休憩前に引き続き会議を開きます。（再開　午前１０時４５分）
○４番松島義幸君　おはようございます。議長より質問の許可をいただきましたので、通告に従いまして質問させてい
ただきます。
　まず１点目に、産業振興方策と産業創造戦略会議の位置づけについて。
　私は昨年の９月定例会において、第１次産業活性化の一環として、海産物の高付加価値化を目指した加工業の振興に
ついて質問いたしました。
　また、他にも定例会前に産業振興関係、特に第１次産業の振興について一般質問が行われていますが、答弁は産業創
造戦略会議において検討することでした。産業創造戦略会議は、農林水産業を市の基幹産業として位置づけ、市長の諮
問機関として産業、地域の現状と課題、地域産業に関する３点について検討、協議することを任務として、おおむね２
年間にわたり調査研究を行い、答申することとなっております。農林水産業の低迷に起因する商工業等を含めた産業全
般の不振について非常に憂慮しているところであり、産業創造戦略会議には大いに期待を有しているところでございま
す。
　さて、私は産業振興の重要なことは、所得の向上にあると考えております。そのためには、売る西予市の名前、商品
を売る、どうすれば買ってもらえるのかを基点として物事を組み立てていく必要があると思っております。全国的な成
功事例としては、大分県湯布院町は年間４００万人の観光客が全国から訪れ、高知県馬路村では、馬路村農業がユズ５
００トンの生産量で全国に３５万人の顧客を持ち、年間３０億円の加工品等の販売を行っております。西予市において
も、全国レベルを目標とした民間主導による西予市全般の販売プロジェクトチームを編成し、１０年間計画で既存の販
売網のネットワーク化や新たな販売チャンネルの確立とともに、地域イメージを含めた生産から販売までプロデュース
する必要があると考えております。資金は第三セクター方式とし、人選については成功の基本であり慎重を期するが、
決定後は一任がよいと思っておりますが、西予市の産業振興方策について市長の考えを伺います。
　また、その産業振興方策と産業創造戦略会議の答申の位置づけについても伺います。
　２点目に、国道３７８号の早期整備について。
　全国道路ネットワークは市の骨格であり、住民の暮らしと経済を支えています。西予市において人の移動や物流など
担う交通機能は、地域間交流の大動脈であり、効率的で質の高い創造的なまちづくりには、道路や関連施設の適切な整
備が必要不可欠であります。このような中、西予市の海岸部を結ぶ国道３７８号線は、全国的にも極めて劣悪な状況に
あり、地域住民にとって危険、不安、不便を余儀なくされているところでございます。海岸部の発展のためには、道路
整備計画を早急に策定していただき、年次計画的に整備を進めていかなければならないと考えております。現在、計画
においてされている俵津バイパスについては、路線発表に伴い予算化されていますが、一部漁業者の漁業補償の問題で
工事が着工できない状況となっています。地区住民からも不安視する声が出ておりますが、進捗状況はどのようになっ
ているのかと思います。
　また、この漁業補償問題で工事の着工が難航し、俵津バイパスのみならず、他の工区にも大きく影響するようであれ
ば、工区の優先順位を含め再検討する必要があると思いますが、この点についても市長の考えを伺います。
　以上で終わります。
○大森産業部長　それでは、松島議員１点目、産業振興方策と産業創造戦略会議の位置づけについてのご質問にお答え
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をいたします。
　まず、産業創造戦略会議でありますけれども、これは旧町単位で各３名の委員を選出いたしまして、任期は平成１７
年２月から１９年３月３１日までとしております。１７年２月に第１回の会議を持ちまして、これまでに５回の会議を
開催をしております。現在は委員の方々の意見で、合併した５つの町の特色、現況を把握するという必要があるという
ことで、市内の視察を行っている状況であります。まずは市内を知るということで行っております。
　産業創造戦略会議の位置づけでありますけれども、これまで行政が取り組んできている補助制度的なものとは別の視
点で取り組んでいただきたいと要望をしております。条件不利と思われる西予市の地理的な条件を逆手にとった活用、
手法、方策を模索していただきたいと考えております。新たな産業を興していくこと、現在の産業体系を変更していく
ことは簡単なことではないと認識をしております。産業創造戦略会議に期待しておりますのは、新規産業の開拓とか西
予市の産業を根本から見直すというような大きな分野ではなく、自由な立場で市内の産業を見回していただき、市内で
生産活動に当たっておられる方々が、それなら自分にもできると、ちょっと挑戦してみようかというような分野から進
めていくことができればと思っております。委員の方々には大変難しい問題を投げかけておりますけれども、ぜひ一つ
でも実行に移すことのできる提案が出てくることを期待しているところであります。
　また、市の産業振興施策でありますが、合併後これまでそれぞれの地域で策定された振興計画をもとに予算の編成を
行ってまいりました。国の産業に対する振興方針も大きな転換期を迎えております。当地域いわゆる農村地域でありま
すが、再生には地域内発型、地域農業再構築、地域資源活用、管理保全等がキーワードとして認識をしております。国
の振興方針をうまく取り入れていくことはもちろん、みずからの地域はみずからが考え、自分の地域に合った振興施策
を進めていくことがこれまで以上に重要と考えております。例えば、高速道路の延伸を活用した都市と農村との交流い
わゆるグリーンツーリズムでありますが、また海抜ゼロメートルから１，４００メートルの標高差を活用した農産物の
時差出荷、既存の第三セクターの活用、農産物のブランド化などさまざまな取り組みを展開していくことが必要と考え
ております。その意味においても、市の産業振興施策とあわせて産業創造戦略会議の存在を意義あるものにしたいと思
っております。
　以上、答弁とさせていただきます。
○三好市長　それでは、松島議員の国道３７８号線の早期整備について、そのご質問についてお答えしたいと思いま
す。
　また、これにつきましては、松島議員も以前から私どもに深くいろいろかかわっていただいてともに考えていただい
ておりますこと、この場をかりまして深く感謝を申し上げたいと、このように思っております。
　さて、国道３７８号線はご案内のとおり、伊予市下吾川を起点としまして瀬戸内海沿岸に沿い、西予市を経由し宇和
島市吉田町立間に至る実延長１１８キロの路線であり、平成１６年３月末時点での改良済み延長は約８９キロ、改良率
は約７６％となっております。このうち明浜町では、実延長２１．７キロ、改良済み延長が１０．３キロ、改良率は４
７％となっており、路線全体から見れば改良が非常におくれているという状況でございます。平成１０年度に国庫補助
事業として新規採択された俵津バイパス明浜工区は計画延長２．１キロで、今年度は４億５，０００万円が予算割り当
てされており、現在西予土木事務所で俵津漁業区域内の公有水面埋立免許申請の準備中であり、本年度中に埋立申請を
取得し、いかだの移転補償など地元の調整がまとまれば埋立工事に着手する予定となっているようですが、質問にもあ
りましたように、一部漁業者の同意が得られず、現在その調整を行っているのが実情でありますが、該当者が前向きな
協議に乗っていただきつつあります。今後この漁業関係者との移転補償交渉を継続的に進め、計画路線の埋立申請手続
に必要な同意書をいただけるよう努力していきたいと考えております。
　なお、明浜工区の進捗率は、１６年度末事業費ベースで５％と非常に工事がおくれており、埋立工事の着手とあわせ
て用地買収の促進が急がれております。
　ご質問の他の工区への優先順位の見直しということでありますけれども、県当局も明浜工区の完成を目指している現
状でありますので、明浜工区の完成に全力を挙げていきたいと考えております。今後国道３７８号整備については、厳
しい財政事情の中でありますが、改良率が沿岸では最も低く、離合困難な通行状況の実情でありますので、市といたし
ましても、地域住民及び道路利用者の期待にこたえられるよう、できる限りの方法で整備促進に取り組んでまいりたい
と考えております。議員各位におかれましても、特に明浜地区から選出された議員の皆さんには、私どもと同時に一緒
にご協力をお願いを申し上げまして答弁とさせていただきます。
○４番松島義幸君　身に余る答弁、ありがとうございました。
　２点ばかり、これは再質問ではありませんので、市長初め理事者側にお願いをしておきたいことがあります。
　第１産業の活性化につながる問題ではありますが、私は以前よりこの西予市５町が合併いたしまして、先ほど一つの
例として高知県の馬路村を出させていただきました。それを取り上げまして西予市を考えてみますと、まず西予市は海
と山の町です。山に関しては、私は職業柄木材に携わっておりますので、以前より考えていたことは、私の事業所の山
は古木が多いんですよ。古木といいますと、樹齢８０年以上のいわゆる全国レベルまでの名前は出ていませんが、関西
では山田ヒノキといいますと有名ですが、今の現状は、私は公共の建物に関しまして、とかくＫＤ、乾燥材を重視して
います。この乾燥材を重視しますと、古木も若木も単価的に変わらなくなるんです。機械乾燥をしますと、油を急激的
に何日間で抜いてしまうんです。いわゆる昔からの発想にすると炭にするんです。木材を炭にして使うんです。そのこ
とによって狂いはしません。狂いはしませんが、もともとの木のつやというものはなくなるわけです。今後西予市の古
木は、私は全国レベルでもかなり高い場所にあると思います。特に山田ヒノキあの集落を例にとりますと、全国でもト
ップクラスではないかと思っております。そこらを今後理事者側の方々も考えていただいて、この議員３１名の中に
は、木材に関係している方が多分七、八名おるわけなんですが、自分が家を建てよう、自分の家を建てようと思います
と、機械乾燥ではなく自然乾燥で私は建てると思うんですよ、どの方にしても。急激的なそういう無理をしたつくり方
はしないと思うんです。そこらを今後一つの課題として理事者側の方に考えていただいたらと思っております。
　もう一点、海岸部はかんきつ産業、もうこの産業しか農業分野ではありませんが、漁業関係もあるわけなんですが、
今回私はこのかんきつ産業で完熟のジュース、今私の集落は小さい集落でありますが、以前名前をつけまして元気宮野
浦という名前で完熟ジュースを今後やってみようじゃないかと。完熟といいますと、特にわせのミカン、小玉がいいわ
けなんです。これを今現状では、農協出荷いたしますと、キロに対して２０円から３０円です。このジュースを３本入
りぐらいにして２，０００円ぐらいで売りますと、キロに対して１００円ぐらいの農場手取りになります。これは今後
かんきつ産業が残る私は大切なことではないかなと、自分なりには思っております。そのことも今後まずは私の集落元
気宮野浦が始めますので、買える方は買っていただいて、３本入りで２，０００円ぐらいですから、そがい高いもので
はないと思うんです。これを足がかりにして馬路村に負けないような産業にしていきたいと思っております。今後とも
よろしくお願いいたしまして、私の一般質問を終わります。
○７番沖野健三君　皆さんこんにちは。池田先生いわく、１１時を過ぎるとあいさつもこんにちはになるそうで、こん
にちはとさせていただきました。きょうは私の地元の方が傍聴に来られておりますので、私も一般質問初めてでありま
すが、張り切って質問したいと思います。
　第３回の定例議会におきまして質問の機会を与えられました。私は、現在この西予市においても非常に問題が山積し
ておりますが、その中でも３点について質問させていただきます。
　その前に、私は今まで以前より気づいている点について述べさせていただきたいと思います。
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　合併して１年半が過ぎました。一体になるにはまだまだ時間がかかるようであります。そういう中で、西予丸も三好
船長のもと本当に市長のかじ取りはよく、順調に航海を続けております。しかし、いつあらしが来るかもしれませんの
で安心はできません。三好市長におかれましては、昨年は土曜、日曜も休む暇がないほど激務だったと思います。これ
からもくれぐれも健康に留意されまして、西予市発展のために努力されんことをお願いいたします。
　私は、先日新聞報道によりまして１６年度の決算が出ておりました。６億８，０５７万円ですか、黒字だったという
記事であったと思いますが、理由はいろいろあると思いますが、今どき民間企業でもこれだけの黒字を出すにはなかな
か難しいんじゃないかと思います。これは三好市長やまたここにおられる部長、課長、現場の責任者の方たちが節約に
対する徹底した教育が実を結んでいるのではないかと思います。その中で私がいつも感心するのは、昼になると市役所
内の電灯は半分に消されます。また議会事務局でも、それを局長が率先して行っております。小さなことかもしれませ
んが、ちりも積もれば山となる、こういうことが行政改革ではないかというように思います。今後も職員の節約意識の
向上に努められ、大切な税金をむだに使わないをモットーに、来年もぜひ黒字決算になることを確信いたしまして質問
に入ります。
　初めに、全国の自治体において今問題になっておりますアスベストについてであります。
　私も今までに聞いたことがない言葉でありましたが、６月末に大手機械メーカーのクボタによってアスベスト被害が
発覚して以来、毎日のように新聞でアスベストの報道がされております。アスベストというものはどういうものかとい
いますと、またの名を「イシワタ」とか「セキメン」とかと言われているそうです。そういえば「イシワタ」といえ
ば、小学校のころ理科の実験で「イシワタ」と聞いたことがあるなと思い出しました。また「セキメン」といえば、現
在水道管に石綿管として使用されております。辞書でアスベストについて調べてみますと、アスベストは天然の岩石か
ら取り出した、長さ１ミリから数センチ、太さは髪の毛の５０００分の１という極細繊維状の鉱物だそうであります。
原材料としてすぐれものであるため、吸音性、断熱性、対腐食性、対薬品性に富み、しかも経済的に安価であることか
ら、多く建築資材などの原材料として使われております。現在問題になっております健康被害でありますが、アスベス
トの繊維を吸入することによって発症するらしいです。病名としましてはアスベスト肺、肺がん、悪性中皮腫などの健
康障害が起こるそうであります。このアスベストの健康対策については、国も危険性を知りながら迅速な対応を怠った
と反省をしており、特別法を策定して被害救済に乗り出しました。
　また、全国の自治体においても、公共施設における使用実態調査を行っており、もし使用がわかれば早急な対策を講
じているようであります。西予市におきまして、公共施設特に子供たちが日常的に出入りする保育園、幼稚園、学校、
地域の方たちの憩いの場として利用されております集会所、不特定多数の方が出入りする病院、老人ホームなどの福祉
施設の調査は現在どこまで進んでいますか、わかれば教えていただきたいと思います。もし使用されているとすれば、
どういう対策を講じるのか、聞かせていただきたいと思います。
　次に、宇和町の生活用水の確保について質問いたします。
　ことしもまた空梅雨で水不足が心配され、防災無線で節水を呼びかける放送があり、一時は平成６年の大渇水を思い
出しました。しかし、７月に入り雨が降り、断水という最悪の事態は避けられました。この西予市におきまして、毎年
水のことを心配しなければいけないのは、この宇和町だけであります。旧宇和町議会におきましても、水資源対策特別
委員会を設置して協議しましたが、解決には至りませんでした。宇和町においては、平成１９年４月より公共下水が供
用開始になりますし、またさくら団地の分譲、民間業者による宅地開発また商業施設の建設など水の需要は増しており
ます。安心して暮らせるまちづくりにするためには、水の安定供給が絶対に必要であります。以前明石地区において、
有名な水源が見つかったとお聞きしました。生活用水として利用できれば、愛媛県歴史博物館の上にタンクを建設して
配水すると言っておられました。この件につきましては、昨日の提案理由の説明で、第４次拡張事業として予算を計上
されております。今後どういう方向に持っていかれるのか、具体的な説明をお願いしたいと思います。
　また現在宇和町は、生活用水は地下水に頼っておりますが、地下水は地盤沈下などが非常に心配されております。今
後は地下水だけに頼るのではなく、表流水の利用についても検討すべきであると思います。宇和町には名水百選の観音
水、また今まで枯れたことがないと言われております白水観音の水と質のよい水が豊富であります。
　しかし、旧宇和町時代は水利権という厚い壁に阻まれ、表流水は利用できませんでした。しかし、幸いにも合併によ
り、西予市は南予水道企業団に加入いたしました。市長にお願いがあるのですが、南予水道企業団の議会において、宇
和町が河川の表流水を利用することについて審議ができないだろうか、あわせて質問いたします。
　最後に、本庁舎の建設についてお尋ねします。
　本庁舎の建設については、合併協議会において、１０年以内に宇和町地内に建設すると確認されております。現在の
本庁舎は、昭和３１年４月に建設されました。当時の広報によりますと、明るい白亜の家を誇る建物で、極めて堅牢で
斬新明朗、近代建築の理想的な庁舎というふうに書かれております。しかし、５０年がたち老朽化が進み、あちこちで
雨漏りがしております。また、南海地震でも起これば倒壊は必至であります。現在の本庁には、以前より７０名近くの
職員がふえております。各課ともすし詰めの状態です。それと整理する場所がないために机の上には書類が高く積ま
れ、非常に見苦しくなっております。私たちが行政視察によって各市役所を訪れますが、どこの市役所においても整然
としております。早期に西予市のシンボルであり、市民の家である新庁舎の建設に取り組むべきと思いますが、市長の
お考えをお聞かせください。
　以上で一般質問を終わります。
○安藤建設部長　沖野議員のアスベストについてのご質問にお答えいたします。
　発がん性物質アスベストの健康被害が社会問題化したのは、６月末兵庫県の尼崎市の大手機械メーカークボタ、旧神
崎工場周辺で住民が中皮腫被害が発生していることが明らかになったのが発端であることは、議員ご案内のとおりでご
ざいます。アスベストは天然に広く産出するため、価格が安く、産業界では魔法の鉱物と言われ、耐火や断熱、吸音の
ために建物の鉄骨や天井また壁にセメントと一緒にまぜて吹きつけ、あるいは固化されて使用されてきました。アスベ
ストには健康被害には肺がんや臓器を包み込み、薄い膜にできるがんの一種の中皮腫、肺の組織がかたくなって呼吸が
苦しくなる石綿肺などがあり、潜伏期間も中皮腫で３０から４０年と言われていることにつきましても、議員ご案内の
とおりでございます。これらのアスベスト対策につきましては、市有の学校、病院、住宅、集会所等５７３の公共施設
につきまして、各部課の連携によりまして職員と一部設計施工業者、建築士等の協力を得まして、８月から図面確認及
び現地の目視調査の一斉点検を実施いたしております。内容は、ロックウールなども含めましてアスベスト含有の可能
性のある吹きつけの有無を調べております。この調査の結果、これらの５７３の施設におきましてのうち１８の施設の
天井及び天井裏、機械室において露出または密閉のアスベストが含まれている疑いのある吹きつけ材を使用している施
設が確認されました。一部の施設ではサンプルを採取し、専門の試験機関で現在分析を依頼しております。その施設に
つきましては、施錠の上立入禁止においてシート及びパネルで補う応急の飛散防止措置等を行っております。その他の
施設につきましても、劣化等によりましてその繊維が飛散するおそれがありますので、調査機関が県内では３機関、近
隣の県外機関も４つの機関と、少し少なくて時間はかかるようですけれども、不安解消に向けまして成分分析調査、飛
散の状況調査等の結果を踏まえ、安全かどうかを確認した上で、除去や封じ込め、囲い込み等、西予市としての対策を
講じていきたいと考えております。これらの調査費用につきましては、本議会中の補正予算にて対応いたしたいと考え
ておりますので、よろしくお願いしたらと思います。
　今後も未調査の詳細な部分、アスベスト含有製品につきましては、追跡調査を行う予定といたしております。
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　なお、集会所等の利用につきましては、行政といたしましても住民の皆さんの安全を最大限に優先し、安全を期する
ため、使用を控えていただいているところであります。
　また、今後の措置等につきましても、区長を初め関係住民と十分協議し対応いたしたいと考えております。
　次に、建物の解体時の問題でございますが、石綿含有建築材料をしている建物を解体するときには、労働安全衛生法
や大気汚染防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律などで予防や飛散防止等が図られてまいりましたが、本年の７
月に石綿障害予防規則が施行されまして、解体業者に飛散防止策が義務づけられております。まだ、ただ民間建築物に
つきましては、今までの実情では、公共施設と比べまして解体時の石綿対策が極めて不十分だと見られております。周
辺住民への被害防止のため、解体業者への指導体制の強化を図っていきたいと考えております。
　なお、現在市民の皆様からいろんな問い合わせが来ておりますので、アスベストに関するさまざまな不安や疑問にお
答えするため、アスベスト相談窓口を設け対応いたしたいと考えております。
　以上、答弁とさせていただきます。
　続きまして、２点目の宇和町の生活用水の確保についてお答えいたします。
　宇和町におきましては、ことしも空梅雨などで６月と８月末には異常渇水となり水不足が心配されました。そのため
６月末には、市民の皆様に節水を呼びかけたところであります。この渇水の対応策として、下川水源において、下流に
取水設備を設置し、日量約２００トンの取水が可能になりました。また、明石水源においても、送水施設の一部を改善
を行うことで日量約６００トンの取水が可能となりまして、合計約８００トンの緊急な取水を行うことができました。
ことしの梅雨から夏の時期にかけての水不足は免れました。
　ご質問の今後の明石水源の整備計画でありますが、昨年度明石第２水源として１００メーターの井戸を２本設置し、
日量１，０００トンを取水することとなりまして、先ほど申し上げましたように、第４次拡張事業といたしまして、国
庫補助事業で平成１７年度より浄水場施設の整備に着手いたしております。
　また、平成１８、１９年度において歴史文化博物館上の市有地に、１，０００トンの配水池２基を建築する予定であ
ります。この施設での一部の供用開始が平成１９年４月の予定であります。すべての施設が完成し供用開始を行うの
は、１年後の平成２０年４月の予定であります。これらの施設を完備することによりまして、安全で安定した水道水を
供給することが可能になるものと考えております。
　あと企業団の件に関しましては、市長の方よりお答えします。
○三好市長　それでは、沖野議員の今ほど部長が述べました後の件につきまして、宇和町の地下水に頼らず表流水に頼
る方法はないかどうか、あるいは南予水道企業団への水利利用を要望できないかと、この２点について回答をさせてい
ただきたいと思います。
　まず最初に、表流水の問題でございますけれども、ご案内のとおり水利権というのは非常になかなか大変な権利でご
ざいまして、それを取得するのにはいろいろな問題があります。特にこの西予市宇和は、肱川の最上流にあるというこ
とから、その権利を取得する、あるいはダム等々を、例えば貯水ダム等をつくって利用することについては、非常に困
難なことがあります。それについては、野村ダムができた段階から２市８町の同意が要ると、今合併しましたので２市
８町ではなくなりましたけれども、その中に覚書があります。これは覚書が昭和４９年１０月２６日の覚書であります
けれども、内容を少し読まさせていただきますと、これにつきましては、建設省野村ダム工事事務所所長を甲として、
愛媛県土木部長を乙として、旧宇和町長松本和芳さんがそのときでありますが、丙とした関係の覚書があります。それ
の記として水利権。１、既得水利権については、当然その権利を尊重するものであって、これを保証することは当然の
ことであり、甲及び乙はこれを確約する。甲及び乙といいますが、国と県は確約するということであろうかと思いま
す。
　次に、２に、今後宇和町における新規利水計画について具体的な事例が生じたときは、宇和町及びその住民の生活権
益を尊重する精神を体し、乙は関係機関と協議し誠意を持って措置することを確約する、これは乙は県でありまして、
県はそのように誠意を持って確約するということでありまして、これで基本的には表流水を利用した貯水ダム等はでき
ることはできるということでありますが、そのときに手続的には非常に県は確約するということであります。非常に難
しい問題もまた側面にあろうということであります。
　続きまして、南予企業団への水利権の要望の関係でございますが、この南予水道企業団についてはご案内のとおり、
２市８町の構成団体として企業団を構成しておる一部事務組合であろうかと思います。いわゆる２市８町計画時におい
ては、１７万４，３３０人に対して水道用水の安定供給を図ろうとするものでございまして、その中の認可として、西
予市の中に該当します明浜町、三瓶町の認可水量といいますのが、年間明浜町で５６万トンであります。三瓶町で１２
万９，０００トンでありまして、現在の実績で考えますと、これ１６年度末でありますが、明浜町で５６万トンの許可
に対して４５万トンが実績であります。三瓶町の場合が１２万９，０００トン予定どおり使用されておられますので、
実質明浜町分の１１万トンが余っておるという状態だと、このように思います。これにつきまして考えられることは、
まず１つに、給水区域の変更認可が必要だということでありまして、この変更認可は企業団が行うことになります。現
時点では、まず可能性はあるけれども協議しないとわからないというのが現状でございまして、そういうことだと思っ
ております。これはちょっと計算置いていたしますと、例えば使わせてもろうたとしても、これは配管整備等々は抜き
にして、今からの工事は抜きにして、大体トン当たり２１０円ぐらいになるんではないかと思いますが、今現状西予市
宇和の水道料金が５トンまでが７５０円ですので、非常に高くつくということになる可能性があります。その辺とこは
さておきましても、可能性はあるんだということだけ話をさせていただいたらと思います。
　続きまして、新庁舎の建設についてでありますが、その前に沖野議員に対してお礼等申し上げたいと思います。
　昨年新市の誕生に対しては、１年間議長として本当に大切な議事進行を務めていただきました。ありがとうございま
した。万を期しての今回の一般質問だと思いまして、私ども真摯に今から答えていきたいと、このように思います。
　それでは、新庁舎の建設でありますが、現在の新庁舎は旧町の施設の利用しているために各部署が分散して、管理機
能や事務効率の低下など、行政運営に支障を来し、また行政サービスの面で市民に多大のご迷惑をかけていることを大
変遺憾に思っているところでございます。庁舎の建設は市民にとっても最も密接でかかわりの大きな事業であり、市民
の関心も深いところであります。この建設については、合併協議会においても議論をされ、建設の緊急性や市民の理
解、財政状況など諸条件を検討しながら進めることが確約され、市町村建設計画の中でも位置づけられ、その財源とし
て合併特例債を予定しているところであります。新庁舎の最大の要件は、新しい庁舎の姿を市民と共有する中で、市民
のコンセンサスを得ることであり、時期、場所、財源または総合支所のあり方など総合的に検討することが必要であり
ます。これからの取り組みといたしまして、今年度まず市の関係職員により庁舎建設に当たっての問題点や今後の進め
方についての勉強会を立ち上げ、素案をつくる前段のたたき台を提言できるようにしたいと考えておるところでござい
ます。
　以上でございます。
○７番沖野健三君　適切な回答、答弁いただきましてありがとうございます。
　アスベストについては、実は私の地域の集会所で疑わしきものがありまして、非常に困っておったんですが、そのと
きに企画調整課の清水課長に適切なアドバイスをいただきまして、本当私どもの区長も大変喜んでおりました。この場
をかりましてお礼申し上げたいと思います。
　そういう場合に、住民の方からこういう相談が今後多々あると思います。先ほど建設部長は相談窓口を設置するとい
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うふうなことを言われました。早期に相談窓口を設置していただいて、もうこのアスベスト対策を西予市ではどこにも
負けないような自治体になってほしいというように思っております。
　それと、第２点目の水問題でありますが、この水問題は長年旧宇和町におきまして、本当に宇和町長は名町長であり
ました宇都宮象一町長でさえも解決できなかった問題であります。今回三好市長におきまして明石水源で有望な水源が
あって、今度それを配水すると、建設をするということに今聞きまして、非常に市民も驚きと、また安心をしてるんじ
ゃないかと思います。今後宇和町におきまして、水の安定供給は絶対だと、私も確信いたしておりますので、よろしく
お願いいたします。
　また、先ほどの表流水についてでありますが、なかなか先ほども一般質問でも言いましたが、地下水というのは土の
中に埋まっておるもんですから、なかなか量がわからない。また、水質が非常に宇和町の場合は鉄分が多くて悪いわけ
なんです。できたら私は観音水とか白水観音とかというふうな非常にいい表流水があるんで、あの水が飲めないかなと
いうように思っておりますんで、その点も今後考えていただきたいというように思っております。
　また、３点目の庁舎建設ですが、私は昨年この時期だったと思いますが、市長に議会で特別委員会の設置について相
談したんですけども、１年待ってくれということで１年がたったんですけども、今回市の方でも勉強会を立ち上げてや
るということで、議会としても、今後やはり庁舎建設については非常に多くの問題があります。先ほど言われました総
合支所をどうするか、それから建設場所をどこにするか、非常に多々問題がありますので、今後議会としても本当に特
別委員会の設置については検討しなければいけないというように思っております。この点については答弁は要りません
けども、早期に１０年以内、この１０年間というのもまた問題でありまして、非常に国もこの１０年間の間に財政支援
が得られるかどうかというような問題もありますんで、この点も非常に問題になるんじゃないかというように思ってま
す。非常に適切な答弁をいただきましてありがとうございました。今後ともよろしくお願いいたします。
○議長　ここで録音のためのテープ交換をいたしますので、暫時休憩いたします。（休憩　午前１１時３６分）
○議長　休憩前に引き続き会議を開きます。（再開　午前１１時３７分）
○３０番坂本隆重君　通告により、私は３点について質問をいたします。
　質問の第１点は、黒瀬城の整備について。
　県では今年度より森林の保全と森林と共生する文化の創造を目的として、森林環境税を導入して森林の整備を行おう
としています。この税の活用には、森をつくる、木を使う、森と暮らすの３つをテーマに、指定事業と公募事業の２種
類の事業方法で展開することとなっております。
　そこで、西予市を中心に南予一円を統治した西園寺侯の居城黒瀬城周辺が荒れに荒れております。市役所、卯之町駅
に面したこの山は里山自然林で、春の新緑、秋の紅葉など四季折々の美しさで、市民を初め宇和を訪れる方々の心をい
やし楽しませております。市の中心部からこのように身近なところに貴重な自然林があります。市では史跡として、眺
望のすばらしい公園として、また県が目指す森と人との共有林のいやしの森づくりに森林環境税の公募事業の一環とし
て事業に取り組み整備する考えはないか。また、景観形成面からも積極的に取り組む必要があると思うが、お伺いいた
します。
　第２点は、運動公園に専用サッカー場を。
　県の事業施策の一つとしてスポーツの振興を上げています。近年サッカー熱の盛り上がりは世界的になっておりま
す。県内でも愛好者は野球をしのぐ勢いで伸びてきております。
　しかし、南予地区には専用サッカー場がないと聞いております。専用のサッカー場を開設すると、青少年のサッカー
の振興と技術の向上、あわせて大会の誘致ができると考える。また、青少年の健全育成の観点からも重要なことと考え
ています。その計画はないか。２０１７年には国体が愛媛を中心にして行われると聞いていますが、将来に向けてその
意思はないか。場所としては運動公園に２つの観賞池は不必要だと思っております。下の観賞池を利用してサッカー場
の開設はできないのか、お伺いをいたします。
　第３点は、西予市農業支援センターについてですが、政府はことし３月に、１０年を見通した農業改革の指針となる
食料・農業・農村基本計画を策定したが、計画の主なるものは自給率の向上、経営安定対策、担い手対策、農地対策、
環境保全、資源保全、農林水産物食品の輸出促進となっている。各項目を見ると、対策としては必要欠くべからざる対
策と思うが、その中でも自給率の向上については、５年前にもカロリーベース４０％を４５％にすると報道しておりま
したが、横ばい状態で現在も推移しているのではないか。今回は自給率を１０年後、金額ベースで７０％から７５％へ
とあるが、これは数字のマジックで、数字の底上げにすぎないのではないでしょうか。
　そこで、地域農業の発展を目指し、ことしの４月１日より市とＪＡが共同支援し、地域農業の活性化に連携して取り
組むとあるが、現在の農業を救えるのか。
　第２次大戦後、農業は一貫して政府の規制と保護のもとに成り立ってきた。それによって最大の弊害は他産業と隔離
されて、競争原理が働かない農業の、また今現在は農業の自立を阻止してきたのではないか。
　さらに、流通の複雑さも手伝って、自分のつくった農産物をだれが食べているのかと、顧客不在の物づくりが長く続
いた。その結果、各地に農協が産地の偽装や補助金がすべての農業へ追いやってしまった。最近の米価の低迷は、農協
離れを加速し、農家の高齢化と農業では生活できず、兼業、離農がふえています。
　また、全農秋田の米不正取引問題等、全国で不正、不祥事が明らかになっています。農協の改革が絶対条件でないの
か。結論として、農業が変わるには、マネジメント力やマーケティングの発想が取り入られることが最重点ではないか
と私は考えております。このような中で農業支援センターとあるが、何を支援するのか、具体的に方針を説明願いた
い。
　以上で私の質問を終わります。
○大森産業部長　それでは、坂本議員の１点目、黒瀬城周辺整備と森林環境税の活用についてのご質問にお答えをいた
します。
　黒瀬城周辺は、宇和運動公園と一体化した自然公園として位置づけ、昭和６１年に宇和ライオンズクラブの支援を得
て黒瀬城跡案内看板を設置、県立宇和高校農業クラブ並びに宇和ボランティア会など延べ２５０人の方々により遊歩道
の整備、雑木の除伐、桜植樹など宇和公民館が積極的にかかわる中で、４００年の昔、南予全土を支配した古城はその
全容をあらわし、三方から見渡せるようになっておりました。
　しかし、その後の現況は下層木が繁茂しており、体育館は日中でも暗い状況です。早急な除間伐対策などの整備が必
要と考えております。
　次に、森林環境税の活用についてでありますが、森と暮らす活動の一環として、宇和町林業研究会が主体的にかかわ
り、この森林環境保全基金公募事業に現在応募をしていただいております。この事業は、市民と森林が共生する豊かな
暮らしの実現を目的に、自発的な活動により実施しようとするものでございます。具体的な内容につきましては、黒瀬
城登山道の整備、林内管理道の設置、林内整備を初め看板、休憩用ベンチの設置、東屋の修繕などを５年計画で実施す
るものであります。市といたしまして、林業研究会のほか森林ボランティアの協力を得ながら、取り組みに対し積極的
に支援していく考えでございます。
　次に、３点目の西予市農業支援センターについてのご質問にお答えをいたします。
　西予市が発足し宇和海に臨む沿岸部から四国カルストに至る立地条件を生かした地域の発展と活力ある農山村を構築
するため、関係機関をもって西予市農業振興協議会を設立し、その目的を達成するため、市と農協が組織の垣根を越え
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た事務の一体化を図り、共同の事務所を置くことで、情報の共有化や事務の業務の合理化を推進し、農家の多様な要望
に対応するため農業支援センターを設置いたしました。
　運営体制は、市２名、農協２名と事務補助員２名の６人体制により市関係機関、団体と連携して業務を行っておりま
す。主な業務といたしましては、広域営農の目標に基づき担い手の育成、農地流動化の促進、集落営農組織及び法人化
の推進など、地域農業の振興を図る事務局機能を果たすこととしております。農業構造改革では、担い手に対して諸施
策が集中化、重点化の方向にあり、個々の農家に対し施策を実施していくことは厳しい状況であり、集落営農としての
兼業農家がまとまっていくことが重要であります。支援センターとしては、関係機関と連携し、地域の実情に応じた農
地の利用調整を図りながら、担い手への農地集積をし、経営効率化を推進していく考えであります。
　また、米政策改革では、１９年度から米の需給調整のあり方については、農業者や農業団体が主役となるシステムに
移行することとなっており、需給見通しなどの情報提供を通じ、需要に即応した米づくりを推進していく考えでござい
ます。
　以上、答弁とさせていただきます。
○河野教育部長　坂本議員の第２点目、運動公園に専用サッカー場をというご質問に対してお答えをさせていただいた
らと思います。
　西予市ではスポーツ立市を提唱し、今年度から振興計画を策定するために、スポーツ活動、スポーツ施設等の見直し
を検討する事業を進めているところであります。現在南予地区では、宇和島市に人工芝のサッカー場が設置されてお
り、愛南町でも南レク施設の天然芝のサッカー場が設置されております。愛媛県サッカー協会には１万９４３名の登録
者があり、西予市体育協会サッカー登録者は３７２名の方が登録されております。そのような事情もありまして、サッ
カー専用競技場の開設計画については、現在のところ考えておりません。ただ長年の検討課題であります新市建設計画
の中でも要望をいたしております宇和運動公園陸上競技場が４００メートルに改修されれば、フィールド内でサッカー
等多目的利用が可能だというふうに考えております。議員ご指摘の２つの観賞池など改善も含め、宇和運動公園陸上競
技場の改良整備を今後進めていきたいというふうに考えております。
　また、愛媛国体の種目誘致については、西予市においても１種目あるいは２種目の誘致を現在検討しているところで
あります。
　以上です。
○３０番坂本隆重君　ただいまの部長の説明、よくわかりました。
　しかし、今や西予市は高速道路の延伸により、南予の中核都市として今後将来が約束されている場所でございます。
そういったところに専用の、今や野球をしのぐ人気になってきております。サッカーは今後も将来、今サッカーの会員
数とかいろんなことを言われたんですが、将来は必ず伸びてきます、この業界は。そういう面においても、高速道路が
延伸したことは、これは非常にメリットが大きいことです。そういうところにこの豊かな自然を生かした施設をつくる
ということは、南予のここは中心都市に将来はなるんじゃないかというようなところにあって、これはやはり今から計
画すべき問題じゃないかなというように私は確信しておるのですが、今のご答弁の中では、まだその可能性は薄いとい
うような回答でございますが、これはぜひとも運動公園が一番いいんじゃないかと思いますので、計画を立てていただ
きたい、このように思います。
　それから、農業支援センターの件でございますが、今担い手というようなことで営農面のいろいろな展開をご説明願
えたんですが、私は、１つは、今農産物が輸入されている量が非常に多いということが一番農家をいじめてるんじゃな
いかというような感覚を持っております。今スーパーに出ている野菜を見られても、非常に外国産が多いです。中国、
韓国、東南アジアそういったところは非常に入っております。それを一時的にはセーフガードというような形で輸入を
阻止はできなくともいろいろと企てをしながらいろいろ阻止策を図ってきたんですけど、いまだそれにも増して、当時
よりは二、三年先よりは増して現在ふえてきております。この間もちょっとテレビで言ってたんですが、ラッキョウが
９０％を超えている輸入をやっていると。それからまたウナギも８０％を超えている、そういうような状況にありなが
ら、大豆もそうですけど、それから小麦、そういった面も今我々が提唱している食の安全・安心の面からは、地産地消
という言葉をよく聞きます。こういった面に力を入れられることが農業を支援する一つの方策やないかな。そうするこ
とによって輸入品を防いでいくというようなことやないか。そして安全な食品を安心して食べれるような地域の農業で
あるべきじゃないか。それにはやはり、仮に具体的に例を挙げますと、トマトにしてもトマトの味を本当に知ってる子
供は余りいないじゃないか。トマトの旬の味はどこにあるかというとこも必要じゃないかと、そういうようなことを指
導すると。食育ですね。給食にそれを使うとか、そういうような方向でやはり地産地消を支援していく、これも一つの
農業に対する支援策じゃないかな。学校給食も以前に私が質問したわけですが、いまだに実行されてないようでござい
ますが、学校給食を地産地消で行ってはどうか。それから、今治では今現在やっております。それから、愛媛県庁内の
食堂でもある程度それを実行しております。西予市においても早く食の安全・安心を前提にした地産地消のユーザーが
見える農産物を生産すると。そして消費者は、農家が生産するものが見えるというような農産物でありたいんじゃない
かなと。これが将来の農業を決める決め手じゃないかなというように思っておりますので、その点も支援センターとし
ては、そういった方向づけをされた方が、私はいいんじゃないかというように考えておりますが、大森部長、そういっ
たことはお考えに今現在はなっていないんでしょうか。
○大森産業部長　ただいまのご質問にお答えをいたします。
　農業支援センターの基本方針といたしまして、食の安全・安心に係る体制の確立ということを基本方針としておりま
す。その中でも地産品の安全性における広報活動を強化することにより、地産地消の効果が期待されるということで、
このことについても含めて積極的に取り組んでいくという考えでおります。
○河野教育部長　坂本議員のサッカー場の再質問の関係なんですけれども、昨年のまちづくり懇談会の場合も市長の方
から、スポーツによるまちづくりを進めたい、こういうようなことで市民の方にも公表しておりますので、教育委員会
の方で先ほど言いましたスポーツ立市のための基本計画をことしと来年１年半かけて計画をしておりますので、その中
で再度施設の面についても、あるいは種目の関係についても、それからすべての市民の方が参加できる健康づくり、こ
ういったようなものも含めて計画を立てることにしておりますので、十分検討をさせていただいたらというふうに思っ
ております。
　それからあと、ちょっと学校給食の地産地消への関係が出ておりましたけれども、旧宇和町時代は、学校給食は給食
センターで約１，０００食ほどつくっておりました関係上、地産地消の素材が供給することができませんでしたのでや
っておりませんでしたけれども、現在学校給食単独校でやっておる給食については、地産地消で地元のものを使ってお
ります。給食センター以外の、例えば明浜、野村、城川ここでやっとる給食については、地産地消を優先してやってお
りますので。
　以上です。
○議長　暫時休憩をいたします。午後１時１０分に再開をいたします。（休憩　午後０時０２分）
○議長　休憩前に引き続き会議を開きます。（再開　午後１時１０分）
○６番嶋川武文君　ただいまは一般質問の許可を得たので、ただいまより一般質問を行いたいと思います。
　合併しておよそ１年半、その間我が西予市議会は５回の定例会を開催し、延べで４５人の一般質問がなされておりま
す。実に１定例会当たり平均９人という数字でございます。きょうも１０人の質問者がいますので、これはまさしく驚
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異的な数字だと思うわけであります。本議会の活況をあらわす代表例だと思います。この１年半の間、総務、厚生、産
業建設、各３常任委員会に係るさまざまな事項を協議し、審議し、そして何事もなく本日に至っているわけでございま
す。
　さて、私は議会人ではありますが、あえて民間人という立場から、産業活性化の政策であります融資条例とプライベ
ート・ファイナンス・イニシアティブいわゆるＰＦＩ事業方式について質問いたしたいと存じます。
　まずは、市の中小企業振興資金融資条例について質問をいたしたいと思います。
　唐突でございますが、ここで日本国民の属性区分を考えてみたいと思います。総人口が１億２，７６８万人うち就業
者人口が６，５００万人うち民業者人口が５，９４０万人、公務員人口、公務員と申しますのは、国家公務員、地方公
務員、特殊法人、地方工芸等々、準公務員等も入りますが、およそ５６０万人となっているようでございます。この就
労者人口を割合であらわしますと、いわゆる民間の人口が９１．４％、公務員、準公務員等が８．６％という割合に相
なります。現在西予市の人口は４万６，５００人です。１５歳以上の就労者数は、およそ人口の５０％と推測されます
ので約２万３，０００人、その内訳は民業者人口が約２万１，０００人、公務員、準公務員等が約２，０００人となり
ます。大げさに申しますと、全く当たり前のことでございますが、この実社会は民業者すなわち民間が大勢を占め、主
役と言えるのであります。
　本題に入りますと、平成１６年１２月の第３回定例会におきまして、産業建設常任委員会が付託を受けました西予市
中小企業振興資金融資条例の一部改正する条例については、既に制定し運用されておりますが、しかし再度質問などを
通じ確認、そして市長のご所見を伺うものでございます。
　委員会では、主に保証人の数について審議いたしました。近隣市の要求している保証人の数は次のとおりとなってお
ります。大洲市が個人借り入れ申し込みの場合が１名、法人が１名、宇和島市が個人の場合は１名、法人２名、そして
西予市が個人２名、法人３名の保証人を求めております。西予市が一番厳しいのです。なぜでありましょうか。県保証
協会は保証人の数は各地方自治体の判断に任せるという見解なのであります。にもかかわらず、西予市は先ほど申しま
したように、近隣市の中では断トツに保証人の数を求めておるのであります。この中小企業振興資金融資制度の恩恵を
受ける人数は、大きく解釈するならば、１次産業従事者は対象外ですので、それを除けば１万６，４００人、家族、従
業員等々、その他関係者もカウントすれば実に３万３，０００人ぐらいが対象と言えなくもないのです。実に３万３，
０００人でございます。実に多くの方々に関係する制度なのであります。私は今１次産業従事者は対象外と申しました
が、これについても本来質問いたしたいわけでございますが、本日は見送りにして、次の機会にまた行いたいと思いま
す。
　質問を本筋に戻しますと、なぜ私が民業者が何万人とか公務員が何千人とかというかといいますと、西予市が愛媛県
保証協会に預託金を出し、協会が保証をし、そして民間金融機関が資金を提供するという一連の流れ、この制度は市の
施策として実にすばらしく、今後とも継続していただく大変よい制度であり、そして何より多くの市民が関係すること
だと思うからであります。少ない投資で大きな効果、少ない投資で大きな効果、行政的見地からですと、まさしくこれ
に当てはまります。失礼ながら行政に携わっている方々は、中小企業経営者の困難さやあるいは資金繰りの大変さは、
まずもって理解できないでありましょうし、またこういう事柄での借り入れは経験がないと思います。
　しかし、我々民業者はよくあることなのであります。ここで、重要でかつ現実的な話をいたしますと、借入手続の
際、一番つらくて憂慮されるのは、第三者の保証人のお願いなのであります。これこそ行政に携わっている方々には実
感がないと思います。確かに保全の問題もありますので、今の保証人の数になっているのでありましょうが、それでは
西予市が主催するこの制度の意味が薄れるのだと、このように思います。それでは、我々が直接金融機関から融資を受
けるのと何ら変わらないのであります。この中小企業振興資金融資制度は、中小零細者の金融難を緩和し、そして育
成、振興を図ることが目的のはずであります。そして何より市ができる数少ない民間中小零細企業の活性化対策なので
あります。市ができる数少ない活性化対策なのであります。所信表明演説で市長は、グローバルに考えローカルに実践
と言われております。角度を変えて解釈いたしますと、これも該当するのかなと、私はそのように思っております。そ
して市長始め理事者及び議員各位も機会があれば西予市のためあるいは西予市民のためにと発言をよくいたします。
　しかし、大切なことは、そういう抽象的な表現、総合的な表現というより具体策、具体案であり、実践なのでありま
す。大切なことは具体策であり実践なのであります。人口４万６，５００人中３万３，０００人をも関係するこの施策
を具体的にもっと市民の目線で実行できるよい制度として、我々民業者が活用しやすく工夫を凝らしていただく必要が
あると思います。多くは申しませんが、まず保証人の数を大洲市と同じ個人借り入れの場合１名、法人の場合１名とす
る条例改正を再度主張するものであります。なぜならば制度資金なのでありますから、市長のご所見を賜りたいと思い
ます。
　次に、プライベート・ファイナンス・イニシアティブ事業方式について、いわゆるＰＦＩ事業方式と申しますが、Ｐ
ＦＩとは民間の資金や技術的、経営的ノウハウを積極的に活用して、公共施設を整備したり公共サービスを提供するこ
とを言います。私は先ほど厚生常任委員長が報告をいたしましたとおり、先進地視察研修で秋田県の大館市に参りまし
て、そこでクリーンセンターを訪れました。いわゆるごみ焼却場でございます。まさしくここでＰＦＩ事業方式を採用
しておりました。概況を説明いたしますと、事業主体が大館エコマネジ株式会社、これは大手の日立造船株式会社とか
地元の金融機関、そして地元の有力企業が出資しているようでございます。対象人口がおよそ８万５，０００人、西予
市の１．８５倍であります。そして３０億円の建設費も含む１５年間での１１８億円の均等払いのようでございますか
ら、１年で約７億８，６００万円の支払い負担となるようでございます。西予市のごみ処理費用は、部長も申しました
ようにおよそ８億円でございます。この８億円には建設費は含まれておりません。建設費をも考慮すれば、その金額に
もよりますが、年１０億円以上あるいは１４億円ぐらいなるかもしれませんが、そういう負担になると思われます。も
ちろん私は専門家ではありませんので正確ではありませんが、しかし数字的には近いところにあると認識しておりま
す。メリットだけでなくデメリットもあるとは思います。例えば、先ほど申しましたように、日立造船とか大手エンジ
ニアリング会社に牛耳られるとか、特にすそ野の広い事業では、後々のサービス分野にまで大手に牛耳られる、その他
にも確かに懸念事項はあるとは思います。私はかつて三瓶町で魚類の種苗生産施設建設にかかわりました。いわゆる三
瓶種苗センターと申しまして、魚の稚魚例えばタイとかヒラメとかトラフグとか、その稚魚の生産施設のことでござい
ます。総工費は１億２，０００万円、補助金は５，７８０万円、自己資金は６，２２０万円、そして企画から完成まで
に約３年の歳月がかかりました。関係者でよく言ったものです。これなら補助金に頼らず我々自身でやればよかった
と。なぜなら、我々民間であれば、建設費は７，０００万円前後でできたでしょうし、何より歳月も六、七カ月しかか
からないことが予測できたからであります。完成後のこの２年間のおくれは実に大きいものでありました。同業他社と
の競合におくれをとったからであります。金額であらわすと優に３，０００万円から５，０００万円の利益が減額にな
ったと思われます。行政にとって競合は縁がないでしょうが、このＰＦＩ事業方式は、今の西予市の財政等々考慮すれ
ば、一考の価値はありそうです。ごみ焼却場建設、本庁舎建設、宇和病院の老朽化等々、今後の計画は目白押しのよう
に思います。これらについて今後の取り組み等を、特に企画立案の際には、このようなＰＦＩ事業方式を取り入れるお
考えをお持ちであるか、現在の市長の総合的なご所見をお伺いいたしまして、私の一般質問といたします。
○大森産業部長　それでは、嶋川議員、まず１点目の西予市中小企業振興資金融資条例についてのご質問にお答えをい
たします。
　この融資制度の目的は、現在の長引く景気の低迷や厳しい経済情勢の中、西予市内中小企業者の金融難を緩和し、そ
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の健全な育成と振興を図ることであります。ご質問の証人の数でありますが、これは旧町５町内で宇和町、野村町、三
瓶町が融資制度を条例化し、法人・組合にあっては宇和、野村町が役員全員の個人保証、三瓶町にあっては代表者を含
む３名、また個人にあっては３町とも２名となっておりました。合併協議会で協議の結果、法人・組合は役員全員の個
人保証、個人は２名として新市に引き継ぎ運用をいたしております。また、昨年１２月の定例議会で法人・組合のみ一
部改正をしたところであります。当市を除く南予の３市、大洲、宇和島、八幡浜でありますが、におきましては、法人
・組合は２名または１名、この組合２名というのは代表者を含みますので実質は１名ということであります。個人は１
名となっておりますので、当市においても制度の利用拡大と申込者の負担緩和を図るため、関係機関と協議を行い、他
の市と歩調を合わせて、歩調というのは、もう実質１名ということでありますが、歩調を合わせてまいりたいと考えて
おります。
　以上、答弁とさせていただきます。
○三好市長　嶋川議員の質問に答える前に、また午後からこのように多くの方が傍聴に来ていただきましてありがとう
ございました。本当に私どもまた力があって、質問等々言う方も答える側も力が緊張感があるものだと、このように思
っております。ありがとうございます。
　嶋川議員、やはり民間の経営者としての感覚でこのようなご質問をされ、私ども改めて民間の力や民間の考え方を聞
きながら質問の回答をしていきたいと、このように思っております。
　ＰＦＩ事業の方式についてでございますけれども、先ほども言われましたようにプライベート・ファイナンス・イニ
シアティブ事業方式についてでありますが、今全国の地方公共団体では、厳しい財政状況の中などを背景として、民間
の資金と経営能力ノウハウを活用し、公共事業を実施するための手法いわゆるＰＦＩ事業の導入が急速に拡大しており
ます。平成１７年度末までに全国で１８０を超えるＰＦＩ事業が予定されておりますが、小・中学校や給食センター、
廃棄物処理施設、病院など健康と環境に係る事業が特に多いようであります。従来の公共事業では、設計、建設、維持
管理、運営という各業務を分割して年度ごとに発注しておりました。ところが、ＰＦＩでは設計から運営のすべての業
務を長期の契約として一括民間事業者にゆだねることになります。
　また一方、これらの建設に係る費用は、これまで公的資金で対応しておりましたが、ＰＦＩでは民間が資金調達いた
しますので、自治体が建設時に一度に資金を支出する必要はなくなり、提供されるサービス対価として資金を支払いす
ることになりますので、財政負担の平準化が図られるメリットもあります。全国の事例を見ますと、比較的小規模の事
業等においてもＰＦＩ事業が円滑に実施されている例もありますが、提案作成費用、特別目的会社設立費用、金融機関
に支払う手数料などの事業規模に関係なく民間業者に発生する費用も多額となり、民間業者はこれらの費用も賄わなけ
ればなりませんので、先行事例で事業規模として１０億円以上５０億円未満がどうも多いようであります。今後大規模
な事業を実施するに当たっては、事業効果を始めより効率的な行政運営と質の高いサービスを提供を実施することを求
められますので、議員提案のＰＦＩ事業も含めあらゆる角度から調査研究をしていきたいと考えております。ご理解の
ほどよろしくお願いを申し上げます。
○６番嶋川武文君　今産業部長の方から、１名、１名でやるというような解釈だと思うんですが、１つだけ時期を、実
施する時期を再度質問いたしまして、私の質問といたします。
○大森産業部長　時期についてでありますけれども、既に４月から、合併も含めますと去年の４月から今まで運用をい
たしております。今ということになりますと、年度途中になりますので、やっぱり不公平感が生じるかなということも
考えますので、新年度１８年度からこの制度で行いたいという考えでございます。
○１９番山本英男君　議長より許可をいただきましたので、通告のとおり次の４点について質問させていただきます。
　１つは、今回の衆院選挙の結果について、第２は、自治基本条例について、第３は、防災に関して、第４は、市長さ
んのある一日の動静についてであります。今回は前回のようなひとり言は申しませんので、よろしくお願いいたしま
す。
　まず最初に、今回のいわゆる郵政解散に伴う衆議院総選挙の結果についてお尋ねいたします。
　もちろんまだ結果の出ていない段階で質問を通告いたしましたが、今終わってみますと、まさに驚異的な自民大勝と
いう結果となりました。そこで、今市長はどのようなご感想をお持ちでしょうか。西予市や第４選挙区、さらには全国
の結果を踏まえた上でお願いをいたします。
　そしてまた、このことが今後の市政運営にどのようにかかわっていくのか、そのあたり等も含めて一言伺いたいと存
じます。このことにつきましては、既に招集のあいさつなどで多少は触れられてきましたが、改めて一般市民に向けて
よろしくお願いをいたします。
　次に、自治体の憲法とも言うべき市の自治基本条例について、今後そのような条例を制定するか否かを含めて市長の
お考え、方針を伺います。
　これは県内においては、既に四国中央市や愛南町で制定への準備が進められていると報道され、ご案内のとおりであ
ります。このような条例の一例に北海道のニセコ町のまちづくり基本条例がありますが、西予市においてもこのような
条例を制定することによって、市のバックボーンとなる原理原則を構築し、がっちりかっちりしたまちづくりをしませ
んか。もとよりこれでもってがっちりとなるかどうかはわかりませんけれども、そう考えております。日本国憲法以
下、地方自治法などの国の諸法令や県の条例等の制約を受けて一自治体での独自性のある基本条例がつくれるのか、ま
たその必要があるのか否かは論を分かれるところでありましょう。
　さらには、当西予市におけるもろもろの条例に屋上屋を重ねるという意味で反論もありましょう。それでもあえて私
は市政やまちづくりに対する市民の積極的な参加等を含め、余り時々の為政者の考えでぶれない西予市としての原理原
則があってもいいのではないかと考えます。いわゆる人の支配に対する法の支配、ルール・オブ・ローの考え方であり
ます。今後そのような基本条例を制定することになりましても、相当の準備、研究が必要になってくるのは必定です。
よろしくご答弁を願います。
　第３の質問に移る前に後先になりましたが、台風１４号で被害を受けられました方々に慎んでお見舞いを申し上げま
す。
　さて、そこで防災・安全にかかわる市の機構の改革を提言いたしますとともに、市の方針を伺います。
　昨年の定例議会でもほかの議員により、幾度か防災についての質問が行われ、実施に移されたものもあります。
　しかし、合併後１年以上経過しても、というよりわずか１年余りでまだ十分とは言えません。本年は今のところ１４
号台風の影響は受けましたものの比較的平穏に推移していますが、何といいましても、昨年の災害は記憶の新しいとこ
ろであります。言うまでもなく天災地変はいつ起きても不思議ではなく、とりわけ南海道地震は近い将来必ず起こると
予想されています。あした起きても不思議でない状況下で、市の対策はいかがでございましょうか。
　さらに、自然災害のみならず原発事故等の人災も想定されるところでございます。本市の総務課交通消防係の業務内
容の細部について、十分に確認したわけではありませんが、防災マップなどの作成を初め自主防災対策等のおくれが気
になります。これは一つの要因としてスタッフが、人員が不足しているのではありませんか。これは仮にではあります
が、防災安全室ないし防災危機管理室といったようなものを一室設置することによって、企画、計画、訓練などよりス
ピーディーに対処することは考えられませんか。文字どおり安心・安全のまちづくりのためにも冗員のある部署があれ
ば、ぜひ防災安全対策に回してほしいと考えますが、いかがでございましょうか。
　最後に、市長さんのある一日の動静を市民に公開していただけませんでしょうか。もちろんプライベートな点は必要
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ございません。首相や知事の動静は毎日の新聞紙上などで紹介されております。多忙な市長の活動内容については、一
般市民にはなかなか伝わりませんので、許される範囲でよろしくお願いしたいと存じます。今この場で難しければ、広
報せいよあるいは市のホームページ等でも結構かと思います。
　以上、よろしくお願い申し上げて、私の質問を終わります。
○三好市長　それでは、山本議員のご質問についてお答えいたします。
　その前に、ひとり言がないということで安心をして今回は聞かせていただきました。
　まず、今回の衆議院選挙の結果についてでございますけれども、今回の選挙において高い投票率、先般が５９だと聞
いておりまして今回が６７、７ポイント上がったということであります。また、若い有権者が投票行動を起こしたこ
と、また埼玉県、大阪府など大都市の投票率がアップしたこと、この投票行動を国民が起こした意義、それを喚起した
小泉政権を考える必要があろうかと思います。５５年体制が崩壊して２大政党論以降の過程で、政党の離合・集散があ
りました。また、バブル崩壊以降、失われた１０年と言われる経済の低迷がありました。国民はこのような閉塞感に嫌
気が差し、新しいものをこれを打開するものを望んでいたのではないかと思います。それに改革を前面に打ち出した小
泉政権が、国民に希望を見出させたのではないでしょうか。自由民主党２９６議席の圧勝は、従来の自民党でない自民
党ができたことを意味しているのではないかと、このように考えております。ただ自民党のマニフェストを見る限り、
都市型政党化しつつある感も否めず、改革の名において地方を切り捨てがないことを望みますとともに、地方からの訴
えを強力に推し進めていく必要があろうと思っております。
　また、４区の山本公一代議士の５期の当選、心から祝福したいと思います。山本代議士におかれましては、地方の声
を国政に反映してほしいと願ってやみません。
○別宮助役　山本議員の自治基本条例について質問にお答えをいたします。
　自治体の憲法とも言われます自治基本条例は、全国各地で制定の動きがあるわけであります。これらは一口に自治基
本条例と言いましても、まちづくり基本条例といった名称のものも多くあるものであるわけでございます。これまで制
定されましたものでは、それぞれの自治体の置かれた状況や目指す方向性の違いがある程度条例に反映されていると言
えます。中には同種の条例では触れられていないまちづくりの基本原則に、男女共同参画の原則を位置づけている自治
体もあるようであります。これまで制定された幾つかの自治体の条例を見てみますと、住民の権利や役割、さらに責
務、執行機関の役割、また財政や行政評価などを明文化し、住民と行政の共通理解の上に立ってのまちづくりの基本理
念を目標を共有し、住民が主役のきめ細かな協働のまちづくりを進める指針が示されているようでございます。まちづ
くりの基本理念は、いつの時代にありましても、そこに住む住民の皆さんが安全で安心で快適な生活をしていただくこ
とにあると思います。西予市といたしましても、このことを基本理念に、社会を構成する男女がよきパートナーとなれ
る真の男女共同参画によりますまちづくりを進めてまいりたいと考えております。
　こうした条例は、自分たちの地域の現状を踏まえ、制定の必要性、地域づくりのスタイルは何なのかなど、多面的な
議論が必要になるかと思います。地方分権一括法が施行され、地方分権が進んでまいりますと、画一的なまちづくりに
とらわれない独自のまちづくりを進める上で、市長が常々申し上げております行政と市民の情報の共有化と行政の透明
化の確保、市民主体の行政運営が必要不可欠であると考えております。議員ご提案いただきました条例制定につきまし
ては、今後の市政運営の一考にさせていただきたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。
○森総務企画部長　防災・安全にかかわる市の機構改革についてお答えをいたします。
　議員ご指摘のとおり、外部リスク環境は、甚大な自然災害を初め大規模事故等の発生、学校への不審者侵入等の想定
外の新たなリスクに対しまして、危機対応が遅い、不十分、危機意識が低いなど社会の厳しい非難の目が向けられ、自
治体はこれまで以上の説明責任が求められています。愛媛県においては、危機管理室が既に設置され、台風、集中豪
雨、南海・東南海地震等の自然災害及びその他の事態への対応が図られております。西予市におきましては、現在西予
市防災計画の確定とその実効性の検証、総合防災訓練の実施、ハザードマップの作成、危機管理マニュアルの策定等に
対応すべく業務を進めております。
　また、自主防災組織の育成につきましても、明浜町では住民みずからが積極的な活動を展開し、交通消防係と消防本
部が共同で支援しているところであります。三瓶、城川においても、組織結成に向けての活動が始まったところであり
ます。そういった中で、市民が期待する行政サービスを提供できる体制整備として、１８年度からは危機管理係を置
き、住民への指導や自主防災組織の育成等防災対策を図ってまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りますよう
よろしくお願いを申し上げます。
　次に、市長の一日の動静を市民に公開してほしいということでございますが、議員の言われますように首相や知事は
前日の動静を新聞紙上で紹介されております。
　また、議員が言われます広報せいよの掲載につきましては、２カ月おくれとなりますので、時間が経過し余り意味が
なくなるのではないかと考えています。今後はホームページで対応できるかどうか、関係課と対応してまいりますの
で、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。
　なお、全職員に対しましては、市長の動静をパソコン等を開ければ見れるようにしているところでございます。
　以上です。
○１６番岡山清秋君　私ども３１名の議員の中で、この本庁に一番遠いところから出ておられる方、議席２０番の山本
さんではなかろうかと思いますが、後ろの傍聴席にはその地元の方、後援会の方が来ておられます。大変お待たせをし
ておりますが、私もその前にあと一人ですので、しばらくご清聴いただきたいと思います。
　それでは、私はお手元に報告しておりますように１点のみご質問をさせていただきます。
　城川自然ロッジの運営についてであります。
　昭和５８年より「わがむらは美しき」運動を展開し、農村型保養観光の一環として宝泉坊ロッジ、三滝ロッジを整備
し、交流活動の中核的な滞在拠点として交流人口の拡大に貢献をされているところであります。この両施設は、従来は
町直営で運営をされ、利用客のニーズが多様化し、温泉があり国道沿線に立地する地理的条件のよい宝泉坊ロッジとは
異なる三滝ロッジの運営には困難を極めたことから、平成９年に施設のリニューアルをし、別法人を設立して幅広く利
用客のニーズにこたえる運営を行ってこられたわけでありますが、近年の不況等による客の入り込みが減少し、続き厳
しい運営を強いられているのが現状であると聞いております。平成１７年度には高野子宝泉坊ロッジ周辺には、既に健
康増進施設が完成の予定であり、管理運営形態や受託相手等が検討され、このほど城川開発公社が受託することとな
り、同様に城川自然ロッジの運営形態も検討課題であり、今の形態もひとまずは解散をも視野に入れ、町内の観光関連
施設の管理受託会社の統廃合も検討しなくてはならないと思います。私は地元旧城川町の人間でありますので、改めて
ここで城川自然ロッジのコマーシャルをしておきたいと思いますが、歴史と自然に抱かれた三滝渓谷自然公園は、光と
水と緑がシンフォニーを奏でるリフレッシュゾーンとして多くの伝説を秘めて流れる８８の滝と９９のふちがあり、そ
のふもとには木造２階建てのヨーロッパ風建築であるヒノキの薫りが漂うフロント、ロビー、そしてゆったりとした岩
ぶろを備えたレストランを併設して宿泊客や観光客に四季折々のメニューを提供しており、またここから続く万葉の道
は、万葉集で詠まれた植物を植えて、その歌を石に刻んだ遊歩道となっており、懐かしい屋根つき橋や水車小屋、さら
には炭焼き小屋があり、その奥には渓谷沿いの遊歩道があり、さらに足を延ばしますと、標高６４２メーターの城の台
では、３６０度のパノラマが楽しめるところがあります。
　また、地球の大陸移動やプレート・テクトニクスの理論を裏づける地層として、世界的に有名な黒瀬川構造帯のなぞ
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を紹介する地質館も平成４年９月にオープンをしております。
　また、おもしろ不思議体験ができるびっくりはうすが整備され、教材としても利用されております。公園入り口にあ
る城川自然牧場では、町内産の無菌豚を使い、ドイツマイスター直伝の製法による高級手づくりハム、ソーセージを製
造直売し、隣の天蚕センターでは、絹のダイヤモンドと呼ばれる天蚕の繭から糸をとったり、紡ぎ糸を織り、コースタ
ーなどの小物製品を売って直売をしております。これらを平成１４年度から見てみますと、雇用効果は正社員が４名う
ちフロントが２名、調理が２名、契約社員１名、これは宿直係ですが、パート社員６名、季節アルバイト８名、計１９
名で支払い人件費総額２，１２２万円、約６５％、城川自然ロッジ事業による町内での購買力の創出額は１，１２８万
７，０００円、約３５％、当然当期利益赤字決算では、管理運営にも課題があると思うわけでありますが、しっかり情
報分析を行い、近隣諸施設の利活用を考慮した地域発展のため、解散を視野に入れない宝泉坊ロッジ管理体制と連携を
模索してほしいと願うものであります。
　そもそも第三セクターというものは、もともと赤字資質の事業を公共的貢献を図るために赤字を承知の上で設置する
場合が多く、自然ロッジの場合もこの例に漏れないと、私は思います。ただしこれは赤字が出ても仕方がないんだと、
のんびり構えるというのではなく、施設は公共貢献を維持しながらも歯を食いしばりながり最大限の経営努力をするこ
とは当然であり、公共の補てんは施設が存続するための最低限度にとどめなければなりません。この公共貢献度と公共
補てんの限度、必要量を点検するのが、現在取りかかっておられる経営診断であると思います。城川自然ロッジはいち
早く三セクによる経営に踏み切り、それなりの経営努力をし、旧町においては何とか運営を継続してきたところである
と思います。このたび１２月末をもって営業を一時中止するという話を聞いております。経営診断を待つことなく現在
の経営状況を見たときに、年度いっぱい続けることが財政上得策であるとの判断からであろうと、私は思うわけであり
ますが、それは中止をすることによって、地域はもとより旧町内あるいは市内へと意気が消沈し、他の施設等への影響
は出はしないのか、それにより悪影響が広がらないのかということであります。まして一度中止をした後の再開の難し
さ、さらには旧城川町においては、現在野村高校土居分校の存続の問題、さらには土居診療所の入院患者の廃止等々の
問題で明るい話題がないときだけに、ますます過疎化に追い打ちをかけるようになり、市民に不安を与えることになる
のではないかと心配をするものであります。
　さきに述べたように三滝周辺には、これまで多くの施設がつくられ、社会的、教育的価値の高いものも存在してお
り、これらは地域の高齢化、過疎化が進む中で、「わがむらは美しく」という大きなテーマのもと、旧町内に５つのゾ
ーンを設定いたしました。１つに森林浴の森、日本百選の一つに選ばれた緑あふれる自然公園の森林浴ゾーンとして竜
沢寺緑地公園、２つ目に、旧城川町役場周辺の下相運動公園を主にした芸術と文化とスポーツゾーンであります。３つ
目に、宝泉坊温泉を主にした温泉浴ゾーン、４番目に、三滝城趾と三滝渓谷を取り入れたリフレッシュゾーン、５番目
に、遊子谷の雨包の山と樽の滝を取り入れたふるさと体験ゾーンであります。これら旧町時代に設定し、都市との人
的、経済的交流を図りつつ、地域の活力を見出すために、地域住民とともに積み上げられた歴史があります。
　第三セクターについては、今後経営診断の結果を検証しながら新たな運営方法を見出していかねばならないと思われ
ますが、大事なことは、いかにしてなくすかではなく、いかにして継続をしていくのかが大切なことであると思いま
す。特に西予市東部は、合併時における西予市まちづくり計画でも緑のいやしゾーンとして、山間高原型レクリエーシ
ョン地域として憩いと交流の発展を図る、そのようにしております。今後において行政の重点的な施策の展開と支援が
必要であると思います。旧城川町は健康保養の町としてこれから本当に自然と緑を生かした長期滞在型発展地域である
ということを私ども市民と行政が一体となって進めていかなければならない地域だと思います。このことは私は地元の
ことを例に挙げてお話をいたしましたけれども、西予市内の第三セクターで運営をしているすべてにそれぞれのカラー
を生かした、いま一度施策の練り直しをするべきと思うわけであります。市長並びに担当部長の所見を伺いし、私の質
問を終わります。
○大森産業部長　それでは、岡山議員の城川自然ロッジの運営についてのご質問にお答えをいたします。
　城川自然ロッジは、平成２年１０月に三滝ロッジとして県指定名勝の三滝渓谷自然公園の中につくられたものであり
まして、その後平成９年１０月から第三セクター株式会社城川自然ロッジとして今日に至っております。その間の利用
者は１４年余りで延べ８万２，７５９人、１年平均でいきますと５，７００人であります。が利用していただいており
ます。近年利用客のニーズの多様化、施設の老朽化などに伴い利用者が減少してきておりまして、ピーク時に年間６，
６８９人であったものが１５年度で４，８５２人、１６年度で３，８３０人になっております。この数字は１６年度の
数字といたしましては、県内の同様の公共施設では３５施設ありますが、７番目の客数となっております。既に全員協
議会でご説明をいたしましたように、株式会社城川自然ロッジの方から、今後の委託運営について辞退をしたいという
意向が伝えられているところであります。市では、現在第三セクターの経営診断を行っております。その結果を踏ま
え、最悪の場合は閉鎖をすることも視野に入れなければなりませんけれども、可能な限り継続活用をしていく方向で十
分な検討を行う必要があると認識をしております。ご指摘いただきましたように城川地区については、１１月に健康保
養地中核施設クアテルメ宝泉坊がオープンすることとなっております。城川地区は県の第５次長期計画地域別基本計画
の中でも、あるいは市のまちづくり計画の中でも、緑のいやしゾーンとして位置づけられておりまして、今後はこれま
で以上に個々の施設としてではなく、全体的に保養の町、いやされる町としての取り組みが必要不可欠と考えておりま
す。
　さらに、自然ロッジから大規模林道を経由しての大野ケ原、土居家などへのコースなどグリーンツーリズムとしての
位置づけも可能な施設であり、でき得る限り健全な継続運営が行えるよう体制づくりに努めていきたいと考えておりま
す。
　以上、答弁とさせていただきます。
○１６番岡山清秋君　今ほど聞きました中で、１点だけちょっと私聞き間違いかなということがあったんですが、城川
開発公社が辞退をしたということは、協議会で話されましたか、私は聞いてないんですけれども。それはまた後ほど聞
かせていただきますが、この自然ロッジのロビーの中には、皆さん方知っておられる方もあるかもしれませんが、大広
間があります。ここは地元のそこの窪野地区の方の集会所のかわりに、集会の折に使うようなことにもなっておりまし
て、そういった話もありまして、地元の方はやっておられると思うんですが、そこらあたりのことはどうなるのか。私
の一つの案としては、今先ほども言いましたように、天蚕センターがあるわけでありますが、この天蚕センターは野村
町にも同じようなものがあります。西予市に２つもは要らないと思いますので、どちらか１つにするならば、そこら辺
のことを考えれば、城川の天蚕センターに置ければ、地元の方の集会所にも使えないことはないのではないか、これは
地元のことですけれども、そういったこともありますので、これからよく話し合いをさせていただいて、できるならば
存続をして地域の方のためにも置いていただくような施策をしてほしいと思います。
　あと山本さんが待っておられますので、１つで終わります。
○大森産業部長　自然ロッジからの意向が伝えられたということでありますけれども、このことを私も言ったように記
憶をしとりますが、はっきりここで言いましたということは、ちょっとあいまいになっておりますので、また後ほどお
知らせをしたいと思います。
　後段の問題でありますけれども、これは城川地域、西予市にとってはもちろんでありますが、西予市にとっても城川
地域にとってはもちろんでありますが、大きな問題というふうにとらえております。先ほどのご指摘のとおり、第三セ
クターにつきましては、同じ問題を抱えておりまして、それが少し早くそういう状況が見えてきたのかなというのがこ
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の自然ロッジであろうと思います。このことにつきましては、ほかの第三セクターの施設も含めまして、市としても重
く受け取っております。ただ今の利用方法がいいのか、またほかに利用方法があるのか、そういうことも地域の方と協
議をしながらよりよい方向を見つけていきたいというふうに考えております。
　失礼しました。私どうも城川開発公社と話をしたようでありまして、自然ロッジの方からの申し入れということであ
ります。大変失礼しました。
○１６番岡山清秋君　はい、わかりました。ちょっと私の方も聞き間違うたんかなと思っておりましたので、わかりま
した。
○２０番山本昭義君　ただいま１６番の岡山議員にはたびたびご配慮いただきありがとうございました。
　それでは、ただいま議長の質問許可を得ましたので、次の２点に対し理事者の所見をお伺いいたします。
　第１点は、今後の西予市づくりにおいての財源についてお伺いをいたします。
　地方分権と国の財政構造改革の潮流にあって、財政力の乏しい地方自治体にあっては合併は避けて通れず、５町が合
併し西予市が誕生となりまして早くも１年と６カ月がたとうとしております。この間旧町より引き継いでおりました大
きな事業推進もあらかた完了をいたしましたが、これらの事業は合併前に予算措置の行われていた事業でありますの
で、これからが本当の三好市長の西予市づくりの始まりであると思っております。今西予市は厳しい財政の中でさまざ
まな構造改革を進め、歳出予算においても４％減額を掲げて進められておられますことは敬意を申し上げますが、一方
歳入つまり財源においては、西予市１７年度現在の予算は約２７４億円であり、そのうちの自主財源は市税、繰入金、
使用料、手数料及びその他の合計で約６３億円で、歳入総額の２３％であります。歳入総額の約７７％、金額にいたし
ましては約２１０億円は国や県の補助金、地方交付税及び市債等であり、県、国に依存し組まれた予算であります。こ
の７７％の地方交付税等においても、合併前の交付税の算定方式で存続をし、合併後１０カ年間は保証するとのことで
あった制度も、国の制度見直しにより減少傾向にあります。現在の制度でこのまま推移いたしましても、１０年後ぐら
いには約１７億円から２０億円の交付税の減額となるのではないかと思っております。合併時の大きな事業推進ととも
に１９年度より公債の支払いも増加の一途をたどり、公債費率、起債制限比率も上がり、支払いに追われ借り入れも厳
しくなり、合併時の建設計画や今後の市民負託の事業推進ができなくなるのではないかと大変危惧をいたしておりま
す。このような現実と将来を考えたとき、歳出の削減だけで市民の要望を満たすことは到底できないのではないかと思
われます。さきにも述べましたように、国は地方分権、財源移譲と言われても、実際に国が政策と予算をしっかりと持
っている以上、国、県に依存していかなくてはならない西予市においては、国、県と積極的にかかわり、信頼関係を築
き、パイプを今以上に太く強固なものにし、財源獲得に努めるのもトップの役目であると思いますが、市長は今後どの
ような方法で財源獲得に努められるのか、お伺いをいたしたいと思います。
　第２点は、あんしんの家及び集合住宅についてお伺いをいたします。
　私たちの住む惣川は、豊かな自然が数多く残されており、四季の変化を存分に味わえる地域、惣川であります。この
惣川地区もご多分に漏れず、少子・高齢化が進み、西予市でもお年寄りの占める割合は最も高い地域の一つであると思
っております。これらお年寄りの多い惣川地区は、面積約５６平方キロと広く、明浜町の２倍以上もあり、集落も点々
としております。全戸数の約６５％以上が７０歳以上のお年寄りの家庭であり、今後ますます医療や福祉等の日常的な
サービスが必要とされる中、医師も不在となり、このサービスを受けることすら危惧されております。これら地域に住
む人々の心の現在や将来を考え、ややもすればばらばらになりそうな心を一つにして、生きがいと希望の持てる地域社
会づくりも行政の役目の一つであると思っております。子供と若者、お年寄りがお互いを見守りながら、安心し信頼と
安らぎの心で地域社会をつくっていく場としてあんしんの家及び集合住宅を惣川地区にぜひお願いを申し上げまして理
事者の所見をお伺いいたし、私の質問を終わります。
○三好市長　山本議員の質問についてお答えいたします。
　その前に惣川地区の思いを代表して議会活動をされておられますことに対して心から敬意をあらわしたいと思いま
す。
　また、今回の選挙でございますけども、郵政民営化に伴う郵便局のあり方を問う選挙でありましたが、惣川郵便局は
郵政民営化法案の修正の中で、いわゆる過疎やあるいは僻地、半島等々の関係６法の関係するところについてはなくな
らないと、なくしないということがこの中にうたわれたということに私どもは聞いておるわけでございまして、私ども
はこのことを信頼して今後活動をしていきたいと思いますし、また私もその郵便局がなくならない活動をともにやらせ
ていただきたいと、このように思っております。
　さて、西予市づくりについての財源についてでございますけれども、ご質問のとおり地方の財政状況は国の財政構造
改革によりまして悪化の一途をたどっており、全国の自治体がまさに危機的な状況になっております。その要因は、今
さら申し上げるまでもございませんが、国が推し進めております三位一体の改革によって地方交付税の削減や国庫補助
金・負担金の縮減、さらには廃止等の改革で、このような事態に陥っておるわけであります。
　また、国は借金依存体質からの脱却と根本的な財政再建に向け、２０１０年初頭にプライマリーバランスの黒字化い
わゆる基礎的財政収支の黒字化という大きな目標を掲げており、この改革の波をもろにかぶりますと、今以上に地方交
付税の削減が予想されます。
　さらに、市町村の合併特例に関する法律によって、合併後１１年目からは段階的に交付税が削減されることも確定し
ております。このように国の財政構造改革によって地方の財政はますます先細りになって、真に住民に必要な行政サー
ビスが著しく損なわれるおそれが生じております。特に西予市の財源は、議員ご指摘のとおり自主財源は乏しく、ほと
んどが国、県に依存しているのが現状でございます。そこで、こういった現状をかんがみますと、西予市は今後一自治
体として自立していくためにはどのような手法を用いて自立していくことができるのか、さまざまな角度から探求して
おりますが、私はやはり根本的な歳出の見直しや将来を見据えた確かな財政計画を立てておく必要性を強く持っておる
ところでございます。
　また一方、行政をつかさどる者としては、国、県とのパイプを強固なものとしていることは当然ながらの使命と考え
ております。
　しかし、時代は急速に変化しており、国、県そのものが財政再建を先行されている今日、以前のような陳情合戦での
予算獲得は、奏功し得なくなっておると思っております。ただ要所要所での陳情は、行政と議会が一体となって上部機
関に地域の事情を強く訴えなければならないと考えております。どうかその節にはお力添えを賜りますようお願いを申
し上げたいと、このように思います。
○松本生活福祉部長　それでは、２点目のあんしんの家及び集合住宅についてお答えをいたします。
　西予市におきましては、急速なスピードで高齢化が進み、高齢化率は３３．５％となっております。全国の高齢化率
が１９．９％で愛媛県が２３．６％であり、２５年先の愛媛県平均が３３．２％となるだろうと見込んでおりますの
で、愛媛県よりも２５年も先に進んで超高齢社会を迎えている西予市、この西予市におきましては、高齢者福祉の取り
組みは大変重要な課題となっております。西予市内では、特別養護老人ホームが計画を含めまして６カ所の３６０床、
養護老人ホームが２カ所の定員１２０名、老人保健施設３カ所の１８０床とグループホームが８施設の１２１床が整備
されており、合計７８１人の入所が可能な状況であります。高齢者福祉施設の充足率は、近隣市町村に比べて非常に高
い状況でありますが、議員ご指摘のとおり、高齢者の皆さんが長年生活している地域において、在宅に近い状況で生活
していけることは安心・安全でありまして、西予市としても地域密着型の小規模多機能施設の整備を推進いたしており
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ます。
　野村町の惣川地区につきましては、高齢者数３９８人で高齢化率では５５．７％となっておりまして、非常に高齢化
が進んでおります。そのような中、旧野村町が平成６年に惣川高齢者福祉センターを設置いたしまして、その運営を野
村町社会福祉協会に委託いたしております。事業内容といたしましては、生きがいデイサービスが定員１５人、居住部
分では、生活支援ハウスとして定員１０人のサービスを提供し、地域密着自立支援型の施設として運営をいたしており
ます。利用状況につきましては、デイサービスへの登録が１５７人ありますので、約４０％の高齢者が利用されている
ことになります。また居住部分では、現在８人が入所されておりまして、そのうち惣川地区の方が４人入居されており
ますが、夫婦部屋としての２人部屋を現在１人の方が利用しておるような状況でありますので、現在満室の状況であり
ます。惣川地区におきましては、惣川高齢者福祉センターが高齢者福祉の拠点となっており、まさに地域に密着した施
設としてのその活用とサービスの充実が重要であるだろうと考えております。現在西予市内では、宇和町社会福祉施設
協会が、小規模多機能施設として昨年の９月に田之筋地区、本年９月には多田地区にあんしんの家を整備し、地元の雇
用をいたしましてそれぞれ運営をいたしております。国の高齢者施策は、地域に密着した小規模多機能の介護施設を整
備するよう展開いたしておりますので、いわば西予市は国の施策を先取りした方向で進んでおりますので、西予市の実
践課題として位置づけ、校区に１カ所の小規模多機能施設整備を推進してまいりたいと、このように考えております。
　惣川地区に支え合う施設としてあんしんの家を希望されるということであれば、地域の実情を十分調査するととも
に、実施主体、地域の受け入れ体制などを検討しながら、民間主体の運営が図られるようであれば、ぜひ検討していき
たいと、このように考えております。
　なお、集合住宅につきましてはどのようなものを希望されておるのか、地元の意向等も十分聞いた上で今後の課題と
させていただきたいと思います。
　以上、答弁とさせていただきます。
○２０番山本昭義君　再質問をさせていただきます。
　先ほど山本議員のところでも触れられましたが、今回の衆議院の４４回の選挙において、愛媛県でも４名の自民党の
議員が誕生されました。また、全国においても自民党が圧勝をされました。この内容を考えてみますと、大変都会型で
地方には本当に今度は、逆に言えば、反抗勢力は少なくなったんではないかな。ふえた分はほとんど都会ではないかな
と、そのように思っております。そのような場合に、これから政党政治が結局都会の方へ向いた政党政治が行われるの
ではないかと、そのように大変心配をしております。
　また、圧勝して３分の２以上とった以上は、なかなかこれから物事が思うようにいきます関係で、解散を４年間はし
ないと思うとります。よっぽどのことがない限り解散はしないだろうと思っております。そういうような場合に、やは
りこの機会を利用して選挙当初を利用して、西予市はしっかりと今の県、国に対しての道筋をつくるべきではないか
な、また絶好のチャンスではないかな、そのように思っておりますので、どうか市長、大変ご足労をかけると思います
が、その辺をよろしくお願いをいたします。
　そして、第２点のあんしんの家または集合住宅についてですが、確かに仰せのとおり、惣川には福祉センターがあり
ます。これも今は満杯になっておると言われましたが、５年前介護保険が施行されます前はいっぱいで、まだ足らない
ような状態でありました。そこで１６年にこの介護保険に入ったときに一部補助金をカットされましたが、１６年度に
おいて全額カットされたと聞いております。そのような関係でなかなか利用もしにくいのではないかな、そのように思
っておりますし、これから市としてそういう施設を建てていただいて、地域の方に安心と安らぎを与えてほしい。特に
都会の方に出ておられます子供さんは、地域にそういう施設があると安心をされるのではないか。そしてお年寄りにつ
きましても、安らげるのではないかなと、そのように思っております。そういう一つの内面的なことも行政を預かる者
としては見ていただいて、これからの一つの基準として、惣川にもぜひそのようなことを考えて設置をしていただきた
いと思っております。よろしくお願いをいたします。
○三好市長　山本議員の再質問の第１点についてお答えをします。
　衆議院選挙の関係についての国とのパイプづくりでありますけれども、鉄は熱いうちに打てということがありますの
で、私もせっかく山本代議士がこのように５選をされたわけでございますから、早いうち議員の皆さんと一緒に、向こ
うの方が落ちついた段階で話を、陳情等々していきたいと、このような考えを今持っておるところでございまして、そ
の節はまたよろしくお願いしたらと思います。
　以上でございます。
○松本生活福祉部長　それでは、ただいまの再質問についてお答えをいたします。
　惣川の高齢者福祉センターの補助金につきましては、平成１７年度から国の補助金が削除されております。それに伴
いまして、市からの運営委託費につきましては、前年と変わらず委託料としてお願いいたしておりますので、運営その
ものについては、今現段階での支障はないだろうと、このように考えております。
○議長　以上で一般質問を終結といたします。
　暫時休憩いたします。２時４０分に再開をいたします。（休憩　午後２時２６分）
○議長　休憩前に引き続き会議を開きます。（再開　午後２時４０分）
　　（日程２）
○議長　次に、日程第２、議案第１２５号「西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について」から議
案第１３７号「合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条例制定に
ついて」までの１３件を一括議題といたします。
　これより本案に対する質疑を行います。
　質疑は大綱の質疑のみにお願いをいたします。
　まず、議案第１２５号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１２６号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１２７号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１２８号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１２９号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３０号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３１号に対するし次を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３２号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
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○議長　次に、議案第１３３号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３４号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３５号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３６号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３７号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
　　（日程３）
○議長　次に、日程第３、議案第１３８号「市道路線の廃止について」及び議案第１３９号「市道路線の認定につい
て」の２件を議題といたします。
　まず、議案第１３８号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１３９号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
　　（日程４）
○議長　次に、日程第４、議案第１４０号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）」から議案第１５０号「
平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）」までの１１件を一括議題といたします。
　まず、議案第１４０号に対する質疑を行います。
○２８番大竹忠盛君　一般会計の補正予算の所管外の分について、２点ばかりお伺いをいたしたいと思います。
　まず、２６ページの電算管理費の関係についてお伺いをいたしたいと思います。
　森川議員の方からも一般質問で委託料の問題が出ていたわけでありますが、３，２００万円今年度予算を組まれてお
りますし、さらに来年度合わせて８億７，０００万円とお伺いをいたしたわけでありますが、これは航空写真等の活用
を図るということを聞いたように思っておるわけでありますが、他の事業例えば森林整備事業とか土木事業とか、この
ような事業にもこの航空写真等が活用できるんかどうか、この点についてまずお伺いをいたしたいと思います。
　それから、２点目でございますが、これは４１ページで、水田農業対策費負担金補助及び交付金９８５万３，０００
円を組まれておるわけでありますが、これの事業の趣旨や事業効果等がわかるようでしたらご説明を賜りたいと、この
ように思います。よろしくお願いをいたします。
○森総務企画部長　ただいまの大竹議員の質問にお答えをいたしたいと思います。
　今回は固定資産税業務を主として計画をいたしております。
　また、航空写真の活用によりまして、道路台帳、下水道台帳の管理、都市計画とか防災計画、農地管理等にも活用は
可能と考えております。
　以上でございます。
○大森産業部長　２点目の４１ページ負担金補助及び交付金の９８５万３，０００円の事業でありますが、これはその
前のページにあります３９ページですが、その一番下の補助及び交付金△５，９１６万１，０００円とありまして、そ
の横に愛媛認定農業者総合支援事業補助金△８４７万２，０００円と連動をしております。これは内容としましては、
加茂生産組合のトラクター２台とコンバイン１台の購入費用の助成でありまして、３９ページは補助金の確定によりま
して、県補助金がつかないことになりまして、この水田農業のところ、事業名としましては担い手支援水田農業条件整
備事業というとこに乗りかえた事業であります。趣旨、効果につきましても、トラクター、コンバインでありますの
で、ご理解をいただきたいというように思います。
○６番嶋川武文君　３０ページの７節賃金でありますが、ここはページ数は厚生常任委員会になるんですが、私は厚生
委員会でありますが、ただ賃金のことでございますので、性格からいくと総務企画部に入るのかなと、それとしたがい
まして、総務委員会の所轄というふうな考え方からいきますと、皆さん今まで１年半の間に、市長は退職勧奨制度を非
常に英断されまして、非常に勇気ある行動で評価できるんでありますが、よく考えてみますと、嘱託職員だとか臨時の
方の話が今までしたことないんです。余り細かい数字は急ですからわかりませんでしょうが、そういう方たちは今何人
ぐらいおいでて、今後どういうふうに処遇されるのか。旧宇和町と他の町の違いもあると思います。今までどういうふ
うに処遇されておるか、今後の展望というんでしょうか、どういうふうにお考えなのか、それをちょっとお聞きしたい
と思います。ですから、関連の関連となりますが、お許しいただきたいと思います。
○三好市長　今ほどの嶋川議員の賃金等々、嘱託職員、臨時職員の問題等について、総括的な方を私の方から言わさせ
ていただいて、人数的なものは総務課長の方からあとやりますが、この問題につきましては、やはり西予市の今後の財
政を考える上では、やはり重要な問題であると私認識しております。ただこれもやみくもに切るというわけでいけない
わけでありまして、やはり嘱託職員、臨時職員につきましては、正職員が事業遂行においてどうしても必要な部局にお
いては、やはり臨時職員、嘱託職員を置く必要があろうと、このように思っております。
　しかしながら、先般もいろいろなことが決裁にある中で、例えば産休等々について、もし今の人員の中でやれる場合
はもう臨時的に入れるのでなしに、やってほしいというような細かな要望もしておったりもいたします。ただ、労働過
多になることについては、やはり私ども考えなくてはいけないので、その辺の配慮は十分しながらやっていきたい、こ
のように思っております。
　以上です。
○炭倉総務課長　今嘱託、臨時職員人数を聞かれましたが、ちょっと約で申しわけございませんが、４２０名ほど臨時
・嘱託がおります。嘱託については、ずっと継続して雇用をしておりますが、臨時職員は、西予市になってからは２年
で一応やめていただくというような、２年で雇用を打ち切っております。
　以上です。
○議長　引き続き、議案第１４０号に対する質疑はありませんか。
○５番元親孝志君　先ほどの大竹議員の質問に関連をして１点だけ質問させていただきたいと思います。
　実は、以前に口頭で市長の方にお願いをした経緯があるわけですが、実は先般我々総務委員会は長野県の方に行政視
察に行ってまいりました。その結果につきましては、先日亀井総務委員長の報告のとおりでありますが、その中で１点
だけ私の方つけ加えさせていただきますと、今回長野県の長野市とそれから飯山市に行ったわけですけれども、そこで
私職員の方に聞いた話でございますが、長野県の両市においては、光ファイバーが全戸に接続されておるということを
聞きました。ちなみに西予市におきましては、光ファイバーは行政間のみでありまして、民間にはまだ一個も入ってお
りません。これは非常に大きな差ではございまして、特に西予市の場合におきますと、通信網のシステムとして、中心
部において ＡＤＳＬ、それから私が住んでおります横林ではＡＤＳＬも不可能でありまして、ＩＳＤＮでありま
す。これはもう通信速度が雲泥の差がありまして、非常にいらいらしておるわけでございます。そこで、先般市長に、
これを何とか民間我々にも今度光ファイバーを利用させていただきたいという話をしてお願いをしておるわけでござい
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ますが、そこで企画情報課に質問いたしますが、今ＩＴ時代と言われておりますが、西予市のまずインターネットの普
及率、それからＡＤＳＬのエリア、それからＩＳＤＮの利用者、これがどの程度あるかということをまずお伺いしたい
のと、それから今光ファイバーにつきましては、ケーブルテレビ等の利用も含めて市長の諮問委員会の方で検討されて
おるわけですけれども、インターネットの最大の魅力はスピードでありまして、時間との戦いであります。ですから、
これは利用する側からすれば、一日も早く利用させていただきたいという思いがありますので、この検討委員会はいつ
までに答申を出されて、その結果我々はいつそれの恩恵を受けることができるのか、そしてまた財政面がありますの
で、これを各戸に引く場合において、財政上困難であれば、当然受益者負担も踏まえてでも私は早急に利用させていた
だきたい。それは私の目の前の支所までは光ファイバーは来ておるわけですから、川を渡せば私の家まで届きます。そ
の負担が仮に個人負担が要るとしても、それだけの恩恵はあるというふうに思っておりますので、早急に光ファイバー
の利用を行政機関だけが利用するのではなく、やはり我々民間にも恩恵を与えていただくように早急な検討をお願いし
たいと思いますが、よろしくお願いしたいと思います。
○三好市長　元親議員の質問についてお答えいたします。
　数的な細かいことについては、総務部長の方がやると思いますので、総合的なところで私は話させていただきます。
　今おっしゃられましたとおり、光ファイバーの今後の利用については、今諮問機関の方へ、いわゆる審議をいただい
ておりまして、その答申をいただくような段階にあるのではないかと、このようには拝察しておるわけでございます
が、今おっしゃるように、ＣＡＴＶをまずつくるかどうかというのが大きな諮問の内容でございまして、いわゆる驚愕
な費用を必要といたします。それについては、合併協議会の段階でつくられた建設計画の中に主要なものとして、合併
特例債を使ってやろうかというような一つの建設計画の中にはありますが、現実問題としてそれを適用するときにどれ
くらいの状態になって、どれくらいの加入者があるのか等々を含めた中で、今審議会の中で検討をいただいておると、
このように思います。その中でも個人の負担金をどのぐらい取るのか等々も含めた検討もなされておると、このように
聞いておりますが、何分私の方にまだ最終答申はいただいてないというようなことであります。その中で、今おっしゃ
るとおり、いわゆる高度情報の通信をどうするのかということも含めてあろうと思います。その中のケーブルの中で、
どれくらいをそういうＣＡＴＶ以外に使うか、いわゆるＡＤＳＬ等々の方にやっていくかということも問題になろうか
と思います。今現実的には、いわゆるＮＴＴのそれぞれのところが、以前ＮＴＴの電報電話局があったところから大体
４キロぐらいの範囲しかできないというのが現実でありまして、非常に遅いというのも私どもわかっておりますし、そ
ういう中で県単事業等々で最初やれるような事業もなきにしもあらずでありますが、二重投資になるので、それは非常
に困るわけでありまして、したがってスピーディーに私どもも最終的な結論を導かなくちゃいけないと、このように思
っております。
　もう一つ、市長会を通じて知事さんにお願いをし国の方にも市長会を通じて出させてもいただいておる一つの案件
は、いわゆるＣＡＴＶ等々を含めた高度情報の国のいわゆる年間の補助額が少ないということでございます。これを何
とか獲得をするために私どもは先ほど山本昭義議員の方からもありましたが、国の方にも強力に要望をしていかなくて
は枠はありません。したがって、このことを強く要望しながら、いいことに、今の県の方の総務部長は総務省の方から
来られておりますけれども、その方が総務省における担当課長であったということでありますから、その方も大いにお
助けをいただきながら、今からそういう要務をやっていかなくてはいけないと、このように思っております。
　以上でございます。
○５番元親孝志君　今市長の答弁でよく理解できたわけですけれども、以前森総理の時代に、日本は５年以内に世界一
のＩＴ立国を目指すということで取り組まれておりまして、もう既に４年余りが経過しておるわけですから、早急に対
応されるよう、国なり県に要請をしていただきたいというように思います。
　それとあわせて、今我々地方に住む者は、少子・高齢・過疎という三重苦の中で大変苦労をしているわけです。その
上に一番やはり怖いのは、情報の過疎ということに今なってるんじゃないかな。先般山本代議士もあいさつの中で言わ
れておりましたけれども、これほど選挙区を回って、これほどまだ携帯電話がつながらないのかというようなことを言
われておりましたが、我々はそういう情報過疎の中におるという現実、これは今一番我々は取り残されているんじゃな
いかなという大きな危機感を持っておりますので、是が非でもこの分野におきましては、早急なる対応をお願いいたし
まして終わりたいと思います。
○森総務企画部長　元親議員の最初に質問のありました点につきまして、担当課長もちょっと退室をしておりますし、
あれですので、後ほど数字的なものはご返答させていただきたいと思いますが、よろしくお願いいたします。
○３１番浅野豊重君　４３ページ、農林水産費の中の林業費、林業振興費の中で、間伐排出促進事業補助金が６４０万
円出されております。これは是とするものでありますが、これは旧城川町において実施していたものであり、西予市に
なっても継続してもらっておって大変ありがたかったのでありますが、聞くところによりますと、今年が最後になるの
ではないかという心配をしているところでございます。この事業は、単に材の出荷が目的だけではなく、国土保全、水
源涵養、地質浄化また災害防止等に多面的な要素を持っておりますので、今後ともぜひともこれを全市に広げて適用さ
れることを常に要望するものであります。ひとつよろしくお願いをいたします。
○三好市長　今ほどの浅野議員のご質問についてお答えいたします。
　この間伐材出荷推進補助につきましては、今おっしゃるようにことしが県の補助を加味して最後だということになり
ます。このことにつきましては、先般もそれぞれ林業研究会、エフシー等々含めた中からの来年度に向けての陳情があ
りました。これにつきましては、今まだ結論に至ってないわけでございますけれども、ご質問の趣旨あるいは陳情の趣
旨も非常に理解をしておるところでございまして、どれほどぐらいの予算も組めたりするのかなという財政的なもんま
で含めてありまして、西予市全体にいったときに、どれぐらいの費用がかかってくるかなというようなことも含めてあ
ります。したがって、ここの即断は避けたいと思いますけれども、考えとしては前向きにしていきたいなという考えは
なきにしもあらずというご理解をいただいたら思います。
　以上です。
○２２番鍵原芳和君　２点ばかりお伺いをいたしたいと思うんですが、まず３０ページの社会福祉総務費であります
が、施設協会本部補助金６０万円でありますけれども、この内容をお伺いをしたいと思うんですが、当初は３，８００
万円ほど計上されておりまして、補正２号で９００万円余り、これは人件費だったと思うんですが減額をされておるわ
けであります。今の時期にこの補助金の内容についてお伺いをいたします。
　それから、３４ページ、もう一点あるんですが、環境衛生費の浄化槽設置整備補助金でありますが、２３５万２，０
００円、これの基数は何基設置をされる補助なのか、お伺いをいたします。当初１４４基の予算が出ておったと思いま
すので、累計、設置基数が何ぼになるのか、お伺いをいたします。
○松本生活福祉部長　まず、３０ページの施設協会への６０万円の補助でありますが、これは歳入の１９ページに示し
ております游の里健康センター基金から繰り入れをいたしまして、その金額につきまして施設協会の方へ補助をするも
のであります。この基金につきましては、游の里健康センター職員の退職手当充当分をここへ基金に積み立てておりま
すので、その分を施設の方で補助をして退職手当としての充当をするということであります。
　次に、３４ページの浄化槽設置整備事業補助金でありますが、今回の追加は５人槽が２基と７人槽が４基の追加であ
ります。
○１７番酒井宇之吉君　３９ページでございますが、非常に農業振興費についてお尋ねするわけでございますが、全般
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的に組み替えであるのか県の補助金、国の補助金が減額されたのか、ちょっとご説明していただかないと、伐採費につ
きましてもなくなっておりますし、そして愛媛認定につきましても、ほとんどが負担金、補助金が出すものが減額にな
っております。これにつきましては、県、国の組み替えであるのか、政策的に当初予算を上げたのが減額になりました
のか、そのあたりの背景につきましてご説明を願います。
○大森産業部長　３９ページ、まず委託料の分でありますが、委託料で伐採植栽作業の委託料、園内作業道の委託料こ
れにつきましては、事業の変更による減額であります。これは県の方が直接生産組合の方に支払うようになりましたの
で減額をしております。
　それから、１９節の一番上、愛媛認定農業者は、先ほど大竹議員の質問にお答えをしましたとおりであります。
　それから、次の園芸産地整備事業につきましては、これもかんきつ園地の転換事業に移行をするための事業で、組み
替えであります。
　それから、次のページ４０ページでありますが、２１世紀型の産地育成の事業でありますけれども、これは県の補助
金の確定による減で、これは組み替えとかということではありません。単純な減額でありますが、また来年度において
は要求をしたいと。これは三瓶地区の小型スプリンクラーでございます。
　それから、次の一番下、経営構造対策事業補助金でありますが、これは三瓶の光センターの入札の減によります減額
でございます。
　以上でございます。
○議長　１４０号に対する質疑はほかにありませんか。
○２１番梅川光俊君　重ねたことになりますけれども、もうほかの議員が全部質疑をしましたのでなくなりましたが、
重ねて１つだけお願いをしたいなと思っております。
　ちょうど間伐出荷推進補助金なんですけども、市長の答弁がございました。それで、ちょうど一番最初の各自治体の
中で、全国的な組織の中で森林交付税それを要望しながらずっと全国組織で活動してきた方向づけがあります。それが
今水源税という形の中に変わって、愛媛県はそういう形で財源が生まれて、さっきの事業の中でも宇和が取り組むとか
というそういう分が出てきておりますけれども、そういう方向づけとして私らは運動してきたという意味があったんで
すが、そういう財源を利用しながらこれから本当に山林の環境を整えていくという方向では大切な部分でありますの
で、ひとつぜひともご答弁は要りませんが、そういうことでお願いを再度申し上げておきたいと思います。
　それからもう一つ、関連になります。元親議員が言われました光ファイバーの件でございます。
　これは付託をされたといいますか、諮問されたといいますか、そういう形の中で審議をされておりますけれども、今
西予市の中で一番――この予算と直接関係ございませんので申しわけございません。本当に光ファイバーの大きな動脈
というのは、１本の国道を抜くぐらいの、大きな通信網の国道を抜くぐらいの大きなウエートにかかっております。こ
れは本当に過疎地の中で生き残るすべというのは、この大きな速さの中で生き残っていかなければ企業は生き残ってい
けません。その辺も含めて、さっきも答弁がございましたので、そのとおりだろうと思います。ＡＤＳＬとかいろんな
自治体で２，０００万円とか、いろんなそういう一つの金額が流れておりますけども、早急な取り組みをお願いをした
い。重ねてお願いをして終わります。
○議長　ほかにございませんか。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　質疑も尽きたようでありますので、次に移ります。
　次に、議案第１４１号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１４２号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１４３号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１４４号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１４５号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１４６号に対する質疑を行います。
○５番元親孝志君　市長に１点だけお伺いしたいと思いますが、これは私の考え方の方が間違っているかどうか、それ
を含めてお伺いしたいと思いますが、近年西予市内においてもグループホーム建設があちこちで起こっております。私
昨年厚生常任委員会におったわけですけれども、厚生常任委員でありながら、グループホームの建設の申請なり許可が
おりたという話を確認できておりません。今のグループホームは介護保険制度にもとで行われまして、すべて収入は公
的資金に値すると思います。介護保険料が２分の１、残りの２分の１に対して国が２分の１、県と市が２分の１ずつと
いうことになっとろうと思いますが、グループホームの運営資金というのは、すべて公的資金になるわけですから、
我々議会の議員として、こうしたものが申請があったということ、あるいはまたこれは市の市長の権限で許認可事項に
なっておると思いますけれども、せめてこういうふうな許可を出したというあたりは、我々議会としても把握しておく
必要があるんじゃないかと。私は、市民の方からあそこにグループホームが今度できるんよとか、あそこにできました
とかという話を聞いて、ああそうですかというふうな現状であるわけですけれども、これは私の議員としての考え方が
間違いなのかどうか、市長にお伺いしたいと思います。
○三好市長　今ほどの元親議員の質問に対してお答えいたします。
　グループホームに対する認可は市ではありません。県であります。だから私も細かいことは、正直わからないという
のが現状でありまして、ただ私どもは、今まで県の方にも訴えをしておったのは、グループホームがばらばらばらばら
できると、公的資金介護保険料にかかってくるので、ある程度市としての方針も伝えなくてはいけないというのが私ど
もの考えであったことは確かであります。早々しないといけない、言動をですね。しないといけないということはあり
ました。
　しかしながら、今度介護保険法の改正によりまして、このグループホームについても市の認可になってくると、この
ように思いますので、今まで、だから私どもはわからなかった点をしっかり市として方針を出してこの辺にする、今度
の改正法はそういうことに、身近なものについて市の市長認可になるということになろうと思います。
　以上でございます。
○２１番梅川光俊君　今の関連についてちょっとだけご質問をさせていただきたいと思います。
　ちょうど市の認可になるということで、国、県の補助が市と一つの一自治体において１億円以内という方向づけの中
で通達が来ているのかなと思っております。それをもって一時市長の認可といいますか、市長が申請をしたのは、補助
金申請をしていただいたら、各一事業所といいますか、一施設１，５００万円からいろんなその人数にもよるんですけ
れども、２，５００万円ぐらいの補助が出てくるという方向づけが出て、その申請期限がことしはもう終わってると思
いますが、来年度の１月か何月までに申請をして市長の認可申請を上へ上げて、それからそういう小規模多機能に至っ
てもそういう方向づけがあるという、ちょっとそういう情報がございましたら、お知らせを願ったらありがたいと思い
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ます。これは関連ですので、直接この中にありませんので、申しわけありません。
○松本生活福祉部長　ただいまのご質問は、市町村が行う小規模の事業についての交付金制度であると思います。この
グループホーム等については、すべて法人が行う場合は法人の資金で行うということになっておりますので、いわゆる
特養、老健等につきましても、小規模であれば県の事業としては採択しないということでありますので、市町村が計画
をつくった上で県の方へ申請するということであります。１８年度の予定につきましては、もう既に締め切られており
ますので、次１９年度以降の事業については、どのような小規模の事業を市町村として取り入れていくのか、十分検討
した上で県の方へ計画を提出したいと、このように考えております。
○２１番梅川光俊君　済みません、関連でこういうことになったんですけども、ちょうどあんしんの家といいますか、
それと小規模多機能というそういう分の施設に関していろんなものの判断をするときに、現時点でそしたら財団からも
何ぼか借れるという分もありましたけれども、それをそしたらどう持っていったらいいのかということでやれば、来年
の１月が期限ですよと。だからその中でそういうものがありますので、できるだけ早くその分の中に自治体に申請をし
てその許可がおりるように動いてほしいという部分があったのでちょっと質問、今ここでご答弁をいただかなくっても
結構です。そういう部分の的確な情報が欲しいと思っておりますので、ひとつよろしくお願いをいたしたいと思いま
す。
○松本生活福祉部長　そういうような国から小規模に対する市町村の計画を上げる場合には、やはり法人等へも相談し
た上で今後計画を進めていくようにしていきたいと、このように考えております。
○議長　１４６号に対するほかに質疑はございませんか。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　では、質疑が尽きたようでありますので、次に移ります。
　次に、議案第１４７号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１４８号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１４９号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、議案第１５０号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
　　（日程５）
○議長　次に、日程第５、認定第１号「平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について」から認定第１４号
「平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について」までの１４件を一括議題といたします。
　まず、認定第１号に対する質疑を行います。
○２８番大竹忠盛君　財政課長さんお見えでございますので、１６年度の決算の状況、さらには特に１７年度以降の財
源見通し等についてお伺いをいたしたいと思います。
　代表監査委員さんのお話にもありましたように、非常に健全財政に推移をしておるということは、理事者、課長の皆
さんの経営努力によるものと感謝をいたしておるところでございますが、ただ意見書の９ページをお開きいただきまし
たら、自主財源の関係の中で、１６年度諸収入が３６億４，６００万円とあります。非常にこれは率が高いような気が
してならないわけでありますが、これは合併等の特別の事情によるものか、あるいはこれから以降、１７年度以降もこ
のような諸収入に推移するのか、この点についてまず第１点お伺いをいたしたいと思います。
　関連をいたしまして、歳出の中で公債費が３７億９，２００万円ございます。さらに、市債を約４０億円借るように
なっております。これからの財源見通しを考えますと、１７年度あたりで大体市の独自財源も底をつくんではないか
な、このような危惧をいたしておるわけでありますが、公債費や市債の比率がだんだん高くなると、将来市の財政運営
に支障を来していくのではないかと心配をいたしておるところでございます。１８年、１９年、２０年ごろになります
と、今年度あった事業のいわゆる箱物の起債額もふえていくんではないかと思っておるわけでありますが、将来の財政
の見通しについて、わかる範囲でお答えをいただきたいと、このように思います。
○清水財政課長　それでは、大竹議員さんのご質問にお答えをいたします。
　まず、諸収入でございますが、３５億円というような数字が上がっております。これは実は１５年度の決算におきま
しては、３月末が打ち切り決算でございました。そういったことで、この財源が１６年度の方に回っております。です
から、３５億円のうちに過年度収入分と現年度収入分が含まれております。そういったことでこういう大きな数字には
なっております。それで、今後はこのような数字は上がってまいりません。通常ベースに戻ります。
　それから、起債あるいは公債費の関係でありますけども、公債費といいますか、起債につきましては、今現在１６年
度に約４０億円、そして１７年度におきましても約４０億円の起債の予定をしております。そういったところで、この
まま４０億円相当分を借り入れをしていきますと、３年後におきましては約２億７，０００万円ぐらいの増額いわゆる
借金払いです。借金払いが２億７，０００万円ほどふえるということです。それからまた、５年後には５億円ほどふえ
るんではないかと私は試算をいたしております。それで、今後の財政状況でありますけれども、きのうの補正予算の中
でもご説明しましたとおり、財政調整基金が今回の補正後で約８億円ということになっております。それで、今後各事
業課の方で節減等々をしていただいて、１２月あるいは３月の補正で不用額等々を出していただきますと、１０億円程
度年度末には残るんではないかと期待をしております。そうしますと、この１０億円相当が出てきますと、当面はしの
いでいけるということになってまいります。
　以上でございます。
○７番沖野健三君　ちょっと職員とそれと給料の点について質問させていただきたいんですけども、１６年度決算の３
月末でいいんですけども、一般会計の職員の数、それから給料総額、それからもう一つは臨時職員ですね。臨時職員の
数は先ほど言われました４００名ですか、これともう一つは、どれだけの給料を出しているか。
　それからもう一つ、これは大事なことだと思うんですけども、５町間で給料の格差があるというように聞いておりま
すが、一つ例をとって４０歳で金額にしてどれぐらいの格差があるかということです。
　そしてもう一つは、特別会計の方で現在職員が何名おるか。そして給料をどれだけ出しているかということをわかれ
ば教えていただきたいと思います。
○清水財政課長　まず、給与の額でございますが、給与の額は約２４億５，０００万円でございます。これは一般会計
のみでございます。
　それから、職員手当これにつきましては１８億６，０００万円、それから、これは人件費に当たりますのでつけ加え
ておきますけども、共済関係これが６億８，０００万円ということになっております。
　また、臨時、嘱託でありますけども、これが一般会計で５億７，０００万円ということになっております。これはあ
くまでも１７年９月補正後の額でございます。
　以上でございます。
○炭倉総務課長　人数につきまして、一般職が６８７名だったと記憶しております。それから特別会計を入れまして、
全体で１，０５７名の職員であります。
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○清水財政課長　特別会計の人件費でありますが、給与でありますが、４億１，０００万円でございます。それから、
職員手当３億２，０００万円となっております。それから、嘱託、臨時合わせまして７，０００万円でございます。
○７番沖野健三君　もう一点、各５町で給与間に格差があるというように聞いてますが、一番高いとこと一番低いとこ
との金額にして４０歳ぐらいでいいんですけども、わかれば幾らぐらいか、教えていただきたいんですが。
○炭倉総務課長　一番高いとこといいますと三瓶になります。それから、一番安いといいますと明浜町になります。４
０歳で二、三万円は違ったかと記憶をしております。
　以上です。
○議長　ほかに認定第１号に対する質疑はありませんか。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　質疑も尽きたようでありますので、次に移ります。
　次に、認定第２号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第３号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第４号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第５号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第６号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第７号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第８号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第９号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第１０号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第１１号に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に、認定第１２号に対する質疑を行います。
○６番嶋川武文君　この件に関しましては時々出ておりますが、前回はたしか山本英男議員が質問されましたが、いい
決算を出しておりますが、一般会計からも繰り出しておるわけですね、少し３，０００万円ぐらいでしょうか。それ
で、たしか合併協議会で私の記憶間違いかもしれませんが、とりあえず現状のまま上水道事業はそのまま引き継いで、
その後調整するというようなことがあったやに思います。ただ今までの市長のお答えは、別々の会計だから、今のまま
だと、現状のままだというお答えのようでございますが、これも先ほどの格差の問題がございまして、例えば明浜町さ
んとどこですかね、一番安いとこは多分野村町さんでしょうか。たしか２倍以上だったと記憶するんですね。これが市
長、２割増し、３割増しであれば、同じ市内ですから納得できる要素もあるんですが、２倍以上になりますと、これは
いかがなもんかなと、私は常々思います。もちろん売り上げを減らすわけにはいきませんので、売り上げを減らさない
で、そのまま西予市内の内部で調整して、徐々に調整するというお考えはないのでありましょうか。今のままだと、明
浜に住んでおれば、水道代は月１万円あるいは１万２，０００円払うけれども、野村に住んどけば、３，０００円で済
むよというのも、少しおかしいような気がいたしますが、この問題は何度も出ておりますので、大変恐縮でございます
が、再度またお答え願いたいと思いますが。
○三好市長　今ほどの嶋川議員の上水道の料金の使用料についてのご質問だと思いますけども、これにつきましては、
基本的には企業会計であります。大手企業会計でございますから、受益者負担、使用者負担であるのが根本でありま
す。したがって、今言われるように旧野村と旧明浜との間に２倍以上いや３倍近くの差があろうと思います、その料に
おいて。そういう中でどのように調整するかということの問題に当たるわけでありますけれども、私は１回、これは住
民の中に１回見せてみたいと、このように思うんです。といいますのは、今年度の平成１７年度については、一般会計
からのいわゆる赤字になった繰り出しを明浜の上水道会計にしないということを１回してみて、住民の方に見ていただ
きたいと、このように思います。その上で議員の皆さんとともにここに議論をして、どのぐらいの料金がいいのか、そ
ういうこと等知らないと、一般会計から繰り出しをして赤字を埋めておりますと、当然のようにいいんだという発想に
なりやすいと、私はこのような考えを持っております。したがって、１回赤字を出してみて、そうすると住民の方も気
づいていただいて、そして議論のこのようにテーブルに着けるんだと、私はこのような考えでおりまして、今年度は赤
字繰り入れをしないという考えに臨みたい、このように思っております。
　以上です。
○１７番酒井宇之吉君　ただいまの答弁をお聞きしまして一言。
　企業会計でございますので、その中で投資部門については、その地区が受け持つというものの考え方をされておるの
か、それとも今後全部が一緒になった会計でございますので、その中で調整していくという考え方なのか、そのあたり
だけをお聞きしときます。この件につきましては、非常に合併協の中でもめた案件でございますので、ひとつ念押して
お聞きしときます。
○三好市長　本来、再度言いますけども、企業会計でありますから、投資部門も含めて当然料金の設定の段階で、みん
な認識をしてそれだけの料金を払うことになるのが企業会計の根本でありますから、そういう私どもは、例えば補助金
のあり方等含めて受益者負担ということを考えたときは受益者が当然払うのが根本であります。
　しかしながら、今回のこの問題を考えたときに、南予用水の水を使わざるを得ないという事情があった中で判断をし
なくてはいけない。高い水を使わなくてはいけないという判断をしなくてはいけないと思います。したがって、私は今
ほど言いましたのは、一回赤字を出してみて、住民の方がそういう理解をいただくようなことの議論をこの場でしてみ
たいと、このような発想でございます。
　以上です。
○議長　ほかに認定第１２号に対する質疑はありませんか。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　質疑も尽きたようでありますので、次に移ります。
　次に、認定第１３号に対する質疑を行います。
○５番元親孝志君　これは参考までに市の方で調べていただきたいと思うんですが、この病院会計とそれから国保会計
と重複するような話になりますが、我々病院へ行きますと、国保でやるのか、あるいは社会保険で診ていただくのか、
２通りあろうと思います。先般も国保料の滞納の問題がございまして、県が腰を上げて徴収に当たるというふうな大変
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厳しい話であったと思いますが、その現実、今のこの不況の中で、企業が一番苦しんでおるのは社会保険料でございま
す。これは個人と企業が折半という形になっておりまして、非常に高額な金額を負担しているというふうに自覚をいた
しております。そうしたときに、今の国保料と社会保険料との不公平感が僕はあるんじゃないかなという、これは証拠
をつかんでおりませんのでわかりませんので、ここをひとつ調べていただきたいと。実は、私は宇和島社会保険事務所
に電話を入れて野村町時代に問い合わせをいたしましたが、向こうは全く対応をしていただけませんでした。愛媛県の
ことならわかりますが、一野村町に関してはわかりませんとかというふうな話でありまして、全く対応をしていただか
なかったわけでございますが、そこでひとつ市の方で、一応西予市の社会保険それと国保というものの実態を一回出し
ていただきまして、その負担における不公平感が僕は相当あるんじゃないかなという、以前は社会保険に加入しており
ますと、病院に行った場合の自己負担額は１割でした。それがいつの間にか２割になって、今国保と同じ３割負担にな
っておりまして、メリットが全くなくなっております。
　しかし、保険料は年々上がっております。そういう現実がありますので、国保と社保と、この比較をちょっと一回私
はしていただきたいと思いますが、恐れ入りますが、社会保険事務所の方に問い合わせをしていただきまして、西予市
の実態を把握していただきたいと思いますが、病院事務長なのか保健福祉部長なのかわかりませんが、ちょっと質問し
たいと思います。
○松本生活福祉部長　国保の実態につきましては、まずデータがありますのですぐ出るわけでありますが、社保のデー
タが果たして社会保険事務所の方で公開してくれるかどうか、その辺については定かでありませんので、一度問い合わ
せてみたいと、このように考えております。
○５番元親孝志君　今の部長の答弁は、年金問題の不信感も全く同じでございまして、我々は払っているけども、実態
はわからないという現実が今の答弁だろうと思います。これはぜひ社会保険事務所、私一個人ではできませんでした。
ですから、ひとつここは行政の力で、ひとつ社会保険事務所の方に問い合わせをしていただきまして、できれば旧町単
位ぐらいで実態がどうなのか、ここはちょっと調べていただきたいと思いますが、よろしくお願いしたいと思います。
○議長　ほかに認定第１３号に対する質疑はありませんか。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　次に移ります。
　次に、認定第１４号に対する質疑を行います。
　森総務企画部長より、先ほどの質問に対する答弁があります。
○森総務企画部長　失礼いたします。
　先ほどの元親議員のご質問でありますが、担当課から資料が届きましたので答弁をさせていただきたいと思います。
　まず、インターネットの加入率でございますが、ケーブルテレビのアンケート調査を実施いたしました。市内２，０
００世帯に対するアンケートでございましたが、これによりますと、パソコンの所有者が５０％で、うちインターネッ
ト利用者が６０％ということで、３割の加入率と推測をしています。
　また、ＡＤＳＬにつきましては、現在宇和、野村、三瓶にそれぞれ１局ずつ開通しております。先ほど市長の方から
も答弁がありましたが、ケーブルテレビ事業を検討中でありますので、二重投資にならないよう、今後検討を重ねてい
く考えでございます。
　光ファイバーの利用についてでございますが、現在市内に整備している光ファイバーは、市内限定のネットワークで
ありまして、この線に個人が接続されてもインターネットでの通信はできません。通信を可能にするためには、西予市
がプロバイダーとして設備投資をするか、通信部門を民間に委託する等の方法がありますが、いずれにいたしても多額
の経費が必要となってきます。ＡＤＳＬ、光ファイバーの活用のいずれにいたしましても、ケーブルテレビの事業によ
って通信環境は整備されるものと考えております。
　以上でございます。
○５番元親孝志君　今の総務部長の話によりますと、光ファイバーは行政間つないでおるけども、一般とつながれてな
いということで、全く言えば世界じゅうがつながってないという状況で、それをつなごうとすれば莫大な金が要るの
で、今のところ検討できないというふうな話でございますが、１０億円余りかけてそれでいいんですかという疑問が起
こるんですが、光ファイバーの建設費用は恐らくあれ合併前から始まりまして１０億円を超えていたと思うんですけれ
ども、１０億円の投資をするのに、西予市の行政間内だけで使う線であるのなら、それだけの投資が果たして要ったの
かどうかという思いがするんですけども、その辺はどうなんでしょうか、お伺いしたいと思います。
○三好市長　今の元親議員の質問についてでございますが、総務部長が言いましたのは、プロバイダーとなって加入す
る必要があるということを言ったわけでありまして、今回の答申がどのように出てくるかまだ定かでありませんが、出
てもし云々した場合は、そういうことも視野にしてやるという考えでございますから、ご理解をいただいたらと思いま
す。
○議長　以上で質疑を終結といたします。
　ただいま議題となっております議案４０件については、お手元に配付いたしております各常任委員会付託表のとお
り、各常任委員会に付託をいたします。
　　（日程６）
○議長　次に、日程第６、請願第２号「教育基本法の早期改正を求める請願について」及び陳情第３号「林業活性化に
向けた委員会の設置、事業の継続・拡大と経費助成を求める陳情について」の２件を一括議題といたします。
　この請願、陳情につきましては、お手元に配付してあるとおりであります請願、陳情文書表のとおり、各常任委員会
に付託をいたします。
　各常任委員会においては、各議案並びに陳情については、十分に審査を行い、最終日の本会議において、委員会の審
査の経過と結果について、各常任委員長の報告を求めることといたします。
　以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。
　本日はこれにて散会いたします。
　次回は１０月４日午後１時３０分より会議を開きます。
　　散会　午後３時５２分
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　　　　　　　平成１７年第３回西予市議会定例会会議録（第３号）

１．招 集 年 月 日　平成１７年１０月４日
１．招 集 の 場 所　西予市議会議場
１．開　　　　　議　平成１７年１０月４日
　　　　　　　　　　午後１時３１分
１．閉　　　　　会　平成１７月１０日４日
　　　　　　　　　　午後３時００分
１．出　席　議　員
　　　　１番　　田　中　　　剛
　　　　２番　　松　山　　　清
　　　　３番　　宇都宮　明　宏
　　　　４番　　松　島　義　幸
　　　　５番　　元　親　孝　志
　　　　６番　　嶋　川　武　文
　　　　７番　　沖　野　健　三
　　　　８番　　森　川　一　義
　　　　９番　　亀　井　秀　男
　　　１０番　　名　本　修　三
　　　１１番　　河　野　作　生
　　　１２番　　藤　井　朝　廣
　　　１３番　　浅　野　泰　義
　　　１４番　　浅　野　忠　昭
　　　１５番　　三　好　幸　夫
　　　１６番　　岡　山　清　秋
　　　１７番　　酒　井　宇之吉
　　　１８番　　兵　頭　　　勇
　　　１９番　　山　本　英　男
　　　２０番　　山　本　昭　義
　　　２１番　　梅　川　光　俊
　　　２２番　　鍵　原　芳　和
　　　２３番　　菊　地　ミスギ
　　　２４番　　宇都宮　二　朗
　　　２５番　　岡　田　周　三
　　　２６番　　山　本　安　男
　　　２７番　　平　野　武　男
　　　２８番　　大　竹　忠　盛
　　　２９番　　二　宮　　　元
　　　３０番　　坂　本　隆　重
　　　３１番　　浅　野　豊　重
１．欠　席　議　員
　　　　な　　し
１．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名
　　　市　　　　　長　　三　好　幹　二
　　　助　　　　　役　　別　宮　　　靜
　　　収　　入　　役　　三　好　藤　冶
　　　教　　育　　長　　二　宮　宇　明
　　　総務企画部長　　  森　　　英　二
　　　建　設　部　長　　安　藤　芳　夫
　　　産　業　部　長　　大　森　俊　彦
　　　生活福祉部長　　　松　本　正　志
　　　教　育　部　長　　河　野　豊　昭
　　　明浜総合支所長　　小　玉　岩　康
　　　城川総合支所長　　九　鬼　則　夫
　　　三瓶総合支所長　　山　本　正　男
　　　病院総括事務長　　上　甲　福　重
　　　消防本部消防長　　荒　井　安　憲
　　　総　務　課　長　　炭　倉　貞　明
　　　財　政　課　長　　清　水　忠　夫
　　　企画調整課長　　　清　水　享　司
　　　監　査　委　員　　池　畠　賢　治
　　　野村総合支所総務課長　　三　瀬　通　忠
１．本会議に職務のため出席した者の職氏名
　　　事　務　局　長　　吉　良　孝　一
　　　議　事　係　長　　井　上　千　浪
１．議　事　日　程　　　別紙のとおり
１．会議に付した事件　　別紙のとおり
１．会 議 の 経 過　　　別紙のとおり

議　　事　　日　　程
　１　議案第１２５号　西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について
　　　議案第１２６号　西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２７号　西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２８号　西予市城川農産物加工センター設置条例制定について
　　　議案第１２９号　西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について
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　　　議案第１３０号　西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３１号　西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３２号　西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て
　　　議案第１３３号　西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３４号　西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３５号　西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３６号　西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３７号　合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条
例制定について
　　　議案第１３８号　市道路線の廃止について
　　　議案第１３９号　市道路線の認定について
　　　議案第１４０号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）
　　　議案第１４１号　平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４２号　平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４３号　平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４４号　平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４５号　平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４６号　平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４７号　平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４８号　平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）
　　　議案第１４９号　平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１５０号　平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）
　　　認定第　　１号　平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　２号　平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　３号　平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　４号　平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　５号　平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　６号　平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　７号　平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　８号　平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　９号　平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１０号　平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１１号　平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１２号　平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について
　　　認定第　１３号　平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について
　　　認定第　１４号　平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について
　　　請願第　　２号　教育基本法の早期改正を求める請願について
　　　陳情第　　３号　林業活性化に向けた委員会の設置、事業の継続・拡大と経費助成を求める陳情について
追加　議案第１５１号　西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車の取得について
　　　議案第１５２号　西予市消防団野村分団第３部ポンプ自動車の取得について
　　　議案第１５３号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第６号）
　　　常任委員会における閉会中の継続審査について
　　　議員派遣の件について

本日の会議に付した事件
　１　議案第１２５号　西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について
　　　議案第１２６号　西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２７号　西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について
　　　議案第１２８号　西予市城川農産物加工センター設置条例制定について
　　　議案第１２９号　西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３０号　西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３１号　西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３２号　西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て
　　　議案第１３３号　西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３４号　西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３５号　西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３６号　西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について
　　　議案第１３７号　合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条
例制定について
　　　議案第１３８号　市道路線の廃止について
　　　議案第１３９号　市道路線の認定について
　　　議案第１４０号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）
　　　議案第１４１号　平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４２号　平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４３号　平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４４号　平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４５号　平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４６号　平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１４７号　平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
　　　議案第１４８号　平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）
　　　議案第１４９号　平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　　　議案第１５０号　平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）
　　　認定第　　１号　平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について
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　　　認定第　　２号　平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　３号　平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　４号　平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　５号　平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　６号　平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　７号　平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　８号　平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　　９号　平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１０号　平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１１号　平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　　　認定第　１２号　平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について
　　　認定第　１３号　平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について
　　　認定第　１４号　平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について
　　　請願第　　２号　教育基本法の早期改正を求める請願について
　　　陳情第　　３号　林業活性化に向けた委員会の設置、事業の継続・拡大と経費助成を求める陳情について
追加　議案第１５１号　西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車の取得について
　　　議案第１５２号　西予市消防団野村分団第３部ポンプ自動車の取得について
　　　議案第１５３号　平成１７年度西予市一般会計補正予算（第６号）
　　　常任委員会における閉会中の継続審査について
　　　議員派遣の件について

　　開議　午後１時３１分
○議長　ただいまの出席議員は３１名であります。これより本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、お手元に配付してあるとおりであります。
　　（日程１）
○議長　日程第１、議案第１２５号「西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について」から認定第１
４号「平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について」までの４０件と請願１件、陳情１件を
一括議題といたします。
　各委員会における審査の経過と結果について、各常任委員長の報告を求めます。
　まず、亀井総務常任委員長の報告を求めます。
○亀井秀男総務常任委員長　それでは、総務常任委員会審査報告を申し上げます。
　去る９月１４日の本会議におきまして、当常任委員会に付託されました議案１０件、認定２件、請願１件につきまし
て、９月１５日から２２日までの５日間審査を行いましたので、その概要及び特に議論のありました事項並びに審査結
果について報告申し上げます。
　最初に、議案第１２５号「西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について」、本条例は人事行政運
営等の公平性、透明性を確保するため制定しようとするものであります。議案審査の経過において、第７条の業務の公
表方法は市民が情報を入手しやすい方法での公表を望む意見はありましたが、原案のとおり全会一致で可決決定しまし
た。
　次に、議案第１２６号「西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について」、本条例は職員の加齢による諸事
業及び地域貢献等を行うための休業について、地方公務員法の規定に基づき条例を制定しようとするものであり、原案
のとおり全会一致で可決決定しました。
　次に、議案第１２７号「西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について」、本条例は職員の公務能率の向上を
図るため、地方公務員法の規定に基づき条例を制定しようとするものであり、原案のとおり全会一致で可決決定しまし
た。
　次に、議案第１２９号「西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制定について」、本条例
は職員の職業生活と家庭生活の両立支援のため条例の一部を改正しようとするものであり、原案のとおり全会一致で可
決決定しました。
　次に、議案第１３０号「西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部を改正する条例制定について」、本条
例は法律の一部改正に伴い、任期付職員の採用を拡大するため条例の一部を改正するものであり、原案のとおり全会一
致で可決決定しました。
　次に、議案第１３１号「西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定について」、本条例は太田団地を教職員宿
舎に編入することに伴い条例の一部を改正しようとするものであり、原案のとおり全会一致で可決決定しました。
　次に、議案第１３２号「西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例制定につ
いて」、本条例は省令の一部の改正に伴い条例の一部を改正しようとするものであり、原案のとおり全会一致で可決決
定しました。
　次に、議案第１３６号「西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定について」、本条例は防火対策及び人体に影
響のあるアスベストの使用制限を行うため条例の一部を改正しようとするものであり、原案のとおり全会一致で可決決
定しました。
　次に、議案第１４０号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（補正５号）」、歳入歳出予算に関する総務常任委員
会所管分について、議案第１４３号「平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（補正１号）」につい
て、認定第１号「平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定」、歳入歳出予算に関する総務常任委員会所管分に
ついて、認定第４号「平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定について」の４件は所管課
ごとに審査を行いました。その審査の内容から、経費節減に努めた結果が不用額の積み重ねとなり、６億８，０００万
円という実質的な繰越財源となり、１７年度当初予算の財源の一部となっている状況を確認しました。これまでの努力
に対する評価とともに、地道な経費節減対策をさらに継続されることを切望し、原案のとおり全会一致で可決決定並び
に承認することに決定しました。
　次に、請願第２号「教育基本法の早期改正を求める請願について」、当常任委員会では請願書の内容をよく理解する
ため参考人から直接説明を受け、理解を深めるとともに慎重に審査を行いました。その結果、教育基本法の改正に関す
る是非についてはさらに認識を高めた上で結論を出す必要があるという考えから、継続審査とすることに決定しまし
た。
　次に、付託事件に関する総括として各委員の要望や意見を取りまとめ、９月２６日に市長、助役、収入役、教育長、
教育部長の出席のもと協議を行いましたので、その概要を抜粋して報告いたします。
　最初に、総務課に関する事項の１点目として、市内周辺商店街から買い物客が激減したという話を耳にするため、経
費節減の影響もあると思われるが、周辺地域への配慮を申し入れました。
　この申し入れに対し、理事者から、市としても周辺地域が寂れることは大きな問題であるため、当然可能な努力はす
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る考えであるが、商店街としても集客に向けてさらなる努力をお願いしたいとの回答がありました。
　続いて、総務課の２点目として、消防団組織のあり方の検討、自主防災組織の立ち上げに向けた指導、活動に対する
支援、防災計画の早期策定の４点を要望しました。
　この意見に対し、理事者から、消防団組織は団自体の改革を行いたいという考えから団内部で検討する運びになって
いる。自主防災組織については、市内に４つの組織と組織立ち上げに向けた動きがあり、自分たちの地域は自分たちで
守るという認識をさらに高めるため、今回の要望、意見を各総合支所の防災担当者につなぎ、災害に対する万全の体制
を目指したい。そして、市の防災計画については県で事前審査中という状況であり、今年度中に策定したい考えである
と、それぞれ回答がありました。
　続いて、総務課の３点目として、現在郵送となっている行政から市民への行政連絡文書を可能な限り行政連絡員によ
る配付に戻せば、かなりの経費が節減できるんではないか。
　この意見に対し、理事者から、現実的に国政選挙のように市の経費負担とならないケースもあるが、確実に本人に届
いたかどうかが重要であると説明がありました。
　次に、財政課に関する事項の１点目として、土地開発公社に対する債務保証について。景気も以前とは異なって、造
成すれば完売という時代ではなくなってきているため、債務保証に当たっては慎重に対処されたい。
　この意見に対し、理事者から、今後の債務保証については慎重に対応しなければならないと考えていると回答があり
ました。
　続いて、財政課の２点目として、委託契約の中でも運行業務の委託など、万一の委託契約中の事故はどこで責任をと
るべきか、法律的なことを含め現実問題として契約内容やあり方を検討すべきではないか。
　この意見に対し、理事者から、委託契約は委託した市側にも責任があり、今後中身の精査と業務によって請負契約と
の検討を行った上で責任分担の明確化を図りたいと回答がありました。
　次に、企画調整課に関する事項の１点目として、市のシンボルとなる市の花、木、鳥等の選定に当たっては、どのよ
うに活用していくかを企画立案し、その計画を選定委員に示して選定されたい。
　この意見に対し、理事者から、１月中をめどに１５人の選定委員で今回の提言も参考としながら慎重に協議し、選定
したい考えであると回答がありました。
　続いて、企画調整課の２点目として、バス事業者による路線の廃止や高齢者世帯、高齢者人口がふえている中で、幹
線道路から外れて困っている方々の実態を調査するなど、市民の足を確保するために市としても真剣に取り組む考えで
あることを実際の行動で示されたい。
　この意見に対し、理事者から、福祉的な側面を持った身近な交通手段としてのバスと市の公共施設を結ぶ交通手段の
２つの観点から検討の指示を行うとともに、城川－宇和間、宇和－三瓶間の幹線ルートについても宇和島自動車と相談
の予定であり、今後議会へ交通体系の計画を提案する考えであるため、そのときにいろいろな提言を受けたいと回答が
ありました。
　続いて、企画調整課の３点目として、花一杯運動に対する原材料費の予算確保の要望を行い、理事者から、具体的に
現状を調査しますと回答がありました。
　次に、情報推進課に関する事項の１点目として、巨費を投じて市内の公共施設を光ファイバーで結んでいるが、容量
に余裕がある部分を民間に貸し出して有効に活用できないか、ＣＡＴＶ検討委員会での検討や総務省との協議を含め前
向きに取り組まれたい。
　この意見に対し、理事者から、光ファイバーとＣＡＴＶは一体的なものであり、市としては諮問している段階である
ため答申を受けてからという考えを持っている。１２月には市長へ答申できるということを聞いており、答申を受けた
後、国、県へ陳情したいという考え方を持っていると回答がありました。
　続いて、情報推進課の２点目として、市内の掲示場に公告している内容を市民のほとんどが知らない。できれば、支
所等へ問い合わせをすれば簡単な概要程度は答えられるように検討されたい。
　この意見に対し、理事者から、指導を徹底したいと回答がありました。
　続いて、情報推進課の３点目として、常に高額な電算業務委託料が計上されているが、仕様をオープンにして競争で
きるようにされたい。
　この意見に対し、理事者から、何年に一度見直すことは大切であり、競争によって経費節減できるように努めたいと
回答がありました。
　次に、会計課に関する事項として、決算書の左半分はほとんど活用されていないため、可能な限り決算書は薄くなる
ように工夫されたい。
　この意見に対し、理事者から、既に指示をしていると回答がありました。
　次に、学校教育課に関する事項として、少子化、過疎化の進行に加えて、教育環境のばらつきから学校施設の維持管
理に関する多くの要求があり、また耐震診断の結果、補強工事の必要性が出た場合など財源確保のため地元寄附金制度
の復活を考えてはどうだろうか。このような状況から、財源を含めた中・長期計画の作成と計画に沿った取り組みが必
要ではないか。
　この意見に対し、理事者から、地財法の中で施設建設に伴う寄附の割り当ては禁止されており難しい面もあるが、法
律に抵触しない寄附であれば可能である。耐震診断の結果については、国で改築より補強という方向性が示されてお
り、国が３分の１、起債が３分の１で起債の７０％は交付税に算入される財源措置になっているので、中・長期的な計
画の中で考えていく必要があると回答がありました。
　次に、生涯学習課に関する事項の１点として、市全体が経費節減に努力しており、その影響から地区公民館によって
は新聞購読を中止しているところもあるようだが、社会教育という観点から必要と思われるので検討されたい。
　この意見に対し、理事者から、公民館２８館の予算要求の仕方を統一する考え方で進めたいと回答がありました。
　続いて、生涯学習課の２点目として、旧宇和町に限定して適用となっている公民館の自主管理補助金のような制度が
市全体に適用されれば、地域にとって団体育成を始め、元気の源になると思われるので、公平の原則に基づき全市適用
の検討をされたい。
　この意見に対し、理事者から、旧宇和町は各公民館の宿日直業務を廃止し、地域が管理することを条件に宿日直料の
半額程度を自主管理補助金として交付している状況であり、早急に統一することは難しい状況であると回答がありまし
た。
　次に、文化体育振興課に関する事項の１点目として、文化財の保存伝承に対する支援策の検討をされたい。
　この意見に対し、理事者から、市の指定文化財についてはできる限り助成していきたい考えであると回答がありまし
た。
　続いて、２点目として、高齢化が進行する中で、中・高齢者に視点を合わせた社会体育事業の展開が重要になってく
ると考えられ、介護予防支援事業を活用しながら文化体育の振興を図られたい。
　この意見に対し、理事者から、１８年度からスポーツ立市振興計画を立てて推進する考えであるため、その中で関係
各課との連帯と介護予防事業を考え合わせた上で振興を図りたいと回答がありました。
　続いて、文化体育振興課の３点目として、宇和文化会館の管理運営委託料の増額に対し、事業費が減額されている。
事業を行うことが主たる目的であり、管理費用が事業費を圧迫している。管理方法を含めた委託料の見直しを検討する
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べきではないか。
　この意見に対し、理事者から、宇和文化会館の決算額には出向職員１人分の人件費が含まれていないため本当の比較
ができない。また、三瓶文化会館には教育課の職員が配置され直接管理しているため委託は難しい状況である。以上の
ことを勘案しながら、効率的な運営形態を検討する方向で進めたいと回答がありました。
　続いて、文化体育振興課の４点目として、中町から米博物館までの道路整備に努力されたい。
　この意見に対し、理事者から、市道旧町地区１９６号の改良工事として１８年度着工に向けた準備を進めたいと説明
がありました。
　終わりに、消防本部に関する事項として、三瓶地区の急患は本人の意思にかかわらず八幡浜市内の病院または急患セ
ンターへ搬送されることが実態のようだが、過去のカルテが保管されているところで治療することが最善の方法である
ため、このことを八幡浜地区施設事務組合で協議されたい。
　この意見に対し、理事者から、基本的な考えとして、救急は当番の救急病院での搬送が原則であり、そのような扱い
になっていると聞いている。なお、救急業務の広域化については合併前から重要課題となっており、それぞれに難しい
問題はあるが、大洲市、八幡浜市、西予市が同じテーブルについていろいろなことを含め議論する必要があると回答が
ありました。
　以上で当委員会に付託されましたすべての議案、認定、請願に関する審査結果の報告を終わらせていただきます。ど
うぞ審議の上、ご賛同いただきますようお願いいたします。
　終わります。
○議長　次に、坂本厚生常任委員長の報告を求めます。
○坂本隆重厚生常任委員長　厚生常任委員会の報告を申し上げます。
　当委員会に付託となりました議案１８件の審査結果は、お手元に配付されております委員会審査報告書のとおりであ
りまして、いずれも全会一致にて決定した次第であります。
　以下、審査経過並びに結果について、概要の報告を申し上げます。
　まず、議案第１３３号「西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を改正する条例制定について」及び議案
第１３４号「西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条例制定について」は、介護保険法等の一部を改正す
る法律の施行に伴う痴呆の用語の見直しで、原案のとおり可決決定いたしました。
　次いで、議案第１３５号「西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て」は、法改正であるので異論はないが実質は幾らかかるのかとただしたところ、１，３４２円となる予定であるとの
説明を受け、原案のとおり可決決定いたしました。
　次に、議案第１３７号「合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する
条例制定について」は、明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師で、本条例の適応を受ける者がいなくなったため
で、原案のとおり可決決定いたしました。
　次に、議案第１４０号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）」のうち、福祉事務所に関する事項につい
ては、保育料の今後のあり方、民営統合について、また三瓶の特養について審議がありました。特に、特養については
難航していると思うが実際にいつできるのかとの問いに、現在県に申請中であるとの説明を受け、三瓶の住人のために
も早期に完成してほしい意志の統一に至りました。
　保育所の遊具の点検に関しては、専門業者による点検を行っているとの説明を受け、安全安心の面からも専決にて修
理等を実施してほしいと要望がありました。
　保育園と幼稚園の保育料の差額について質疑を行い、審査の結果、原案のとおり可決決定いたしました。
　健康づくり推進課に関する事項については、当番医について、日曜、祝日に１日２万３，０００円、年間９３４万
１，０００円の委託料を支払っているのと説明を受けました。また、クアテルメの指定管理者の経営見通しについて説
明を受け、総工費１０億２，９００万円弱、１１月からの開業なので当初の経営方針を見守りたいとし、原案のとおり
可決決定いたしました。
　市民生活課に関する事項については、ごみに関する件で、委託料が八幡浜は高いのではないか。契約があと７年ある
ので、ごみ袋を４０円ではごみは減らない。ごみ減量化に向けて検討されたい。また、粗大ごみの委託料を検討するこ
と等について質疑を行い、原案のとおり可決決定いたしました。
　次に、議案第１４１号「平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）」について、生活保護の対象者にな
るにはとの質問に対し、生活費の基準があるが一般個人の方で六、七万円、各個人によって違うので認定基準はそれぞ
れ違うと答弁があり、審査の結果、原案のとおり可決決定いたしました。
　次に、議案第１４２号「平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）」については、未
収金が計上されないように収納に努力していきたいとの意見が出され、原案のとおり可決いたしました。
　次に、議案第１４４号「平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）」については、各診療所の経
営が難しく医師不足が深刻化している。公設民営化を視野に入れた診療所経営を今後の検討課題とし、原案のとおり可
決決定いたしました。
　議案第１４５号「平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２号）」は、異議なく、原案のとおり可決決定
いたしました。
　次に、議案第１４６号「平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２号）」については、明浜特養ホームの
工事は指名競争入札にすべきであるとの意見がありましたが、原案のとおり可決決定いたしました。
　次に、認定第１号「平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について」のうち、福祉事務所に関する事項に
ついては、特に保育料の件について質疑が集中し、所得税の高い人に対して多額の補助金を出し、低い人には少額の補
助金になっているのは納得できない。また、滞納者には厳しく指導し徴収すべきでないか等の厳しい意見がありました
が、低所得者の保険料に対しては今後配慮し、滞納等に対しても徴収に努力していきたいとの答弁でありました。
　健康づくり推進課に関する事項についてでは、検診等の受診率が低いと思われるので、基本健診の見直しや人間ドッ
クの補助に配慮すべきではないのか調査願いたいとの意見がありました。
　市民生活課に関する事項については、ダイオキシン検査委託料、アスベスト関連で問題のある施設はあるのか、野村
クリーンセンターのあり方、器具焼却場の取り壊しについて検討するも、費用の面で解決策が見つからないのが現状で
ありまして、審査の結果、原案のとおり認定することに決しました。
　次に、認定第２号「平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について」は、職員数、年齢層について
質疑があり、現在１３名で一般職員が２名、手袋が中心で受注もあるので収入をふやす方向で指導しているとの説明を
受け、原案のとおり認定することに決しました。
　次に、認定第３号「平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について」は、新規貸
付の有無、貸付残高、現在１億２００万円の活用状況について審査を行い、原案のとおり認定することに決しました。
　次に、認定第５号「平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について」は、レセプト点検につ
いて嘱託職員３名、連合会から応援２名で３，７００万円の効果を出している。延滞金の処理については努力している
が５年間で時効となり、不納欠損１２０件との説明がありました。
　また、資格証明書の発行について、医療費の削減について、保険証のカード化の検討について等の意見が出され、審
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査の結果、原案のとおり認定することに決しました。
　次に、認定第６号「平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について」は、一般会計からの持ち出
しについて内容の説明を求め、原案のとおり認定することに決しました。
　次に、認定第７号「平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について」は、介護保険料の未収金に
ついて、現在は欠損処理を行っていないため公平性の面からも徹底してほしいとの要望をし、原案のとおり認定するこ
とに決定いたしました。
　次に、認定第１３号「平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について」、まず、宇和病院について、老朽化し
ているので早期に速急に新築してはどうかと。これに対しただしたところ、マスタープランを立てて研究しているが、
新病院を建築しても病床数の関係、医師の問題等でなかなか難しいとの答弁であり、宇和町には開業医が多いのでテナ
ント方式もよい方法ではないかとの質疑に、理想的な発想だと、総合病院との意味がなくなる等の問題もあり、現実的
には難しいとの答弁でした。
　野村病院については、診療内容等充実しており、今後も現状維持に努力してほしいとの意見があり、原案のとおり認
定することに決しました。
　認定第１４号「平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について」は、今後ますますの経営努
力をお願いし、原案のとおり認定することに決しました。
　以上、当委員会に付託されました全議案について慎重に審査いたしました結果、原案のとおり可決、認定いたしまし
たので、ここに報告いたします。
　以上で委員長報告を終わります。
○議長　次に、岡山産業建設常任委員長の報告を求めます。
○岡山清秋産業建設常任委員長　産業建設常任委員会の報告を申し上げます。
　去る９月１４日の本会議におきまして、当常任委員会に付託を受けました議案８件、認定が６件及び陳情１件につき
まして、９月１５日から９月２２日までの５日間にわたり、関係部課長の出席を求め説明を聞くとともに現地調査を行
うなど、慎重に審査を行ったものであります。その審査の経過並びに結果について報告を申し上げます。
　まず、議案第１２８号「西予市城川農産物加工センター設置条例制定について」であります。その詳細を求めたとこ
ろ、平成１６年度からの継続事業で、既存の第１加工場とあわせて第２加工場を設置する条例であります。当条例の制
定により、従来の設置条例は廃止するものであるとの説明があり、検討の結果、全員異議なく原案のとおり可決決定を
いたしました。
　次に、議案第１３８号「市道路線の廃止について」及び議案第１３９号「市道路線の認定について」は、検討の結
果、全員異議なく原案のとおり可決決定をいたしました。
　次に、議案第１４０号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）」のうち、当委員会に付託となりました予
算について議題とし、質疑に入りました。
　委員により、まず当委員会において再三指摘をしております調査設計業務の扱いについてただしたところ、可能な限
り職員で取り組むという姿勢の中で、対応不可能なものを外部に委託している。外注ありきではないとの回答がありま
した。
　これを受け、委員より、行政全体で経費削減を視野に入れ、取り組むべき研究課題である。専門職の育成は合併によ
るメリットの一つであり、理事者には合併の効果を十分に発揮していただきたいとの意見がありました。
　検討の結果、全員異議なく原案のとおり可決決定をいたしました。
　次に、議案第１４７号「平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）」について、前年度繰越金の
確定による調整が主なものであり、検討の結果、全員異議なく原案のとおり可決決定をいたしました。
　次に、議案第１４８号「平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）」について、県道改良に
伴う管渠移転工事費が主なものであり、検討の結果、全員異議なく原案のとおり可決決定をいたしました。
　次に、議案第１４９号「平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）」については、施設整備費
の増額が主なものであり、検討の結果、全員異議なく原案のとおり可決決定をいたしました。
　次に、議案第１５０号「平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）」については、人件費に係る補正が
主なものであり、検討の結果、全員異議なく原案のとおり可決決定をいたしました。
　次に、認定第１号「平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について」申し上げます。
　委員より、まず株式会社エフシーの現状についてただしたところ、従来の公共事業請負中心から近年は民間の仕事を
取り入れるべく努力をしているとの回答がありました。
　さらに委員より、労務班員の労働条件において、株式会社エフシーと西予市森林組合に格差があると聞きます。今
後、条件整備をしていかない限り共存は難しいのではないかとただしたところ、旧城川町において雇用の場の確保、森
林の公益的機能維持の役割を担って設立をされた組織であるが、合併後において、そのまま放置しておくことで不公平
感を生じている。年内に結果が出る第三セクターの経営診断を待って協議をしてまいりたいとの回答がありました。
　これを受け委員より、株式会社エフシーの行う事業を旧町区域だけにとどめず、全市に広げていくよう行政が先手を
とって取り組むべきであるとの意見がありました。
　また、道路災害復旧工事のうち、台風被害による激甚災害認定箇所の数についてただしたところ、平成１６年度及び
１７年度施工分を合わせ、台風１６号分が宇和、野村、城川の３町で計６０カ所、台風２３号分が全町で計２０カ所、
合計８２カ所であるとの回答がありました。
　次に、認定第８号「平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定について」は、特段意見がありま
せんでした。
　次に、認定第９号「平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について」、石綿管の残存状況に
ついてただしたところ、宇和と城川地区において総延長約１万５，０００メーターが残っている。現時点で飲料水への
影響はないが、今後は管の老朽化ぐあいを見据えながら整備計画を立て、対応してまいりたいとの回答がありました。
　次に、認定第１０号「平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について」、中川地区にお
ける接続率が６８％、数値が低いことについてただしたところ、供用開始後間もないためであり、今後ふえてくるもの
と考えているとの回答がありました。
　次に、認定第１１号「平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について」、今後の公債費の
推移についてただしたところ、全体計画が終了する平成２６年、２７年ごろがピークとなる。第１次認可区域整備にお
ける処理場建設が来年度終了すれば、以降の借り入れは減少していくとの回答がありました。
　次に、認定第１２号「平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定について」、委員より、１戸当たり１日平均使
用水量が明浜は２１１リットルであり、他町と比較して１００リットル以上少ない。同じ生活環境にありながら、この
違いは尋常ではない。割高な水道料金が影響しているのは明白であるとただしたところ、明浜上水道においては野村ダ
ムからのトン当たり２３０円の受水料が必要であり、給水原価はトン当たり２９１円だが、その大部分を受水料が占め
ており、これが水道料金に影響しているとの回答がありました。
　さらに委員より、西予市全体事業としては７，８００万円の利益が出ており、これを受水料の補助金として回せない
かただしたところ、決算は旧町個々の上水道会計を積み上げた結果であり、市民の理解を得ていくことが今後重要であ
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るとの回答がありました。
　これを受け委員より、市となったからには一本化が望ましい。合併協議において水道料金は緩やかに調整するとして
いるが、あらゆる可能性を模索し、早期の格差是正に努められるよう要望をいたしました。
　次に、陳情第３号「林業活性化に向けた委員会の設置、事業の継続・拡大と経費助成を求める陳情について」、これ
の審査結果を報告申し上げます。
　木材価格が長期低迷する中で、旧城川町で実施されている間伐材出荷促進対策事業は森林所有者の支えとなってお
り、また意欲を喚起をするための重要な事業と認識しております。当委員会では、事業の継続また全市適用をこれまで
強く要望してきたところであり、不可欠な作業道開設とあわせ、特段の配慮をお願いするものであります。
　なお、森づくり委員会の設置についても、既存組織の活動に歩調を合わせた形で検討していただきたいと思います。
よって、委員会としましては、当陳情につきまして採択することに決しました。
　以上、よろしくご審議の上、ご賛同いただきますようお願い申し上げます。
　以上で終わります。
○議長　以上で各委員長の報告は終わりました。
　これより各委員長報告に対する質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　以上で質疑を終結といたします。
　これより討論を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　討論を終結といたします。
　これより採決を行います。
　お諮りいたします。
　この表決は起立によって行います。
　まず、議案第１２５号「西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制定について」から議案第１３７号「合
併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師の給料の特例に関する条例を廃止する条例制定について」までの１
３件を採決いたします。
　ただいまの委員長報告のとおり原案可決することに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数です。よって、議案第１２５号から議案第１３７号までの１３件は原案のとおり決
定いたしました。
　次に、議案第１３８号「市道路線の廃止について」及び議案第１３９号「市道路線の認定について」の２件を採決い
たします。
　ただいまの委員長報告のとおり原案可決することに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数です。よって、議案第１３８号及び議案第１３９号の２件は原案のとおり決定いた
しました。
　次に、議案第１４０号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号）」についてから議案第１５０号「平成１７
年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号）」についてまでの１１件を採決いたします。
　ただいまの委員長報告のとおり原案可決することに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数です。よって、議案第１４０号から議案第１５０号までの１１件は原案のとおり決
定いたしました。
　次に、認定第１号「平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定について」から認定第１４号「平成１６年度西
予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定について」までの１４件を採決いたします。
　ただいまの委員長報告のとおり認定することに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数です。よって、認定第１号から認定第１４号までの１４件は原案のとおり認定する
ことに決定いたしました。
　次に、請願第２号「教育基本法の早期改正を求める請願について」及び陳情第３号「林業活性化に向けた委員会の設
置、事業の継続・拡大と経費助成を求める陳情について」の２件を採決いたします。
　まず、請願第２号はただいまの委員長報告のとおり継続審査することに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数です。よって、請願第２号は委員長報告のとおり継続審査とすることに決定いたし
ました。
　次に、陳情第３号はただいまの委員長報告のとおり採択することに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数です。よって、陳情第３号は委員長報告のとおり採択することに決定いたしまし
た。
　暫時休憩いたします。（休憩　午後２時２５分）
○議長　再開いたします。（再開　午後２時３７分）
　お諮りいたします。
　ただいま市長から提出されました議案第１５１号「西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車の取得について」から
議案第１５３号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第６号）」までの３件及び常任委員会における閉会中の継続
審査について並びに議員派遣の件についてを本日の日程に追加し、議題といたしたいと思います。これにご異議ありま
せんか。
　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　ご異議なしと認めます。よって、５件を本日の日程に追加し、議題とすることに決定いたしました。
　　（追加）
○議長　日程第２、議案第１５１号「西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車の取得について」及び議案第１５２号
「西予市消防団野村分団第３部ポンプ自動車の取得について」の２件を一括して議題といたします。
　理事者の説明を求めます。
○荒井消防本部消防長　議案第１５１号「西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車の取得について」、議案第１５２
号「西予市消防団野村分団第３部ポンプ自動車の取得について」、一括して提案理由のご説明を申し上げます。
　現在、配備されている西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車及び野村分団第３部ポンプ自動車につきましては、
購入後それぞれ２０年近くが経過し、故障も多く消防活動に支障を来しているため、今回更新するものであります。
　まず、宇和分団第１部ポンプ自動車につきましては、去る９月２０日に指名競争入札を行い、小川ポンプ工業株式会
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社松山営業所長眞部治夫氏が２，０４５万４，０００円で落札と決定し、続いて野村分団第３部ポンプ自動車につきま
しては、同日の指名競争入札により、株式会社岩本商会宇和島営業所所長城下俊光氏が２，１５２万５，０００円で落
札と決定し、それぞれ備品購入仮契約を締結いたしました。今回のポンプ自動車の取得に当たり、西予市議会の議決に
付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第３条の規定により、それぞれ議会の議決を求めるものでありま
す。
　以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願い申し上げます。
○議長　理事者の説明は終わりました。
　これより質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　以上で質疑を終結とします。
　お諮りいたします。
　議案第１５１号及び議案第１５２号については、会議規則第３７条第２項の規定により、委員会付託を省略したいと
思います。これにご異議ありませんか。
　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　異議なしと認め、そのように決定いたしました。
　これより討論を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　討論を終結とします。
　これより採決を行います。
　お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議案第１５１号「西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車の取得について」及び議
案第１５２号「西予市消防団野村分団第３部ポンプ自動車の取得について」、原案可決することに賛成の議員の起立を
求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数であります。よって、ただいまの議案第１５１号及び議案第１５２号は原案のとお
り決定いたしました。
　　（追加）
○議長　日程第３、議案第１５３号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第６号）」についてを議題といたしま
す。
　理事者の説明を求めます。
○三好市長　議案第１５３号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第６号）」について、提案理由のご説明を申し
上げます。
　本補正の主な内容につきましては、先般の一般質問にもご指摘がございましたとおり、今日大変な社会問題となって
おりますアスベストに係る調査費及び除去費、また台風１４号による災害復旧費を計上させていただいております。
　ご承知のとおり、この台風１４号は非常に大型で猛烈な勢力を保ったまま上陸し、各地で甚大な被害を及ぼしてまい
りました。さかのぼって申しますと、９月６日の九州上陸時の進路状況からの予想では、当市は完全に直撃を受けるも
のではないかと大変心配をいたしておりましたが、時間が経過するうちに徐々に進路が変わり、当地域は幸いにしても
人的被害や大規模災害はほとんどなく、大変安堵したところであります。しかし、野村、城川地域においては、その後
の調査を重ねるたびに予想外の小規模災害が判明し、農地災害では１０６件、農業用施設災害は８２件、林業用施設災
害では６１件、公共土木施設災害では８７件の被害が確認されました。
　これにつきましては、今回の被害状況の把握が何分にも小規模災害のため、住民からの通報によって現地確認をする
といったケースも多々ございましたので、幾分日数を費やすことになったものでございます。従いまして、議員各位に
対してもご報告そのものが若干おくれましたが、ともあれ、住民の生活基盤の安定を図ることが最優先であり、また国
土保全等々の観点からしても早急に対応しなければならない事案でありますので、何とぞご理解賜りますようお願い申
し上げます。
　では、本補正予算でございますが、議決いただいております歳入歳出予算にそれぞれ６億５，６５４万４，０００円
を追加し、歳入歳出予算の総額を２８０億５，３９４万２，０００円と定めるものでございます。
　以上、ご説明いたしましたが、詳細な点につきましては担当課長から補足説明をいたさせますので、よろしくご審議
を賜り、ご決定いただきますようお願いを申し上げます。
○清水財政課長　（補足説明）
○議長　理事者の説明は終わりました。
　これより質疑を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　以上で質疑を終結とします。
　お諮りいたします。
　議案第１５３号については、会議規則第３７条第２項の規定により、委員会付託を省略したいと思います。これにご
異議ありませんか。
　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　ご異議なしと認め、そのように決定いたしました。
　これより討論を行います。
　　（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長　討論を終結とします。
　これより採決を行います。
　お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議案第１５３号「平成１７年度西予市一般会計補正予算（第６号）」について、原案
可決とすることに賛成の議員の起立を求めます。
　　（賛成者起立）
○議長　ご着席ください。起立多数であります。よって、ただいまの議案第１５３号は原案のとおり決定いたしまし
た。
　　（追加）
○議長　日程第４、「常任委員会における閉会中の継続審査について」を議題といたします。
　各常任委員長から、お手元に配付のとおり、地方自治法第１０９条第６項の規定により、調査終了時まで閉会中の継
続審査を実施したい旨の申し出がありました。
　お諮りいたします。
　委員長の申し出のとおり閉会中の継続審査を行うことにご異議ありませんか。
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　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　ご異議なしと認めます。各委員長の申し出の事件を閉会中の継続審査とすることに決定いたしました。
　　（追加）
○議長　日程第５、「議員派遣の件について」を議題といたします。
　お諮りいたします。
　お手元に配付いたしております本件を承認することにご異議ありませんか。
　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　ご異議なしと認めます。よって、「議員派遣の件について」は、本件のとおり承認することに決定いたしまし
た。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま決定いたしました議員派遣の内容につきましては、諸般の事情により変更が生じる場合には議長に一任を願
いたいと思いますが、ご異議ありませんか。
　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長　ご異議なしと認め、そのように決定いたしました。
　以上で全日程を終了いたします。
　三好市長から定例会閉会のあいさつがあります。
○三好市長　それでは、平成１７年第３回西予市議会定例会の閉会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。
　今期定例会では２２日間の長きにわたり提案いたしました４５件につきまして、滞りなくご審議をいただきまことに
ありがとうございます。審議の間におきまして、さまざまなご指摘、ご意見をいただきました点などにつきましては、
執行に当たり、十分心して努めていきたいと存じております。
　また、一般質問につきましては、それぞれの立場から多種多様なご質問をいただきました。それぞれの答弁いたしま
したとおり、実施できるものから責任を持って進めていく所存であります。さらに、決算審査の委員長報告にありまし
たご指摘につきまして、新年度予算以降、予算に反映したいと思います。ご理解、ご協力のほどよろしくお願い申し上
げます。
　ところで、去る９月１８日に平成１８年度採用予定の職員採用試験を行い、現在一般行政職については第一次試験合
格者を、他の職種につきましては合格者を選考中であります。西予市合併に伴う行政のスリム化のために狭き門とな
り、西予市職員を目指す若い方々には大変気の毒になっているところでありますが、その分難問を突破し、合格者とな
られる方々には、将来の西予市を担っていただく優秀な人材として大いに期待をしているところであります。
　１０月に入り急に涼しくなってまいりましたが、季節の変わり目にはとにかく体調を壊しやすいものです。議員の皆
様におかれましては、健康に十分留意され、市政運営に一層のご協力を賜りますようお願い申し上げまして、閉会のご
あいさつとさせていただきます。どうもありがとうございました。
○議長　これをもって平成１７年第３回西予市議会定例会を閉会といたします。
　ご苦労さまでした。
　　閉会　午後３時００分
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平成１７年第３回西予市議会定例会議決結果表 

 

議案番号 件       名 議決年月日 議決結果 

議会報告第１号 各常任委員会の視察研修報告について 17.9.13 報  告 

議案第１２４号 
平成１６年度農業集落排水資源循環統合補助事業石城

地区処理施設土木・建築工事変更請負契約について 
17.9.13 原案可決 

議案第１２５号 
西予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例制

定について 
17.10.4 原案可決 

議案第１２６号 
西予市職員の高齢者部分休業に関する条例制定につい

て 
17.10.4 原案可決 

議案第１２７号 西予市職員の修学部分休業に関する条例制定について 17.10.4 原案可決 

議案第１２８号 西予市城川農産物加工センター設置条例制定について 17.10.4 原案可決 

議案第１２９号 
西予市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改

正する条例制定について 
17.10.4 原案可決 

議案第１３０号 
西予市一般職の任期付職員の採用に関する条例の一部

を改正する条例制定について 
17.10.4 原案可決 

議案第１３１号 
西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定につ

いて 
17.10.4 原案可決 

議案第１３２号 
西予市過疎地域における固定資産税の特別措置に関す

る条例の一部を改正する条例制定について 
17.10.4 原案可決 

議案第１３３号 
西予市在宅ねたきり老人等介護手当支給条例の一部を

改正する条例制定について 
17.10.4 原案可決 

議案第１３４号 
西予市在宅介護支援センター条例の一部を改正する条

例制定について 
17.10.4 原案可決 

議案第１３５号 
西予市野村介護老人保健施設事業の設置等に関する条

例の一部を改正する条例制定について 
17.10.4 原案可決 

議案第１３６号 
西予市火災予防条例の一部を改正する条例制定につい

て 
17.10.4 原案可決 

議案第１３７号 

合併前の明浜町の区域に存する診療所に勤務する医師

の給料の特例に関する条例を廃止する条例制定につい

て 

17.10.4 原案可決 

議案第１３８号 市道路線の廃止について 17.10.4 原案可決 

議案第１３９号 市道路線の認定について 17.10.4 原案可決 

議案第１４０号 平成１７年度西予市一般会計補正予算（第５号） 17.10.4 原案可決 

議案第１４１号 平成１７年度西予市授産場特別会計補正予算（第１号） 17.10.4 原案可決 

議案第１４２号 
平成１７年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計

補正予算（第１号） 
17.10.4 原案可決 

議案第１４３号 
平成１７年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正

予算（第１号） 
17.10.4 原案可決 

議案第１４４号 
平成１７年度西予市国民健康保険特別会計補正予算（第

２号） 
17.10.4 原案可決 

議案第１４５号 
平成１７年度西予市老人保健特別会計補正予算（第２

号） 
17.10.4 原案可決 



議案第１４６号 
平成１７年度西予市介護保険特別会計補正予算（第２

号） 
17.10.4 原案可決 

議案第１４７号 
平成１７年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第

１号） 
17.10.4 原案可決 

議案第１４８号 
平成１７年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予

算（第３号） 
17.10.4 原案可決 

議案第１４９号 
平成１７年度西予市公共下水道事業特別会計補正予算

（第２号） 
17.10.4 原案可決 

議案第１５０号 平成１７年度西予市上水道事業会計補正予算（第１号） 17.10.4 原案可決 

議案第１５１号 
西予市消防団宇和分団第１部ポンプ自動車の取得につ

いて 
17.10.4 原案可決 

議案第１５２号 
西予市消防団野村分団第３部ポンプ自動車の取得につ

いて 
17.10.4 原案可決 

議案第１５３号 平成１７年度西予市一般会計補正予算（第６号） 17.10.4 原案可決 

認定第  １号 
平成１６年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につ

いて 
17.10.4 認  定 

認定第  ２号 
平成１６年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認

定について 
17.10.4 認  定 

認定第  ３号 
平成１６年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計

歳入歳出決算の認定について 
17.10.4 認  定 

認定第  ４号 
平成１６年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳入

歳出決算の認定について 
17.10.4 認  定 

認定第  ５号 
平成１６年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 
17.10.4 認  定 

認定第  ６号 
平成１６年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算の

認定について 
17.10.4 認  定 

認定第  ７号 
平成１６年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算の

認定について 
17.10.4 認  定 

認定第  ８号 
平成１６年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 
17.10.4 認  定 

認定第  ９号 
平成１６年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 
17.10.4 認  定 

認定第 １０号 
平成１６年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 
17.10.4 認  定 

認定第 １１号 
平成１６年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 
17.10.4 認  定 

認定第 １２号 
平成１６年度西予市上水道事業会計決算の認定につい

て 
17.10.4 認  定 

認定第 １３号 平成１６年度西予市病院事業会計決算の認定について 17.10.4 認  定 

認定第 １４号 
平成１６年度西予市野村介護老人保健施設事業会計決

算の認定について 
17.10.4 認  定 

請願第  ２号 教育基本法の早期改正を求める請願について 17.10.4 継続審査 



陳情第  ３号 
林業活性化に向けた委員会の設置、事業の継続・拡大と

経費助成を求める陳情について 
17.10.4 採  択 

 常任委員会における閉会中の継続審査について 17.10.4 原案可決 

 議員派遣の件について 17.10.4 承  認 

 
 
 


